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ごあいさつ

石竹　智範
　平素より、関信用金庫に対し、格別のご支援とご愛顧を賜り、誠に有難うございます。本年も当金庫に対するご理解を一層

深めていただくために、「せきしんの現況２０２６」を作成いたしました。本誌により地元金融機関としての「せきしん」をさらに身

近に感じていただければ幸いに存じます。

　令和７年度は大阪・関西万博の開催、高市新政権の発足や堅調な企業業績を背景に日経平均株価が最高値更新などの

明るい話題の一方で、関税の引上げ、円相場の乱高下、物価高や労働力不足も深刻化しました。日本の物価上昇は、主に

「輸入コストの上昇（円安・資源高）」と「人手不足による人件費・物流費のコスト増」が複合的に影響しており、ロシア・ウクライ

ナ情勢や中東リスクによる原材料・燃料費高騰と、記録的な円安が重なり、輸入依存度の高い食品やエネルギー価格が特に

高騰しています。

　中東情勢が依然不透明な中、日本はホルムズ海峡経由の原油輸入に大きく依存しており、ナフサを必要としている事業者

においては品薄が問題になってきております。今後、石油関連製品を取り扱っている事業者においては仕事が進められない、

遅延するなどの影響が出てくるものと思われます。当金庫はこのような状況を踏まえ、原油価格高騰により、直接的・間接的に

影響を受けられた中小企業及び個人事業者を支援するため、全店舗に「金融相談窓口」を設置し、今後もお客さまに対する

資金繰り支援を中心に、きめ細やかな相談を迅速に対応して参ります。

　当金庫を含む地域金融機関を取り巻く経済環境は、加速する少子高齢化の中で地方の人口減少による顧客基盤の縮小

や事業廃業の増加、また、あらゆる分野においてデジタル化が進み、資金調達の多様化やネットバンクの裾野拡大、異業種か

らの金融分野への参入など、より一層厳しくなっています。このような環境下の中でも、十分な経営体力・収益基盤を確保し、

地域の「要」として地域経済に貢献する力を発揮していくことが我々地域金融機関の使命であると受け止めております。これ

まで積み上げてきた地域とのネットワークや情報を生かし、地元企業への資金繰り支援、経営課題の解決に向けたソリューショ

ンの提案などを積極的に展開していきます。

　本格的な「金利のある世界」において、昨年度は更なる預金金利の引上げおよび貸出金利（短期プライムレート）の引上げ

を同時に実施しております。しかしながら、重要なことは、何事もお客さまに寄り添った取り組みであるべきと考えております。外

部機関との連携による情報提供力を強化し、デジタル化など環境の変化に対応し、令和１０年度に迎える創立１２０周年に向

けて、この地域になくてはならない金融機関を目指し、地域社会の多様なニーズにお応えし、地域社会と共に持続的成長を実

現できるよう、役職員が一丸となり真摯に努力して参りたいと考えております。

　何卒今後とも、会員の皆さまの末長く変わらぬご支援とご愛顧をお願い申し上げ、ご挨拶といたします。
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名 称

創 立

所 在 地

預 金

貸 出 金

店 舗 数

◎

◎

◎

◎

◎

◎

関  信用金庫

明治４１年９月１８日

関市東貸上１２番地の１

323，707百万円

138，362百万円

１3店舗 （令和8年３月末現在）

役員一覧

◎中小零細企業の健全なる育成

◎ニーズの多様化に即応し豊かな国民生活の
　実現に寄与する

◎豊かな地域社会の繁栄に貢献

◎役職員ならびに家族の将来に亘っての生活の
　安定と幸福の実現

1．健全経営

2．業容拡大

3．効率化促進

4．人材育成

5．地域奉仕

基本方針経営理念

※1　信用金庫業界の「総代会の機能向上策等に関する業界申し合わせ」に基づく職員外理事です。
※2　信用金庫法第32条第5項に定める員外監事です。

令和8年6月30日現在

理  事  長 石竹 智範

高井 伸穂

五島 利保

後藤 謙二

中島 高幸

亀山 真治

藪下 武司

常 勤 理 事（リスク統括部長）

常 勤 理 事（営業統括部長）

常 勤 理 事（融資部長）

非 常 勤 理 事

常 務 理 事（総務部長）

専 務 理 事（資金運用部長）

非 常 勤 理 事

非 常 勤 監 事

非 常 勤 監 事

会計監査人の名称

常 勤 監 事

非 常 勤 理 事

森 小百合

遠藤 浩彰

村瀬 光昭

渡邉 泰宏

清水 徹

※1

※1

※2

〈総代会は、会員一人ひとりの意見を適正に反映するための開かれた制度です。〉

　信用金庫は、会員同士の「相互信頼」と「互恵」の精神を基本理念に、会員一人ひとりの意見を最大の価値とする協同組織金融機関です。し
たがって、会員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じて当金庫の経営に参加することとなります。しかし、当金庫では、
会員数が大変多く、総会の開催は事実上不可能です。そこで、当金庫では、会員の総意を適正に反映し、充実した審議を確保するため、総会に
代えて総代会制度を採用しております。
　この総代会は、決算、取扱業務の決定、理事・監事の選任等の重要事項を決議する最高意思決定機関です。したがって、総代会は、総会と同
様に、会員一人ひとりの意見が当金庫の経営に反映されるよう、総代構成のバランス等に配慮し、選任区域ごとに総代候補者を選考する選考
委員会を設け、会員の中から適正な手続きにより選任された総代により運営されます。
　さらに、当金庫では、総代会に限定することなく、利用者満足度調査や会員懇談会を実施するなど、日常の事業活動を通じて、総代や会員と
のコミュニケーションを大切にし、さまざまな経営改善に取り組んでおります。
　なお、総代会の運営に関するご意見やご要望につきましては、お近くの営業店までお寄せください。

会　　員 総 代 会

①総代会の決議により、会員の中から選考委員を選任する ③総代候補者氏名を店頭掲示し、所定の手続を経て、会員の代表とし
て総代を委嘱

会員の総意を適正に反映するための制度

決算に関する事項、理事・監事の選任等重要事
項の決定

選 考 委 員 総代候補者
総 　代

②選考委員会を開催のうえ、選考基準に基づき、選考委員が総
代候補者を選考

総代会制度とは

※1

五十鈴監査法人

経営管理（ガバナンス） Seki Shinkin Bank

Seki Shinkin Bank経営理念・基本方針
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■主要な事業の内容
預金及び定期積金の受入れ
資金の貸付け及び手形の割引
為替取引
上記1～3の業務に付随する次に掲げる業務その他の業務
①債務の保証又は手形の引受け
②有価証券（⑤に規定する証書をもって表示される金銭債権に該当するもの及び短期社債等を除
く。）の売買又は有価証券関連デリバティブ取引（投資の目的をもってするものに限る。）
③有価証券の貸付け
④国債証券、地方債証券若しくは政府保証債券（以下「国債証券等」という。）の引受け（売出しの
目的をもってするものを除く。）並びに当該引受けに係る国債証券等の募集の取扱い及びはね返
り玉の買取り
⑤金銭債権の取得又は譲渡及びこれに付随する業務（除く商品投資受益権証書の取得・譲渡に
係る付随業務）
⑥短期社債等の取得又は譲渡
⑦次に掲げる者の業務の代理
　日本銀行、株式会社 日本政策金融公庫、独立行政法人 住宅金融支援機構等
⑧次に掲げる者の業務の代理又は媒介（内閣総理大臣の定めるものに限る。）金庫（信用金庫及
び信用金庫連合会）
⑨国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱い

⑩有価証券、貴金属その他の物品の保護預り
⑪振替業
⑫両替
⑬デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）であって信用金庫
法施行規則で定めるもの（⑤に掲げる業務に該当するものを除く。）
⑭金融等デリバティブ取引（⑤及び⑬に掲げる業務に該当するものを除く。）
⑮地域活性化等業務（信用金庫法施行規則で定めるもの）
国債証券、地方債証券、政府保証債券その他の有価証券について金融商品取引法により
信用金庫が営むことのできる業務
（上記4により行う業務を除く。）
法律により信用金庫が営むことのできる業務
①保険業法（平成7年法律第105号）第275条第１項により行う保険募集
②当せん金付証票法の定めるところにより、都道府県知事等からの委託または都道府県知事
等の承認を得て行われる受託機関からの再委託に基づき行う当せん金付証票の販売事務等
③確定拠出年金法（平成13年法律第88号）により行う業務
④高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号）の定めるところにより、高
齢者居住支援センターからの委託を受けて行う債務保証の申込の受付及び保証債務履行
時の事務等（債務の保証の決定及び求償権の管理回収業務を除く。）
⑤電子記録債権法（平成19年法律第１０２号）第５８条第２項の定めるところにより、電子債権
記録機関の委託を受けて行う電子債権記録業に係る業務

1
2
3
4

5

6

組 織 図

常 勤 監 事

非常勤監事

監 事 会
会計監査人

理 事 長
専 務 理 事

常 務 理 事

常 勤 理 事

非常勤理事

会　　　長

総 代 会

常勤理事会
理 事 会

ALM委員会

コンプライアンス委員会

その他委員会
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　令和8年６月22日に開催された第７5回通常総代会において、次の事項が付議され、それぞれ原案のとおり了承されました。

（1）総代の任期・定数
・総代の任期は3年です。
・総代の定数は、80人以上130人以内で、会員数に応じて各選任区域ごとに定められております。
なお、令和8年6月末現在の総代数は99人で、会員数は14,581人です。

（2）総代の選任方法
　　総代は、会員の代表として、会員の総意を当金庫の経営に反映する重要な役割を担っております。
　　そこで総代の選考は、総代候補者選考基準（右記）に基づき、次の3つの手続を経て選任されます。
　　1 総代会の決議により、会員の中から選考委員を選任する。
　　2 選考委員会を開催のうえ、選考委員が総代候補者を選考する。
　　3 上記２により選考された総代候補者を会員が信任する。（異議があれば申し立てる）

決議事項　　第１号議案　第８2期剰余金処分案承認の件
　　　　　　第２号議案　総代選考委員選任の件
　　　　　　第３号議案　会員の除名に関する件

第４号議案　理事選任の件
第５号議案　退任理事に対する退職慰労金支給の件

報告事項　　第８2期業務報告、貸借対照表および損益計算書の内容報告の件

総代とその選任方法

第75回通常総代会の決議事項

組織図 Seki Shinkin Bank

経営管理（ガバナンス） Seki Shinkin Bank
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地区を6区の選任区域に分け、各選任区域ごとに総代の定数を定める。

総代会の決議により、選任区域ごとに会員のうちから選考委員を委嘱

選考委員の氏名を店頭に掲示

選考委員が総代候補者を選考

総代候補者の氏名を、1週間店頭掲示 左記掲示について電子公告

理事長に報告

　①総代候補者選考委員の選任

理事長は総代に委嘱 総代の氏名を店頭に1週間掲示

・会員から異議がない場合　または
・選任区域の会員数の1/3未満の会員から異議の申出があった総代候補者

・選任区域の会員数の1/3以上の会員から異議の申出があった総代候補者

当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2以上 当該総代候補者が選任区域の総代定数の1/2未満

（上記②以下の手続きを経て）

（いずれか選択）

③総代の選任

②総代候補者の選考

異議申出期間（公告後2週間以内）

他の候補者を選考ⓐ  欠員（選考を行わない）ⓑ

　一般の会員の皆様の声を金庫の経営に反映させるために、会員の皆
様へアンケート葉書を郵送し、ご意見・ご要望をお寄せいただいており
ます。お寄せいただきましたご意見等については、総代会において発表
し、回答をさせていただいております。

〈総代の属性別構成比〉
　職業別 ： 
　年代別 ： 
　業種別 ： 

（五十音順　敬称略）

第４地区（２０名）

金山（６）、加茂野（６）、美濃（６）、みのかも支店（２）

下呂市・美濃加茂市・美濃市

第５地区（９名）

岐阜市・各務原市

長森（６）、三輪（２）、各務原支店（１）

第２地区（１０名）

本町支店（１０）

関市

第３地区（２３名）

東（1４）、桜ヶ丘支店（９）

関市

第１地区（１７名）

本店営業部（１７）

関市

任期　令和6年8月1日～令和9年7月31日

大　野　武　志
長　村　義　次
各　務　剛　児
加　藤　照　彦
亀　澤　洋　一
川　嶋　紹　市
内　藤　千　春
野　田　康　彦
長谷川　智 広
長谷川　尚 彦
羽田野　　　繁
羽田野　道 明
服　部　義　成
東　谷　好　司
福　田　博　光
洞　田　禮　彰
山　口　順　司

⑤
⑥
④
③
①
⑥
⑦
⑧
①
①
⑤
⑨
①
③
①
⑨
①

浅 野　欽一郎
梅　田　憲　生
岸　田　英　三
河　村　郁　男
後　藤　哲　郎
竹　内　一　朗
土　屋　　　勤
長　沼　岳　史
丹　羽　克　彦
平　林　邦　佳

⑨
③
③
②
⑤
④
⑧
①
⑨
③

石　垣　明　広
石　原　邦　泰
金　子　哲　夫
亀　山　直　央
河　上　智　子
工　藤　　　智
小　石　利　晴
齋　藤　康　彦
坂　井　貞　治
左　髙　武　史
島 田　亜由美
鈴　木　良　春
炭　竈　勝　美
炭　竈　　　登
高　井　良　祐
多治見　良 樹
田　中　　 彰
塚　原　良　則
長谷部　広 貫
東　山　　　勝
安　田　　　昇
山　本　義　樹
渡　辺　英　人

①
⑥
③
①
①
①
③
④
①
②
①
⑧
②
②
⑧
②
③
①
⑦
③
⑤
⑤
④

大　岩　正　美
小　川　竜　生
奥　田　篤　史
景　山　昌　治
河　尻　和　憲
河　尻　吉　雄
佐　藤　武　彦
清　水　　　守
竹　腰　鋭　司
田　代　義　文
田　中　隼　人
千　田　栄　蔵
辻 　 守 重
土　本　恭　正
中　島　睦　稔
西　川　抄　織
福　島　康　貴
山　内　茂　義
山　口　英　德
若　尾　達　也

①
③
①
⑥
⑦
④
⑥
⑦
⑦
①
②
④
⑥
③
①
②
④
⑤
③
②

浅　野　友　之
内　海　幸　三
北　川　眞　澄
黒　田　昌　彦
小　林　一　彦
澤　田　栄　一
村　瀬　尚　宏
柳　原　克　弥
山　口　憲　男

⑤
③
⑤
①
③
②
③
④
④

足　立　朋　弘
小　川　優　二
尾　関　郁　夫
金　森　元　美
酒井田　純 二
酒井田　雅 一
佐　藤　明　広
佐　藤　正　勝
杉　本　富　夫
高 木　登企久
多　田　壽　夫
田 上 　 仁
常　川　雅　通
西　村　博　己
平　田　浩　志
福　田　克　則
堀　部　哲　夫
森 　 秋 彦
山　谷　庸　二
吉　田　哲　也

③
⑥
⑤
②
⑤
⑥
⑤
③
⑥
①
③
①
④
⑥
⑥
④
⑧
③
①
①

※氏名の後の数字は総代への就任回数　令和8年６月３０日現在

 第６地区（２０名）

 関市

山王通（１４）、山田支店（６）

総代が選任されるまでの手続

総代の氏名

会員の皆様の声を金庫経営に反映させる取り組みについて
法人・法人代表者97.98％、個人事業主2.02％、個人0.00％
70代22.22％、60代44.44％、50代30.30％、40代3.03％
製造業59.60％、卸・小売業12.12％、建設業13.13％、
その他サービス業12.12％、不動産業0.00％、その他3.03％

総代会制度 Seki Shinkin Bank
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Ⅰ.
Ⅱ．
Ⅲ．
Ⅳ．
Ⅴ．

Ⅵ．
Ⅶ．
Ⅷ．
Ⅸ．

Ⅹ．
Ⅺ．
Ⅻ．

理事及び職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
損失の危険の管理に関する規定その他の体制
理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
次に掲げる体制その他の当金庫及びその子法人等から成る集団における業務の適正を確保するための体制
①当金庫の子法人等の取締役、執行役、業務を執行する社員、会社法第５９８条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者
　（③及び④において「取締役等」という。）の職務の執行に係る事項の当金庫への報告に関する体制
②当金庫の子法人等の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
③当金庫の子法人等の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
④当金庫の子法人等の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当金庫の監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項
当金庫の監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性に関する事項
当金庫の監事の第６号の職員に対する指示の実効性の確保に関する事項
次に掲げる体制その他の当金庫の監事への報告に関する体制
①当金庫の理事及び職員が監事に報告をするための体制
②当金庫の子法人等の取締役、会計参与、監査役、執行役、業務を執行する社員、会社法第５９８条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者及び使用
人またはこれらの者から報告を受けた者が当金庫の監事に報告をするための体制
前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当金庫の監事の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
その他当金庫の監事の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　当金庫は、業務の健全性・適切性を確保するための態勢の整備に関して、12項目を「内部管理基本方針」として理事会で決議し、内部管理態勢の整
備に取り組んでおります。

　当金庫は、「地域に密着した営業活動を通じて、地域社会の発展と繁栄に貢献する」という基本理念に基づき、また、信用金庫業務の公共的使命を踏
まえつつ、中小企業や個人の皆様方を対象として、さまざまな金融ニーズにお応えできるよう努力しております。
　事業を経営される皆様へは、事業に必要な設備資金・運転資金を、個人の皆様に対しては、住宅資金・教育資金等生活向上に役立つ資金をご融資す
るなど、「地域になくてはならない金融機関」としての役割を果たしていきたいと考えております。
　個々の貸出に際しては、渉外活動を通じて様々な情報を収集し、信用状況や事業計画の妥当性などを充分検討すると同時に、全体の貸出運営につ
いては、特定の業種やお客様に偏ることなく、分散したバランスの取れた運用配分に心がけ、貸出資産の健全性を維持、向上させていきたいと考えて
おります。

　関信用金庫は、資産運用、資産形成におけるお客さま本位の業務運営を実現するため基本方針を制定し、お客さまに商品・サービスを提供するため
に、お客さま本位の業務運営を実践します。

１．お客さまのニーズに適した商品・サービスの提供
　お客さまのライフプランやニーズにお応えするため、商品ラインナップの整備を図ります。
　お客さまのニーズをお伺いしたうえで、金融商品に関する知識・経験・財産の状況等を踏まえ、お客さまの目的に合わせた最適な商品のご提案を行います。
 ２．利益相反の適切な管理の徹底
　お客さまとの取引にあたり、お客さまの利益を損なうことがないよう利益相反の管理を徹底します。
 ３．重要な情報の分かりやすい提供
　お客さまへの金融商品の提供にあたり、リスクとリターンの関係や手数料等の重要な情報について、適切な資料に基づき分かりやすい丁寧な説明を行います。

 ４．職員に対する適切な動機づけの枠組みの整備
　お客さまの最善の利益を図り、お客さまの多様なニーズにお応えできるように職員の知識や専門能力、職員のコンプライアンス意識を高めるための研修や教育等
　を実施します。

（1）当金庫は、反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求に対しては断固として拒絶します。
（2）当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対し、職員の安全を確保しつつ組織として対応し、迅速な問題解決に努めます。
（3）当金庫は、反社会的勢力に対して資金提供、不適切・異例な取引および便宜供与は行いません。
（4）当金庫は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築します。
（5）当金庫は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。

　私ども関信用金庫は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり「反社
会的勢力に対する基本方針」を定め、これを遵守します。

反社会的勢力に対する基本方針 Seki Shinkin Bank

貸出運営に関する方針 Seki Shinkin Bank

お客さま本位の業務運営に関する基本方針 Seki Shinkin Bank

内部管理態勢の整備 Seki Shinkin Bank
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1.当金庫は、お客様の知識、経験、財産の状況及び当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、適正な情報の提供と商品説明をいたします。
2.金融商品の選択・購入は、お客様ご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客様に適正な判断をしていただくために、当該金融商品の重要事項について
説明をいたします。

3.当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客様に対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修等を通じて役職員の知識の向上に努めます。
4.当金庫は、お客様にとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
5.金融商品の販売等に係る勧誘についてご意見やお気づきの点等がございましたら、お近くの窓口までお問い合わせください。

　当金庫は、「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘の適正の確保を
図ることとします。

　当金庫は、法令やルールを厳格に遵守し、社会規範に則り、誠実かつ公正な企業活動を遂行します。また、お客様の正当な利益の保護や利便性の向
上のために継続的な取組みを行ってまいります。
１． 当金庫は、お客様の信頼確保に努めつつ、説明を要するすべての取引や商品について、そのご理解やご経験・ご資産の状況等に応じた適正な情報提供と商品説明及びリスク説明を行
います。

２． 当金庫は、お客様からのご意見や苦情について、公正・迅速・誠実に対応し、お客様のご理解と信頼を得られるよう努めるとともに、お客様の正当な利益が保護されるよう努めます。
３． 当金庫は、お客様の情報を、適正かつ適法な手段で取得し、法令等で定める場合を除き利用目的の範囲を超えた取扱いやお客様の同意を得ることなく外部への提供を行いません。　 
また、お客様の情報を正確に保つように努めるとともに、情報への不正なアクセスや情報の流失・紛失等の防止のため、適切に管理します。

４． 当金庫が行う業務を外部業者に委託するにあたっては、お客様の情報の管理やお客様への対応が適切に行われるよう努めます。
５． 当金庫は、お客様と行う取引について、お客様の利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理するとともに、お客様の利益が保護されるよう努めます。
６． 当金庫がお客様保護や利便性の向上のために必要であると判断した業務を適切に管理します。
※本方針において「業務」とは、与信取引（貸付契約及びこれに伴う担保・保証契約）、預金等の受け入れ、金融商品の販売、仲介、募集等お客様と当金庫との間で行われるすべての取引に
関する業務をいいます。

　なお、顧客保護等管理に関してのご意見・苦情その他ご不明な点はお取引の営業店もしくは下記のリスク統括部までお問い合わせ下さい。
　〔お問い合わせ窓口〕　〒５０１-３８９３　関市東貸上１２番地の１　　関信用金庫　リスク統括部　コンプライアンス課
　　　　　　　　　　　［フリーダイヤル］０１２０－２１－８１５６　　［受付時間］当金庫営業日 ９：００～１７：００

金融商品に係る勧誘方針

　当金庫は、お客様からの苦情のお申
し出に公正かつ的確に対応するために
業務運営体制・内部規則を整備し、そ
の内容をホ－ムページ等で公表してい
ます。

苦情は
当金庫営業日（9:00～17:00）に
営業店
（電話番号は21ページ参照）または
リスク統括部　コンプライアンス課
（電話：0120-21-8156）に
お申し出ください。

　当金庫は、紛争解決のため、当金庫営業日にリスク統括部または全国しんきん相談所（9時～17時、
電話：03-3517-5825）にお申し出があれば、

　また、お客様から各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。
　なお、前記弁護士会の仲裁センター等は、東京都以外の各地のお客様にもご利用いただけます。その際
には、お客様のアクセスに便利な東京以外の弁護士会をご利用する方法もあります。例えば、東京以外の弁
護士会において東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用いる方法（現地調停）や、東京以外の弁護士
会に案件を移す方法（移管調停）があります。ご利用いただける弁護士会については、あらかじめ前記「東京
弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会、全国しんきん相談所または当金庫リスク統括部」にお尋
ねください。

東京弁護士会
（電話：03-3581-0031）

第一東京弁護士会
（電話：03-3595-8588）

第ニ東京弁護士会
（電話：03-3581-2249）

の仲裁センター等に
お取次ぎいたします。

紛争解決措置苦情処理措置

　預金保険制度は、万が一金融機関が破綻した場合に、預金者等の保護や資金決済の履行の確保を図ることによって、信用秩序を維持することを目的
としています。預金保険制度により、当座預金や無利息型普通預金等（決済用預金）は、全額保護されます。
　定期預金や有利息型普通預金等（一般預金等）は、預金者1人当たり、1金融機関ごとに合算され、元本1,000万円までと破綻日までの利息等が保
護されます。
　それを超える部分は、破綻した金融機関の残余財産の状況に応じて支払われるため、一部カットされることがあります。
〈保護される預金等の範囲〉

（注1）金融機関が合併を行ったり、事業のすべてを譲り受けた場合、その後１年間に限って、保護される預金等の範囲は、預金者１人当たり元本「1,000万円×合併等に関わった金融機関の数」までとそ
の利息等とする特例が適用されます（例えば、２行合併の場合は元本2,000万円までとその利息等）。
また、複数の金融機関が同一の金融持株会社の子会社である場合にも、一般預金等は、金融機関ごとに預金者1人当たり元本1,000万円までとその利息等が保護されます。

（注2）定期積金の給付補てん金、金銭信託における収益の分配のうち一定の要件を満たすものも、利息と同様に保護されます。

預 金 保 険 の
対象外の預金等

預 金 等 の 種 類
当座預金、無利息型普通預金等

有利息型普通預金、定期預金、通知預金、貯蓄預金、納税準備預金、定期
積金、掛金、元本補てん契約のある金銭信託（ビッグなどの貸付信託を
含む）、金融債（保護預り専用商品に限る）等

外貨預金、譲渡性預金、金融債（募集債及び保護預り契約が終了したも
の）等

預
金
保
険
に
よ
る

保
護
の
対
象
と

な
る
預
金
等

決済用預金

一般預金等

保護される預金等の額
全額保護

1,000万円を超える部分は、破綻金融機関の財産の状況に応じて支払
われます（一部カットされることがあります）

合算して元本1,000万円（注1）までと破綻日までの利息等（注2）を保護

破綻金融機関の財産の状況に応じて支払われます（一部カットされること
があります）

保護対象外

預金保険制度の対象となる預金等の範囲について

金融ADR制度への対応 Seki Shinkin Bank

預金保険制度 Seki Shinkin Bank

顧客保護等管理方針 Seki Shinkin Bank
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　近年振り込め詐欺が増加傾向にあり、また金融商品等を取引名目とした振り込め類似詐欺も横行しておりますので、不審な電話等があった場合には
ご家族の方等に相談するなど十分ご注意下さい。　
　当金庫では、お客様の被害を少しでも防止するため、ATMご利用時の1日あたりのお引き出し限度額を制限させていただいておりますので、何卒ご
理解賜りますようお願い申し上げます。また、個人のお客様にはセキュリティを強化した「生体認証付ICキャッシュカード」もご用意しておりますので、ご
利用下さい。
　なお、岐阜県内の信用金庫は高齢者を狙った詐欺被害を防止するための活動を連携して行っております。高齢者のお客様については一般のお客様
とは異なる制限をさせていただいておりますので、ご理解賜りますようお願い申し上げます。

暗証番号

※「×」は保証いたしかねる場合があります。
※上記、インターネットバンキングによる被害の補償は、個人のお客様の場合です。法人のお客様につきましては当金庫ホームページでご確認ください。

（21ページ）
みのかも支店受付時間　月・火・木・金・土　8：30～17：15

　ATM操作により、1日あたりの磁気ス
トライプ取引限度額をお客様のご希望に
応じて変更することができます。ただし、
現在の設定額から減額する場合のみの
変更となります。また、限度額の増額をご
希望のお客様は、運転免許証などの本人
確認書類およびお届印をご持参のうえ、
お取引店窓口へお申し出下さい。

※高齢者のお客様の詐欺被害を防止するため、70歳以上のお客様のうち過去1年間でキャッシュカードのご利用がな
い場合、支払限度額を10万円とさせていただいております。また、65歳以上のお客様のうち過去1年間でキャッシュ
カードによりATM振込のご利用がない場合、キャッシュカードによるATM振込についてはご利用いただけません。

50万円（磁気ストライプ取引）
50万円（ICチップ取引）
1,000万円（生体認証取引）

預金者保護制度 Seki Shinkin Bank
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　当金庫のコンプライアンス態勢は、統括部署としてリスク統括部を設置
し、各部店にコンプライアンス担当責任者を配置、より高い企業倫理の構築
とコンプライアンス重視の企業風土を醸成し、コンプライアンスの実効性を
確保することとしています。

監　査
理　事　会

指　示
提　案

報　告

コンプライアンス委員会

監　事

コンプライアンス態勢

　年度ごとのコンプライアンス・プログラムに沿って、役員による営業店指導
や全役職員向けのコンプライアンス研修会を開催するほか、各部店の取組
みとして勉強会を開催するなど、適切な業務運営に向けた取組みを進めて
います。

コンプライアンスに係わる活動

　コンプライアンス重視の企業風土を役職員に定着させるため、役職員一
人ひとりが携行する「コンプライアンス・カード」を作成し、朝礼時等に役職員
全員で唱和することにより、コンプライアンス意識の高揚に努めています。

コンプライアンス・カード

　ホットラインを金庫内に設置し、不祥事件の早期発見・再発防止に努めて
います。

ホットライン（内部通報等窓口）の設置

　「せきしん」が、法令や規定、ルールを的確に遵守することは無論のこと、
更に倫理規範をも含んだ社会的規範を全うし、地域社会に貢献することで信
頼を得ることを基本方針とし、役職員一人ひとりが日々業務運営の中で、又
私生活においても「行動綱領」に則り、着実に実践する義務がある。

私は、次のことを宣言します。

◆各種ハラスメント行為を絶対に容認いたしません。
◆各種ハラスメント行為は絶対に見過ごしません。
◆被害者及び通報者の労働条件・就業環境を守り
　個人の尊厳を損ないません。

【ハラスメント防止宣言】
私は、次のことを宣言します。

◆社会の法令・庫内ルールを守ります。
◆金庫に迷惑をかけません。
◆飲酒運転は絶対にいたしません。
◆家族が悲しむことは絶対にいたしません。

【コンプライアンス宣言】

コンプライアンス基本方針 コンプライアンス組織図

　当金庫では、法令等遵守を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、基本方針を定め、金融機関としての社会的責任と公共的使命を認識し、
信用金庫職員として高い倫理観を持って行動するよう努めています。

　当金庫では、マネー・ローンダリング・テロ資金供与・拡散金融対策に関し、管理規程、基本方針を定め、経営の重要課題と位置づけております。
対策には担当役員を任命し必要な権限を付与するとともに統括部署を定め、お客様の大切な財産を保護するため対策を強化しております。
　今後も国際情勢の変化や特殊詐欺等の様々な金融犯罪の複雑化、巧妙化が予想されます。
　当金庫は、対策に関する法令を遵守し、直面するリスクを評価するとともに、以下のとおり低減措置を講じ取組んでまいります。

●部門横断的な組織態勢の構築
●業界団体、中央機関と連携した態勢充実
●対策に関する手続等を整備するとともに適時適切なリスク
評価の実施

●マネー・ローンダリング等に関する疑わしい取引の届出、
資産凍結等の措置

●役職員への指導、研修等を通じて重要性、役割の周知徹底
●各種手続等対策についての有効性検証の実施及び対策の
見直し

監　査
監  査  部

指　示
提　案

報　告

リスク統括部

指　示

研　修

実地調査

報　告

相　談

各　部　店

コンプライアンス（法令等遵守）への取組み Seki Shinkin Bank

当金庫のマネー・ローンダリング等防止・
金融犯罪対策に関する取組み Seki Shinkin Bank
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　金融の自由化・グローバル化の進展に伴い、信用リスク・市場リスク・流動性リスク・事務リスク・システムリスク等金融機関を取り巻く各種リスクは一段
と複雑化、多様化しており、従来以上に適切なリスク管理を行う必要があります。このような状況の中、当金庫では統合的リスク管理態勢の充実を経営
の重要課題のひとつとして位置づけ、「統合的リスク管理に関する基本方針」を定め、経営の健全性・安定性を確保するため、統合的リスク管理の統括
部署として理事長を委員長とするALM委員会を設置し、いかなる金融環境の変化にも対応できるよう資産・負債並びに収益を総合的にコントロールで
きる強固な管理態勢を整備するよう努めています。

1.信用リスク
信用リスクとは、お客様の財務状況の悪化等により、貸出金などの元本や利息の回収が困難になり当金庫が損失を被るリスクです。
当金庫では貸出取引に対し、資産の健全性確保のための「決算書問題点発見型システム」、「不動産担保評価システム」、「信用格付システム」等の活用による客

観的な信用リスクの把握を行うと同時に、自己査定基準に基づく厳正な資産査定を実施し、その結果による適正な償却・引当を行っています。

2.市場リスク
市場リスクとは、市場金利・株価・為替等の様々な経済的要因の変動により、保有する資産の価値が変動し当金庫が損失を被るリスクです。
当金庫では、市場金利・株価・為替等要因ごとにリスクの計量化を行い、それを定期的に開催されるALM委員会に報告しています。また、有価証券運用にあたって

は、過度に偏った投資を控え、分散投資に心がけると同時に、リスク管理部門との相互牽制態勢を取るとともに、市場の変化に柔軟に対応できるよう管理しています。

3.流動性リスク
流動性リスクとは、市場の混乱等により市場において取引ができなくなったり、通常よりも著しく不利な価格での取引、あるいは著しく高い金利での資金調達を

余儀なくされることにより当金庫が損失を被るリスクです。
流動性準備保有額については、定期的に開催されるALM委員会に報告し管理を行っています。また、資金運用においては、市場環境を的確に分析し、資金の調

達状況や調達可能額を把握し、適切かつ安定した資金繰り態勢を維持するよう努めています。

統合的リスク管理態勢

　当金庫は、お客さまからの信頼を第一と考え、お客さまの個人情報及び個人番号（以下「個人情報等」といいます。）の適切な保護と利用を図るため
に、個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平
成２５年５月３１日法律第２７号）および金融分野における個人情報保護に関するガイドライン、その他個人情報等保護に関する関係諸法令等を遵守す
るとともに、その継続的な改善に努めます。また、個人情報等の機密性・正確性の確保に努めます。

個人情報保護宣言（プライバシーポリシー）

個人情報の保管・廃棄について
　当金庫は、「債権書類管理システム」「伝票等管理システム」を利用して、お客様から提出していただいた大切な融資関係書類や日々のお取引きの証
拠となる伝票等を、本部において全部店分一括して保管しております。保管している書類等は、年１回棚卸しをして保管状況を確認しております。

　また、書類等には各々保存期間を定めており、保存期間を経過したものは毎年定期的に一括廃棄しております。なお、書類等の破棄にあたっては「秘
密保持契約」を交わした委託先業者を通して、安全かつ確実に廃棄処理しておりますので、安心してお取引ください。

サイバー・セキュリティへの対応
　昨今の情報化の目覚しい進歩に伴い、情報システムの役割はますます重要となり、コンピュータが処理する情報資産は金庫運営にとってなくてはな
らないものとなっています。
　そのため、コンピュータセキュリティインシデント（※１）発生時における業務やお客さまへの影響を極小化し、サイバー攻撃に関するリスクを軽減す
る機能として、サイバー攻撃対策委員会を設置しております。この委員会は、コンピュータセキュリティに係る対応組織である金庫内「ＣＳＩＲＴ（※２）」
の役割をもっています。

コンピュータセキュリティインシデントとは、コンピュータセキュリティに関する人為的事象で、意図的及び偶発的なもの、あるいはその疑いのあるものを含み、コンピュータ資源の不正
使用、サービスの妨害行為、データの破壊、意図しない情報の開示、さらにそれらに至るための行為や事象等を指します。
ＣＳＩＲＴ（シーサート）とは、Computer Security Incident Response Teamのことを言います。サイバー攻撃等への対応や対策活動を行う組織を指します。

※1

※2

　当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏まえ、お客様との取引にあたり、本方針および当金庫が定める庫内規則に基づき、お客様の利益
が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」といいます。）し、もってお客様の利益を保護するとともに、お客様からの信頼
を向上させるため、次の事項を遵守いたします。
当金庫は、お客様と行う取引を対象として利益相反管理を行います。
当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。 
 （１）次に掲げる取引のうち、お客様の利益が不当に害されるおそれのある取引
　①当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様と行う取引
　②当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様と対立または競合する相手と行う取引
　③当金庫が契約等に基づく関係を有するお客様から得た情報を不当に利用して行う取引
 （2）①から③のほかお客様の利益が不当に害されるおそれのある取引
当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択
し、またこれらを組み合わせることにより管理します。

　①対象取引を行う部門とお客様との取引を行う部門を分離する方法
　②対象取引またはお客様との取引の条件または方法を変更する方法
　③対象取引またはお客様との取引を中止する方法
　④対象取引に伴い、お客様の利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客様
　　に適切に開示する方法
当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置及び責任者の配置を行い、利益相反の
おそれのある取引の特定及び利益相反管理を一元的に行います。また、当金庫は、利益
相反管理について定められた法令及び庫内規則等を遵守するため、役職員等を対象に教
育・研修等を行います。
当金庫は、利益相反管理態勢の適切性及び有効性について定期的に検証します。

1．
2．

3．

4．

5．

利益相反管理方針 Seki Shinkin Bank

統合的リスク管理態勢 Seki Shinkin Bank

個人情報保護について Seki Shinkin Bank
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総 代 会

統合的リスク管理体制図

監 事 会

理 事 会

常 勤 理 事 会監 査 部

A L M 委 員 会

オ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・ リ ス ク

統合的リスク管理統括部署

リスク
カテゴリー

主管部署

信用
リスク

融資部

市場
リスク

リスク統括部 リスク統括部

流動性
リスク

事務
リスク

事務統括部 リスク統括部

システム
リスク

事務統括部

法務
リスク

リスク統括部

人的
リスク

総務部

有形資産
リスク

総務部

4.オペレーショナル・リスク
（1）事務リスク

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより当金庫が損失を被るリスクです。
　当金庫では、事務統括部を中心として事務管理態勢の充実、正確な事務処理の励行及び事故防止に努め、法令等に従った事務手続きの整備、留意事項
の周知等、営業店と連携し役職員のレベルアップを図っています。

（2）システムリスク
　システムリスクとは、コンピュータシステムの障害または誤作動、 システムの不備、不正利用、 諸機器の故障等により当金庫が損失を被るリスクです。
　当金庫のコンピュータシステムは、信用金庫の業態で組織する「しんきん共同センター」に加盟しています。全国規模では東日本と西日本に接続する2箇
所のシステムセンターを構築し、緊急時には相互補完をする仕組みとしています。
　金庫内の態勢として、万一の緊急事態発生に備え「コンティンジェンシープラン」および「業務継続計画」を策定し、コンピュータシステムが利用不可とな
る地震等を想定した訓練を実施し被害の極小化や代替手続等の総合的管理を行っています。

（3）法務リスク
　法務リスクとは、金庫経営、金庫取引等に係る法令・金庫内規定等に違反する行為並びに、その恐れのある行為が発生することにより当金庫の信用の失
墜を招き、当金庫が損失を被るリスクです。
　新規業務・新規商品の取扱を開始する際には、事前にリーガルチェック（法令等に違反しないか等を点検）を行うとともに、関連するリスクについて検討し、 
法令等に違反しないよう厳格な管理を行っています。

（4）人的リスク
　人的リスクとは、人事運営上の不公平・不公正（報酬・手当・解雇等の問題）及び差別的行為（各種ハラスメント）等を起因とする紛争等により、当金庫が損
失を被るリスクです｡
　コンプライアンスを経営の基本とし、職員との個人面談、自己申告書の提出等を通じて、風通しの良い職場の創造に努めています。

（5）有形資産リスク
　有形資産リスクとは、災害その他の事象から生じる有形資産の毀損・損害を被るリスクです｡
　大規模災害に備えて､オンラインダウンのみならず、営業店や本部の建物・設備等の資産についても毀損・損害を想定した対策訓練を実施しています。

（6）風評リスク
　風評リスクとは、金融機関の評判を形成する内容が劣化し、当金庫の評判が低下するリスクです。
　営業店との報告・連絡・相談態勢を強化し、どんな些細な風評でも「お客様の声」にて報告させ、その内容につき関係部署との連携・協力のうえ、早期対応・
解決に努めています。

風評
リスク

統合的リスク管理態勢 Seki Shinkin Bank
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地域の面的再生への積極的な参画
項　目 具体的な取組策

①ビジネスプラス展 in SEKI 2025の開催
②各種イベントへの参加企業募集
③信金中央金庫、各種団体との連携
④SDGsへの取組み支援

成長分野の育成への取組み

地方自治体による地域活性化
プロジェクトへの参画

①地方版総合戦略会議等
②各種セミナーの共同開催
③地方創生プロジェクト
④関市ビジネスサポートセンターへの人材派遣

＜最適なソリューションの提案＞
項　　目 取組目標 取組実績

成長が見込まれる
企業への
経営相談支援

創業・新事業支援

経営改善支援

事業承継支援

①創業・新事業者への経営相談を実施
　必要に応じ、関市ビジネスサポートセンター（Seki-Biz）と
連携した支援を実施

①企業の事業承継課題に対し、伴走支援を実施
　事業承継に必要な専門機関との連携支援

②関市ビジネスサポートセンター（Seki-Biz）ほか、外部の専
門支援機関と連携し、最適なソリューションの提案

①当年度の経営支援先（31先）と経営改善計画策定先への、
成長フェーズに応じた経営改善支援を実施 ①経営支援先、経営改善計画策定先の債務者区分のランクアップ

②関市ビジネスサポートセンター（Seki-Biz）をはじめ、外部の専門支援機関と連携し
た経営支援を実施

①中小企業支援施策活用の助言と付帯手続の支援

②事業開始にあたり、必要資金の調達計画を支援

①創業・新事業者への経営相談実施
　関市ビジネスサポートセンター（Seki-Biz）との連携支援

①・事業承継課題の共有化を図り、伴走支援を開始
　・自治体の支援施策の橋渡し～関市主催『事業承継相談会』へ事業者様と参加～
　・岐阜県事業承継・引継ぎ支援センター等外部の専門支援機関との連携支援を実施

相談受付50先
内、Seki-Bizとの
連携支援10先

実績50先

実績38先

実績3先

実績8先

実績19先

実績2先

実績２１先
（申請ベース）

②事業計画策定支援とファイナンス支援を実施

②経営改善が必要な取引先の『経営改善計画書』の策定支援 ②経営改善計画書の策定支援

③条件変更債権の正常化への支援 ③条件変更債権の正常返済化支援

令和7年度の主な取組実績

①「ものづくり補助金」などの補助金活用や、中小企業経営強化法に基づく「経営力向
上計画」「先端設備等導入計画」などの活用の助言を行った。

金融仲介機能の発揮について

メイン先数
メイン先の融資残高
経営指標等が改善した先数
経営指標等が改善した先に係る3年間の事業年度末の融資残高の推移

令和5年3月
2,052
618

1,044
427

令和6年3月
1,889
591
921
338

令和7年3月 令和8年3月
1,872
581
793
279

1,773
621
433
187

令和4年3月
1,663
472

1,306
464

（単位：社、億円）

1.取引先企業の経営改善や成長力の強化
　メインバンクとして取引を行っている企業のうち、経営指標の改善や就業者数の増加が見られた先、及び、同先に対する融資額の推移

与信先数
事業年度末の融資残高

　創業件数
　第二創業件数

令和8年3月

令和8年3月

令和8年3月
条件変更総数 好調先

総数 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

順調先 不調先

1,751
640

755
273

129
44

616
268

142
19

109
36

32
0111 37 57 17

（単位：社、億円）

（単位：社） （単位：社）

2.取引先企業の抜本的事業再生等による生産性の向上
①貸付条件の変更を行っている中小企業の経営改善計画の進捗状況　

③ライフステージ別の与信先数（先数単体ベース）、及び、融資額

②当金庫が関与した創業、第二創業の件数

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数及び融資残高
上記計数に占める割合

令和8年3月
先数 融資残高
68

3.9%
35

5.5%

（単位：社、億円、%）

3.担保・保証依存の融資姿勢からの転換
　（事業資金について）事業性評価に基づく融資を行っている与信先数及び融資額、及び、全与信先数及び融資額に占める割合（先数単体ベース）

地域活性化のための取組状況 Seki Shinkin Bank
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注）

＜地域経済の活性化に向けた活動＞
貢　献　策 実　　績

関市、関商工会議所と連携した関市ビジネスフェアの開催 連携事業として、関市ビジネスフェア「ビジネスプラス展 in SEKI 2025」を開催し、２日間で4，8００人
の来場者を誘致できました。

全国の信用金庫が連携したビジネスマッチングサイトである
「よい仕事おこしネットワーク」への会員登録推進 令和元年７月より令和8年３月末までに取引先１３6先が登録しています。

関市役所と関商工会議所と共催にて脱炭素セミナーを開催 令和7年7月24日に脱炭素セミナーを開催し、90名の方に参加して頂きました。

αのうち再生計画を
策定した先数（δ）

0
17
1
10
1
0
29
29

0
14
2
8
1
0
25
25

0.0%
4.7%
33.3%
9.3%
2.3%
0.0%
5.8%
1.3%

5.6%
ー

0.0%
ー
ー

6.5%
6.5%

ー
77.8%

ー
80.0%

ー
ー

80.6%
80.6%

期初債務者数（A）

1,862
379
6

108
43
3

539
2,401

0
18
2
10
1
0
31
31

1
1
0
0
0
2
2

要
注
意
先

（単位：先数）経営改善支援の取組実績　【令和7年４月～令和8年３月】 

うち

うち

①
②
③
④
⑤
⑥

正 常 先
　 その他要注意先
　 要 管 理 先
破 綻 懸 念 先
実 質 破 綻 先
破 綻 先
小計（②～⑥の計）
合 計

αのうち期 末に
債 務 者 区 分が
ランクアップした先数（β）

αのうち期 末に
債 務 者 区 分が
変化しなかった先数（γ）

うち経 営 改 善
支援取組先数（α）

経営改善
支 援
取 組 率
（α/ A ）

ラ ン ク
アップ率
（β/α）

再生計画
策 定 率
（δ/α）

　当金庫では平成12年3月より、岐阜県関市を中心とした中濃地域において、お取引先の製造業・卸売業・小売業・サービス業・建設業・不動産業の6業
種から抽出させていただいた208社を対象として、四半期ごとにアンケート調査を実施し、「景気動向調査レポート」を発行しています。

・債務者数、経営改善支援取組先は、取引先企業（個人事業主を含む）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先は含みません。
・経営改善支援取組先で期中に完済した債務者はαに含んでいますが、βには含んでいません。
・期初に債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「その他要注意先」にランクアップした場合はβに含んでいます。
・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組先」に選定した債務者については、（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に
 したがって整理しています。
・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含んでいません。
・みなし正常先については正常先の債務者に計上しております。
・「再生計画を策定した先数δ」＝「中小企業再生支援協議会の再生計画策定先」+「ＲＣＣの支援決定先」+「金融機関独自の再生計画策定先」

景気動向調査 Seki Shinkin Bank

地域活性化のための取組状況 Seki Shinkin Bank
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　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」及び事業承継時に焦点を当て
た「『経営者保証に関するガイドライン』の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お
客さまからお借入れや保証債務整理の相談を受けた際に真摯に対応するため、「経
営者保証に関する取組方針」を以下のとおり策定しています。同取組方針に基づ
き、経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話により、法人と経営
者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドライン等の記載内容を踏まえ
て十分に検討するなど、適切な対応に努めています。
　せきしんフリーダイヤル　電話 0120-21-8156
　融　　　 資　　　 部　電話 0575-21-1024

　当金庫では、「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。)の趣旨や内容を踏まえ、同ガイドラインを融資慣行として浸透・定着
させていくために、以下のとおり取り組みます。

◎お客さまが融資等資金調達のお申込みをした場合、当金庫では、お客さまのガイドラインの要件の充足や経営状況等を総合的に判断する
中で、経営者保証を求めない可能性や経営者保証の機能を代替する融資手法（一定の金利の上乗せ等）を活用する可能性について、お客
さまの意向を踏まえたうえで検討いたします。
◎上記の検討を行った結果、経営者保証を求めることがやむを得ないと判断し、経営者保証を提供いただく場合、当金庫はお客さまの理解
と納得を得ることを目的に、保証契約の必要性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行います。
◎経営者保証を提供いただく場合、お客さまの資産及び収入の状況、融資額、信用状況、情報開示の姿勢等を総合的に勘案して、適切な保
証金額の設定に努めます｡
◎お客さまから既存の保証の変更・解除等の申入れがあった場合は、ガイドラインに即して改めて経営者保証の必要性や適切な保証金額等
について真摯かつ柔軟に検討を行うとともに、その検討結果について丁寧かつ具体的な説明を行います。
◎事業承継時には、原則として前経営者、後継者の双方から二重で経営者保証は求めないこととし、例外的に二重に保証を求めることが必
要な場合には、丁寧かつ具体的な説明を行います。また、後継者に当然に保証を引き継いでいただくのではなく、その必要性を改めて検
討いたします。
◎お客さまからガイドラインに基づく保証債務整理の申し出を受けた場合には、ガイドラインに即して誠実に対応いたします。

以上

新規に無保証で融資した件数
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
保証契約を解除した件数

経営者保証に関するガイドラインに基づく
保証債務整理の成立件数
（当金庫をメイン金融機関として実施したものに限る）

2025年度

1,200件
59.52%
25件

0件

経営者保証に関するガイドラインへの取組み

●当金庫が健康経営優良法人に認定されました

　この度、当金庫が健康経営優良法人2026（中小規模法人部門）に認定されました。
　これは、社員の健康づくりに積極的に取り組んでいる中小企業を、経済産業省が認
定する制度です。
 ・ 従業員の健康診断をしっかり行う
 ・ 長時間労働を減らす
 ・ メンタルヘルス対策を実施する
 ・ 運動や禁煙を促す
など、社員が健康に働ける会社と認められた中小企業が認定を受けられます。

経営者保証に関する取組方針及び「経営者保証に関する
ガイドライン」への取組状況 Seki Shinkin Bank
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当金庫は、国連サミットで採択された「ＳＤＧｓ」(持続可能な開発目標)に賛同し、経営理念である「豊かな地域社会の繁栄に貢献」のもと、地域金融機
関としてその役割を果たすべく、次の基本方針を掲げ、事業活動等を通じ、持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。

わたしたちは、持続可能な開発目標に向け、地域のお客様と接する機会を積極的に創造し、地域の産業をサ
ポートし、地方創生、持続可能な地域社会づくり・発展に努めてまいります。

わたしたちは、地域の諸団体と連携を深め、活気ある住みよいまちづくりに貢献してまいります。

わたしたちは、地域のお客様の生活向上に向けて、役職員全員がきめ細かい金融サービスを提供できるよう
努めてまいります。

１．

２．

３．

ＳＤＧｓ（エスディージーズ）
ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、２０１５年９月の国連サミットで採択された２０１６年から２０３０年までの国際目標で、「地球上の誰一人として取り
残さない」を基本理念とし、１７のゴール・１６９のターゲットから構成されています。目標達成に向けて、政府だけでなく、各自治体、各諸団体、各個人等
に役割があり、相互連携・協力することが求められています。

のSDGs宣言

　関信用金庫は地球温暖化対策としてカーボンニュートラルを目指すとともに、地域金融機関として地域社会、お客様のカーボンニュートラルへの取
り組みを支援していきます。

せきしんカーボンニュートラル・アクションプラン

電力使用量削減目標
関信用金庫の電力使用量推移（ｋｗh）

年 度
2009
2018
2019
2020
2021
2022
2023
2024
2025

使用量
1,460,817
1,366,122
1,233,078
1,262,043
1,244,259
1,125,080
1,070,185
1,093,890
1,068,257

2009年度比 削減率

▲ 94,695
▲ 227,739
▲ 198,774
▲ 216,558
▲ 335,737
▲ 390,632
▲ 366,927
▲ 392,560

▲ 6.5
▲ 16.0
▲ 13.6
▲ 14.8
▲ 22.9
▲ 26.8
▲ 25.1
▲ 26.9

２００９年度比で
電力使用量を

26．9％
 削減しています。

目標期間 ：
目　　標 ：

カーボンニュートラルへの主な取り組み

２．コピー用紙使用枚数の削減

５．セミナー開催及び情報提供

３．省エネ、温暖化対策に関する相談の受付

６．お客様のカーボンニュートラル関連投資への金融支援

2020年度実績
基準（2009）年度比 10．5％削減

2013年度～2020年度

目標期間 ：
目　　標 ：2030年度実績

基準（2009）年度比 19．0％削減

2021年度～2030年度

１．電力使用量の削減

４．補助金申請に対する支援

せきしんのＳＤＧｓ宣言
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主な取り組み事例

①関信用金庫杯 学童軟式野球・スポ少バレーボール
大会の開催
②公益財団法人せきしん地域振興協力基金による各
種団体への助成事業の実施
③年金受給指定のお客様を対象とした暮らしに関す
るセミナーを開催
④認知症サポーター養成講座の実施
⑤関市と連携した「事業所従業者等生活資金融資」
を発売
⑥「エコキャップ回収活動」の実施
⑦献血活動の貢献を称えられ、日本赤十字社岐阜支
部 支部長より感謝状を授与

ゴール３．すべての人に健康と福祉を

①「こどものみらい古本募金」実施

ゴール １．貧困をなくそう

①教育ローン「前途洋々」、教育カードローンの取扱い
②小学生低学年を対象とした金融教育「せきしん
キッズスクール」の開催
③インターンシップ実習生の受入れおよび高校生を
対象とした職場見学を実施
④教育資金一括贈与非課税制度に対応した専用口
座の取扱い

⑤小学生高学年を対象とした「金融出前講座」の開催

ゴール４．質の高い教育をみんなに

①取引先経営者で組織する「せきしん経済クラブ」の
運営
②ワークライフバランスの推進
③地域諸団体との共催による講演会、セミナー、ビジ
ネスプラス展の開催
④創業・新規事業資金に対応した「創業支援ローン」、
「創業サポート」の取扱い
⑤特定店舗における「サンデーバンキング」の実施
⑥「健康経営優良法人」に認定

ゴール８．働きがいも経済成長も

①名古屋大学、岐阜大学、岐阜高専、中部学院大学と
の産学連携協定の締結
②「せきしん創業支援ローン」「せきしん地域支援
ローン」の取り組み
③（株）商工組合中央金庫と「シンジケートローン業
務における連携・協力に関する覚書」の締結。
④岐阜関刃物会館と覚書の締結

ゴール９．産業と技術革新の基盤をつくろう

①障がい者の方々に安心してご来店いただけるよう、
全店に「クリアボイス」、｢筆談ボード」、｢杖ホル
ダー」、「ハンドセット付ＡＴＭ」を設置

ゴール１０．人や国の不平等をなくそう

①近隣自治体との連携による「高齢者等見守り活動」
の実施
②こども110番への参画
③地域内金融機関との連携による「一斉合同清掃活
動」の実施
④地域内行事への清掃ボランティア活動の実施
⑤特殊詐欺被害防止に向けた注意喚起活動等の実施

ゴール１１．住み続けられるまちづくりを

①「関市女性が働きやすい職場」に認定

ゴール５．ジェンダーの平等を実現しよう

①ペーパーレス化推進等によるコピー用紙使用量の
削減
②ＳＮＳを利用した各種パンフレット、通帳レス推進、
電子媒体の有効活用と廃棄物の削減
③リユース製品使用による、廃プラスチック量の削減

ゴール１２．つくる責任つかう責任

①クールビズ、ウオームビズの実施
②当庫のＣＯ２排出量測定のためｅ-ｄａｓｈ（株）と契約
③取引先企業のカーボンニュートラル実現のため、
ｅ-ｄａｓｈ（株）紹介業務取扱開始
④Gクレジットの森・応援パートナー登録

ゴール１３．気候変動に具体的な対策を

①ビニール製から紙製の証書入れに変更することに
より、海の脱プラを推奨
②粗品用ビニール袋を、バイオマスプラスチック配
合率25％以上の袋に変更

ゴール１４．海の豊かさを守ろう

①各種封筒使用量の削減と廃棄物の削減
②ペーパーレス会議システムの導入により、コピー
用紙、廃棄物の削減

ゴール１５．陸の豊かさも守ろう

①マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策への
取り組み
②振込詐欺、特殊詐欺撲滅に関する注意喚起活動、
被害防止・阻止活動への取り組み

ゴール１６．平和と公正をすべての人に

①名古屋大学、岐阜大学、岐阜高専、中部学院大学と
の産学連携協定の締結
②地域各種団体との連携による課題解決型事業支
援の推進
③近隣地公体との地方創生に関する包括連携協定
の締結
④東京海上日動火災保険（株）と「ＳＤＧｓ推進に関す
る包括連携協定」の締結
⑤「ぎふSDGs推進パートナー登録制度」の「シル
バーパートナー」に登録

ゴール１７．パートナーシップで目標を達成しよう

①営業店等照明のＬＥＤ化による省エネの推進
②エコ関連設備導入を伴うリフォームローンの金利
優遇対応
③みのかも支店新規開店に佯い、太陽光発電導入

ゴール７．エネルギーをみんなにそしてクリーンに

Seki Shinkin Bank
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2025年度の主な取組み

５年生の部：「金竜野球スポーツ少年団」

4月～5月 第１6回関信用金庫杯学童軟式野球大会を開催しました。
優勝チームは下記の通りでした。

６年生の部：「関中央フェニックス」

8月「せきしんキッズスクール」を開催しました。

9月 職員による献血活動を実施しました。

7月～8月 こどものみらい古本募金を実施しました。

１位「洞戸ジュニアバレー」 ２位「旭ヶ丘ジュニア」

8月 第8回関信用金庫杯スポ少バレーボール大会を開催しました。

7月 みのかも支店開設1周年感謝デー・プチマルシェを開催しました。

３位「武芸ジュニアバレーボールクラブ」

5月 関市、関商工会議所、当庫の共催でビジネスプラス展in SEKIを開催しました。

12月 当庫職員が一日警察署長となり、注意喚起活動等行いました。

　この取組みは、寄附いただいた本の買取金額が「こ
どもの未来応援基金」に寄附され、学びの機会や衣食
住が十分でないこどもたちの支援に繋がるプログラム
です。
　期間中、営業店窓口に回
収BOXを設置し228冊の
本を寄附していただきまし
た。そのうち提携業者の基
準に合う83冊を買い取っ
ていただき、総額8,648円
を寄附しました。

トピックス
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1月 岐阜県社会福祉協議会へ使用済切
手の寄付を行いました。

1月 富岡小学校にて6年生を対象とした
金融出前講座を実施しました。

3月 職員による献血活動を実施しました。

ビジネスプラス展 ｉｎ ＳＥＫＩを開催しました。

職員が積極的にボランティア活動を実施しています。
■「関まつり」

■「関刃物まつり」

当庫職員が受付を担当しました 関信用金庫のブース

商談会風景

関信用金庫のブース

会場風景 会場風景

Seki Shinkin Bank

18



　公益財団法人　　　　　地域振興協力基金を創設し、毎年
地域内の文化的社会的事業に対し助成金を交付しております。
　過去の事業件数は667件、助成額は65,985,000円です。

福祉・文化・スポーツへの支援活動

産業振興助成事業

助　成　事　業

せきまちかど工房を支援する事業

関アウトドアズナイフショー２０２5

２０２5公募第３8回全国和紙画展

第４6回富加町民まつり開催事業

刀匠直伝ペーパーナイフ作り

公共交通による施設見学等助成事業

ナガテツがつなぐまち企画

高校生・大学生向け企業見学ツアー事業

第17回 上之保ゆず祭り

第8回津保川花火大会

第43回 関市ふるさと夏まつり

保育園・幼稚園のしごと相談会・こどもの入園相談会

環境フェアせき２０２5

第２2回岐阜県玉入れ大会

２０２6刃物のまち関シティマラソン

第４9回中濃合唱祭

２０２5春チェロコンサート

第５8回坂井杯争奪中濃地区剣道大会開催事業

第４4回関市駅伝競走大会

せきサイクル・ツーリング２０２5in津保川

アルケミストコンサートin関２０２5

げんきっずプロジェクト　お楽しみ会

おんさいEXPO　２０２5

関市無形文化財　獅子舞大会

関市に埋もれている文化財の発掘

せきえほん制作プロジェクト

こどもの権利を考える講演会

現代美術レジデンスプログラム
「橋を渡す 柄澤健介展」

～ギフチョウの里～
第４8回ひだ金山清流マラソン

絵本の読み聞かせボランティア活動
おはなし会クリスマススペシャル

第５8回中濃地区学童水泳記録会
第40回中濃地区水泳選手権大会
第５4回中濃地区体育大会水泳競技大会

美濃加茂・氷見商工会議所連携事業
地域資源である富山県氷見市の地魚と美濃加茂特産
野菜や米を使ったグルメ振興事業と無料配布事業

イ ベ ント 及 び
人 材 育 成 事 業

社会生活環境整備事業

文化・スポーツ等

令和7年度　公益財団法人せきしん地域振興協力基金の助成事業

（設立年月／平成４年７月）

公益財団法人せきしん地域振興協力基金助成実績

３年度
４年度
5年度
6年度
7年度
助成総計

事業件数

１３
２９
31
30
32
667

助成額合計（円）

１，７６０，０００
２，２５０，０００
1,860,000
1,810,000
1,860,000
６5，985，０００

2025年度の歩み

令
和
7
年

令
和
8
年

「第１6回関信用金庫杯学童軟式野球大会」開催
６年生の部　優勝　関中央フェニックス
５年生の部　優勝　金竜野球スポーツ少年団
「ビジネスプラス展 in SEKI ２０２5」開催
関市・関商工会議所と共催による「脱炭素実践
セミナー」開催
「第8回関信用金庫杯スポ少バレーボール大会」開催
優勝　洞戸ジュニアバレー
「せきしんキッズスクール」開催
「新春　キッズスマイルデー」開催
「金融出前講座（於：関市立富岡小学校）」開催
「新春経済講演会」開催

4月～5月

5月
7月

8月

1月

令
和
7
年

令
和
8
年

令和8年３月末会員数：３０1名

　　　   経済クラブ

フレッシュ社員研修会

講演会
『笑って向上！コミュニケーション
＆モチベーション』
【講師：パックンマックン氏
〈お笑いコンビ〉】

第４2回定期総会・講演会・懇親会
『組織を動かす信念と覚悟
～未来を見る・創る・拓くために～』
【講師：工藤 公康氏
〈福岡ソフトバンクホークス元監督〉】

『人は話し方が9割』
【講師：永松 茂久氏
〈人財育成JAPAN代表取締役〉】

【講師：石崎 友子氏
〈有限会社クリエスパイシー〉】

講演会

4月14日

7月10日

11月19日

3月9日

　当金庫で年金受給の振込指定をしていただいているお客様
の会です。
　会員数は１２，566名（令和8年３月末現在）で以下のような
様々な特典をご用意しています。

年金寿会

令
和
7
年

令
和
8
年

観劇旅行開催
行　先：御園座
公演名：「純烈in御園座　御園座初座長公演」
第１6回暮らしいきいきセミナー開催
二泊三日旅行開催
旅行先：名門大洋フェリーで行く　門司港レトロと日本三大稲荷
祐徳稲荷神社・総本宮　太宰府天満宮
日帰り旅行開催
旅行先：竹林　南門別邸の昼食と一休寺（京都）

1月

2月
3月

トピックス Seki Shinkin Bank
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　高齢者等の方が安心して暮らせる地域づくりへの貢献を目
的として、関市役所高齢福祉課等と連携し、「高齢者等見守り活
動」を行っています。

高齢者等見守り活動協定先一覧

※各務原支店は各務原市金融協会として各務原市と締結

協　定　先 協定締結日

関 信 用 金 庫

加 茂野支店

同 上

同 上

山 田 支 店

各務原支店※

平成２５年  ４月２４日

平成２５年１１月２８日

平成２５年１２月  ３日

平成２６年  ４月２５日

平成２５年  ７月３０日

平成２５年１２月２６日

関市

富加町

美濃加茂市

坂祝町

関市社会福祉協議会西部支部

各務原市

福祉への取組み「高齢者等見守り活動」

　聴覚障がい者の方々にも安心してご来店いただけるよう、ク
リアボイス、筆談ボード、杖ホルダーなどのコミュニケーション
ツールを全店に導入しています。また、視覚障がい者の方々が
安心してご利用いただけるよう、「ハンドセット付きATM」を設
置しています。

　介護ベッドや車椅子の購入費用、浴槽や階段への手
すりの設置費用等にご利用いただける「福祉プラン」、
高齢者の方が健康で文化的な生活を営むためにご利
用できる、「シニアライフローン」を発売しています。

役職員全員が認知症サポーター養成講座を受講（平成25年～）
しています。

環境問題への取組み

は、CSR（社会的責任）を常に考え、地域に積極的に貢献したいと考えています。

働き方改革を推進しています。

　「岐阜県ワーク･ライフ･バランス推進エクセレント企業」に認定されています。
　「関市女性が働きやすい職場」に認定されています。（Ｓ級認定第1号）

　環境問題への取組みとして、夏のクールビズ、冬のウォームビズ
を実施しています。また、太陽光発電等のエコ関連設備の購入
などにご利用いただける「リフォームプラン・エコ」「せきしん
SDGsローン」等、環境を意識した商品を発売しています。

　当金庫では、お客様のいろいろなご相談にお応えできるよう「各種相談会」を開催しております。お気軽にご利用ください。

各種相談会

住宅借入金等特別控除に関する無料相談会

　年金に精通した社会保険労務士が年間２6回（各支店２回
休日年金相談会2回）の相談会を開催いたしております。加入
期間・受給見込額の調査・裁定請求書の記入方法・添付書類等
いろいろなご相談をお受けいたします。

　令和8年２月の除外日を除く各日曜日、東支店サンデーバ
ンキングに「住宅借入金等特別控除に関する無料相談会」を実
施致しました。この相談会は事前予約とし、3日間で15名のお
客様のご相談をお受けいたしました。

CSR（社会的責任）、地域社会への貢献活動 Seki Shinkin Bank

20



下呂市の一部
（旧金山町、下呂町）

白川町

八百津町

七宗町

富加町

美濃加茂市

川辺町

坂祝町 可児市各務原市の一部
（旧各務原市）岐南町

岐阜市の一部
（旧岐阜市）

美濃市

郡上市の一部
（旧八幡町、美並村、
　　明宝村、和良村）

山県市の一部
（旧高富町・美山町）

関市

店舗・地区一覧 令和8年6月30日現在

（単位：台）現金自動機器設置状況

店舗外キャッシュコーナー（11ヶ所）

店舗内現金自動預入
支払機（ATM/CD）
店舗外現金自動預入
支払機（ATM/CD）

合　　計

令和6年
6月末

令和7年
6月末

令和8年
6月末

ATM･貸金庫･夜間金庫一覧表

関市
・関市役所　・サンサンシティマーゴ
・バロー関緑ヶ丘店　・バロー関ひがし店
・バロー武芸川店共同　・タチヤ関稲口店共同

岐阜市　
・Ｖタウン芥見店共同

各務原市
・イオンタウン各務原共同

名古屋市
・セントラルタワーズ桜通口共同
・セントラルタワーズスカイシャトル共同

常滑市
・中部国際空港ターミナル
 アクセスプラザ共同　

令和8年6月30日現在

店名・設置場所

本町支店

本店営業部
東支店

金山支店
長森支店
山王通支店

加茂野支店
三輪支店
山田支店
各務原支店
桜ヶ丘支店
美濃支店
みのかも支店

7:00～21:00
9:00～17:00
10:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
9:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
8:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
9:00～21:00
7:00～21:00
7:00～20:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
8:00～21:00

7:00～21:00

10:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
9:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
8:45～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
9:00～21:00
7:00～21:00
7:00～20:00
7:00～21:00
7:00～21:00
7:00～21:00
8:00～21:00

8:00～21:00

10:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:45～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
9:00～21:00
8:00～21:00
8:00～20:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00
8:00～21:00

○

○

○

○

○
○
○

休　　  業

夜間金庫
平　　  日 日曜・祝日 土　  　曜

A　T　M

関市役所（出）
サンサンシティマーゴ（出）

バロー関ひがし（出）

バロー関緑ケ丘店（出）

Ｖタウン芥見店共同（出）
タチヤ関稲口店共同（出）
バロー武芸川店共同（出）
イオンタウン各務原共同（出）
JRセントラルタワーズ共同（出）
JRセントラルタワーズ スカイシャトル共同（出）
中部国際空港セントレア共同（出）

※予告なく設置場所、稼働時間を変更する事がございます。詳しくはせきしんの窓口へおたずね下さい。 

○ 9:00～17:00

○ 9:00～17:00
○ 9:00～17:00

○ 9:00～17:00
○ 9:00～17:00

○ 9:00～15:00
○ 9:00～15:00
○ 9:00～17:00
○ 9:00～17:00

25

11

36

25

11

36

25

11

36

みのかも支店 土曜営業、水曜定休日
〒505-0027
美濃加茂市本郷町5丁目9番16号
TEL（0574）66-2424

13美濃支店
〒501-3753
美濃市松森686番地13
TEL（0575）33-4770

12
本部
〒501-3893 関市東貸上12番地の1
TEL（0575）21-1021　
本店営業部
TEL（0575）21-1020

❶

各務原支店
〒504-0026
各務原市那加前野町4丁目128番地の2
TEL（058）371-3121

10 桜ヶ丘支店
〒501-3902
関市弥生町3丁目3番3号
TEL（0575）24-7711

11山田支店
〒501-3944
関市山田79番地の2
TEL（0575）28-5115

❾

加茂野支店
〒505-0052
美濃加茂市加茂野町今泉1554番地6 
TEL（0574）26-6166

❼ 三輪支店
〒501-2576
岐阜市太郎丸新屋敷209番地
TEL（058）229-5511

❽

金山支店
〒509-1614
下呂市金山町大船渡591番地5
TEL（0576）32-3176

❹ 長森支店
〒500-8223
岐阜市水海道2丁目6番1号
TEL（058）247-2811

❺

本町支店
〒501-3886
関市本町2丁目21番地
TEL（0575）22-1251　

❷ 東支店 サンデーバンキング実施店
〒501-3822
関市市平賀４５１番地1
TEL（0575）22-0078

❸

山王通支店
〒501-3252
関市山王通2丁目2番25号
TEL（0575）24-1166
現在建替中（令和８年12月オープン予定）

❻

●❻
●❶●❷
●❸

●12

●13●❼

●❹

●❾●❽

●❺ ●10
●11

貸金庫（平日）

ATM・貸金庫・夜間金庫一覧表 Seki Shinkin Bank

営業地区と店舗のご案内 Seki Shinkin Bank

21



商　品　名 内　　　　容 お預入れ期間
１人1口300万円以上
（お受取退職金の範囲内）

１人1口10万円以上
1,000万円未満

3年

発売時に発表

お預入れ額

■期間限定商品

定期
預金

「ステップアップ36」
せきしん退職金専用定期

特別金利定期
「 メリ ット 」

退職金を受取られた個人を対象に、スーパー定期、スーパー定期300、
大口定期預金3年に限り金利を上乗せいたします。

個人および個人事業主の方を対象に、期間限定で金利を上乗せした
定期預金です。

商　品　名

毎月一定額を積み立て、満期日にまとまったお金になります。 1年以上5年以内（1年単位）

内　　　　容 お預入れ期間

毎月1,000円以上

お預入れ額

■定期積金

ス ー パ ー 積 金

商　品　名

個人の方で期間３年以上は半年複利がご利用いただけます。

1,000万円以上のまとまった資金のお預け入れに便利な預金です。

毎月の給料やボーナスからの天引き積立です。
｢一般財形｣｢財形住宅｣｢財形年金｣があります。

当金庫年金受給者を対象とした上乗せ金利定期預金です。
（スーパー定期での取扱いとなります）

当金庫年金受給者を対象とした上乗せ金利定期預金です。
（スーパー定期での取扱いとなります）

1ヶ月以上5年以内

1ヶ月以上5年以内

最長3年（据置1年）

１年

１年

5年以上（一般は3年以上）
※新規口座開設停止

内　　　　容 お預入れ期間

1,000円以上

1,000万円以上

1,０００円以上３００万円未満

1人１０万円以上5００万円以内

３０万円以上１,０００万円未満

給与天引き1,000円以上

お預入れ額

ス ー パ ー 定 期

大 口 定 期 預 金

期日指定定期預金

笑 顔 定 期 5 0 0

福 寿 定 期

財 形 貯 蓄

■定期預金

最長３年まで預けられ、１年後は１ヶ月前に満期日をご指定いただけれ
ばいつでも引き出せる便利な定期預金です。

商　品　名

出し入れ自由

出し入れ自由

出し入れ自由
※新規口座開設停止

７日以上

お引出しは納税時
※新規口座開設停止

出し入れ自由
※新規口座開設停止

出し入れ自由

2週間以上2年以内

内　　　　容 お預入れ期間

１円単位

１円単位

１円単位

10,000円以上

1円以上

1円以上

1円以上

お預入れ額

総 合 口 座

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

納 税 準 備 預 金

当 座 預 金

無利息型普通預金

譲 渡 性 預 金

■総合口座等

5,000万円以上
1,000万円単位

令和８年３月３１日
※新規口座開設停止

１，５００万円以内
普 通 預 金
教育資金一括贈与専用口座

「 ま ご こ ろ 」

預け入れ残高に応じて、５段階の金額階層別金利を適用します。

まとまった資金の短期運用にご利用いただけます。

納税準備のための預金です。お利息は無税です。

手形、小切手の決済など、商取引に安全で便利な預金です。（無利息）

余裕資金で大口の短期運用に有利な預金で、満期前に譲渡が可能です。

普通預金と定期預金を１冊の通帳にセット、いざというとき５００万
円までの自動融資をご利用いただけます。

公共料金の自動支払、給与、年金、配当金の自動受取りなど家計簿が
わりにご利用いただけます。

預金保険制度による全額保護の対象となる預金です。利用方法は今までの
普通預金と同様に、公共料金の自動支払・給与等の自動受取りもできます。

租税特別措置法による教育資金非課税措置の適用を受けるための口
座です。直系尊属（曽祖父母、祖父母、父母等）からお孫さん等への教
育資金の贈与が一定額まで非課税となる商品です。

　当金庫では、豊富な預金商品をご用意して地域の皆様の着実な財産づくりのお手伝いをさせていただいております。
また、当金庫では今後とも、お客様のニーズにお応えするため新商品の開発やサービスの一層の充実に努力してまいります。

預　金　業　務 令和8年6月30日現在

営業のご案内 Seki Shinkin Bank
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　当金庫では、地域のお取引企業を対象に商業手形割引、手形貸付、証書貸付、当座貸越などにより事業資金の融資を積極的に
行う一方、地域の皆様の日常生活で必要とする資金の申し出に幅広くお応えできるよう数多くのローン商品をご用意しております。

商　品　名 内　　　　容 ご融資期間 ご融資限度額

■消費者ローン

カーライフプラン
プ ラ イ ム

カーライフプラン

マ イカ ー ロ ー ン

10年以内

10年以内

1,000万円以内

８００万円以内

新車・中古車購入、車検、修理、借り換え費用、その他（税金、保険料、
部品、パーツ・オプション購入取付費用、自動車保険費用、車庫設置費
用及び教習所授業料等）にご利用いただけます。
（ネット販売物件も一部対象となります。）

新車・中古車・自動二輪車購入、車検、修理、借り換え費用、その他（運
転免許証取得、車庫設置費用、タイヤ・カーナビ等車用品購入費用
等）にご利用いただけます。

融　資　業　務 令和8年6月30日現在

■住宅関連

商　品　名

無担保にて太陽光発電等のエコ関連設備の購入・設備資金やリフォー
ム関連の借り換え資金にご利用いただけます。

公庫買取型の長期固定金利住宅ローンです。
住宅・土地購入資金にご利用いただけます。

50年以内

２０年以内

内　　　　容 ご融資期間

2億円以内

15年以内

15年以内

15年以内

35年以内

15年以上35年以下

１，０００万円以内

1,000万円以内

1,000万円以内

5,000万円以内

1億2,000万円以内

ご融資限度額

せきしん住宅ローン

無担保住宅ローン

リフォームプラン

無担保住宅ローン
プ ラ イ ム

リフォームプラン
プ ラ イ ム

リフォームプラン・エコ

リフォームローンプラス

住 宅 ロ ー ン
「住 ま い る」

フ ラ ッ ト 35

住宅購入、新築、増改築、土地の購入、住宅資金の借り換え等にご利
用いただけます。適用金利は｢固定金利型｣｢変動金利型｣｢固定金利
選択（変動金利、3、5、10年）型｣からの選択となります。

無担保にて、自宅の購入、新築、リフォーム（増改築・修繕）、またはリ
フォーム資金、住宅ローン資金の借換にご利用いただけます。

無担保にて自宅のリフォーム（増改築・修繕）資金および諸費用、また
はリフォームに関するローンの借り換え資金にご利用いただけます。

無担保にてリフォーム関連資金や、住宅ローン及びリフォームローン
の借り換え資金にご利用いただけます。

住宅購入、新築、増改築・土地の購入、中古住宅の購入、マンションの
購入、住宅資金の借り換え資金にご利用いただけます。

2，０００万円以内

省エネサポートローン

せきしんSDGsローン

S S S ロ ー ン

商　品　名

事業用資金にご利用いただけます。

事業用資金にご利用いただけます。

事業用資金やその借り換えにもご利用いただけます。

運転資金又は、設備資金にご利用いただけます。

運転資金又は、設備資金にご利用いただけます。

創業・新規事業の運転資金又は、設備資金にご利用いただけます。

簡単な申込で、スピーディに創業・新規事業の運転資金又は、設備資
金にご利用いただけます。

カンタン手続き・スピード審査・担保不要でスピード感のある経営戦略
のチカラになる事業資金です。

内　　　　容 ご融資期間 ご融資限度額

2年更新

保証協会の定める期間

10年以内

6ヶ月以上10年以内

7年以内

6ヶ月以上10年以内

1億円以内

10年以内 1億円以内

支援機関を利用して取組む創業（事業）等の資金に
利用いただけます。 500万円以内

2,000万円以内

2億8,000万円以内

500万円以内

1,000万円以内

500万円以内

500万円以内

5００万円以内

事業者カードローン

事 業 者 ロ ー ン

ビジネスアシスト５００

ビジネスサポート

せきしん地域支援ローン

せきしん創業支援ローン

創 業 サ ポ ー ト

Ⅰ
Ⅱ
5,0００万円以内

2,0００万円以内

運転 5年以内
設備 10年以内

運転 7年以内
設備 10年以内

運転 7年以内
運転(借換含) 15年以内
設備 20年以内

運転  7年以内
設備 10年以内

運転  7年以内
設備 10年以内

ビジネスプラスローンⅠ
ビジネスプラスローンⅡ

■事業資金

SDGsや地球環境、労働環境に配慮した取組事業に対する事業資
金（運転資金・設備資金）

「省エネルギー設備投資に係る利子補給金」を活用して、省エネ取
組に関する事業資金にご利用いただけます。

（アドバンス）3,0００万円ビジネスプラスローン（アドバンス）

営業のご案内
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種　　　類

長期火災保険、債務返済支援保険、傷害保険を取り扱っています。

終身保険、医療保険、がん保険を取り扱っています。

内　　　　　　　　容

生 命 保 険

損 害 保 険

種　　　類

各種の投資信託商品を取り扱っています。

新たに発行される国債（個人向け国債を含む）の窓口販売を行っています。

内　　　　　　　　容

国債の窓口販売

投 資 信 託

商　品　名 内　　　　容 ご融資期間 ご融資限度額

■その他

ご利用にあたって なお、ローン商品のご利用に際しては、所定の審査をさせていただきますので、ご意向に添えない場合もございます。
また、返済計画はゆとりを持って無理のない計画をお立てになるようお薦めします。

自らが必要とする事業用資金又は、非事業用資金にご利用いただけます。 最終償還時年齢75才以下 1億円以内安 心

商　品　名

大学院、大学、短大、専修学校、各種学校、高専、高校への学校納付金、
就学にかかる付帯費用にご利用いただけます。

有担保で直接ご融資させていただいている住宅ローン利用者専用カー
ドローンです。

介護ベッドや車椅子の購入費用、浴室や階段への手すりの設備費用
等にご利用いただけます。

大学・高等学校など各種学校の入学・在学時の教育に関する費用を
カードローンにてご利用いただけます。

学校等への納付金および就学にかかる付帯費用をカードローンにて
ご利用いただけます。

健康で文化的な生活を営むために必要な資金にご利用いただけます。

資金使途はご自由です。随時返済型・定額返済型からお選びいただけます。

お使いみち自由・手続き簡単・スピード審査の3拍子揃ったフリーロー
ンです。借り換え資金にもご利用いただけます。

リフォーム（増改築・修繕）資金、自動車の購入資金、旅行費用の他、
健康で文化的な生活を営むために必要な資金にご利用いただけます。

FAX・インターネットで自宅から仮審査申込ができる大型フリーローン
（事業性資金は除く）です。

お使いみち自由なカードローン。パートやアルバイトの方もご利用い
ただけます。

お使いみち自由なフリーローン（事業性資金は除く）。専業主婦・パート・
アルバイトの方もご利用いただけます。

資金使途はご自由です。簡単なお申込みで、すばやくご利用いただけます。

最長10年以内

3年更新

10年以内

10年以内

3年更新

5年更新

１０年以内

１０年以内

１０年以内

10年以内

10年以内

内　　　　容 ご融資期間

300万円以内

300万円以内

限度額最高300万円

500万円以内

500万円以内

限度額最高100万円

限度額最高300万円

500万円以内

300万円以内

１００万円以内

1,000万円以内

1,000万円以内

ご融資限度額

■消費者ローン

教 育 プ ラ ン
プ ラ イ ム

せきしんきゃっする
フ リ ー ロ ー ン

せ き し ん
「プラチナ1 0 0 0 」

せきしんきゃっする
カ ー ド ロ ー ン

教育カードローン

前 途 洋 々

教 育 プ ラ ン

マイホーム応援団

福 祉 プ ラ ン

一 般 個 人 ローン

カ ー ド ロ ー ン

オールマイティー

シニアライフローン

快 速 ロ ー ン

16年以内

当座貸越：5年以内
証書貸付：10年以内

1,000万円以内

保　険　業　務 令和8年6月30日現在

証　券　業　務 令和8年6月30日現在

Seki Shinkin Bank
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業　務　名 内　　　　　　　　容

残高照会・入出金明細照会・税金及び各種料金収納（ペイジー）・振込サービスがインターネットおよび携帯電話でご利用頂けます。
（携帯電話でのお振込は、個人のお客様に限ります。）

残高照会・入出金明細照会、税金及び各種料金収納（ペイジー）・総合振込、給与振込サービスがインターネットでご利用頂けます。

パソコン・ファクシミリなどを利用して、オフィスやご家庭に居ながらにして振込、振替、入出金明細照会、残高照会など
のお取引ができます。

各種年金、配当金、給料や賞与などがお客様のご指定口座でお受取りできます。 

公共料金（電気・電話料金、税金等）や各種振替などがお客様の預金口座から自動的に支払われます。 

ＡＴＭからも振込ができます（現金・キャッシュカードどちらでも可）。振込カードを併用されますと便利です。  

電信送金、送金受取りの方法があります。 

輸出、輸入ともにお取扱いしています。ただし、いずれの場合も信金中央金庫経由の取扱いとなります。 

預金証書、株券、権利証、貴金属などの貴重品を安全にお預かりします。貸金庫設置店舗は9ヶ店です。
（設置店舗：本店営業部、本町、東、金山、長森、山田、各務原、桜ヶ丘、美濃）

「でんさい（電子記録債権）」はインターネット等を通じて、電子記録債権を記録･管理する電子債権記録機関に電子記
録をすることで、安全・簡易・迅速に支払いや譲渡を行うことができます。

営業時間終了後、売上金等を安全にお預りし、翌営業日には預金口座へご入金いたします。夜間金庫設置店舗は6ヶ店
です。（設置店舗：本店営業部、本町、金山、各務原、桜ヶ丘、美濃） 

デビットカード加盟店でせきしんのキャッシュカードがご利用できます。  

W E B バ ン キ ン グ

W E B - F B サ ー ビ ス

ファーム・ホームバンキング

で ん さ い サ ー ビ ス

年金・給料自動受取り

自 動 支 払 い

Ａ Ｔ Ｍ 振 込

海 外 送 金

貿 易 取 引

貸 金 庫

夜 間 金 庫

デ ビ ッ ト カ ー ド

ご預金・ご融資以外にも為替等金融にかかわる各種サービスをお取扱いして、皆様の暮らしのお手伝いをさせていただいております。

　当金庫では「東支店」にて日曜日営業
を開催しています。昨年度は３7回開催
し述べ1,130名のお客様にご来店いた
だきました。
　今年度も預金業務・融資業務・為替業
務・収納業務・相談業務・諸届や事故届の
受付で日曜日もご利用いただけます。
※一部取扱いできない業務がありま
す。休業日もございますので、詳しく
はお近くの関信用金庫窓口へお問
い合わせください。

「サンデーバンキング」開催中！LINE好評配信中！

　当金庫ではスマートフォンのアプリ「ＬＩＮＥ」においてＬＩＮＥ公式アカウントを
開設しております。
　「友だち登録」していただいたお客様にキャンペーン情報・地域のイベント等
を提供いたします。

　　　　　　　ホームページでは、関市近郊の地域情報も掲載してお
ります。
　また、お借入金額・金利・期間を入力するだけで、毎月・ボーナス月の
返済額がわかるローンシミュレーションも掲載しておりますので、ぜひ
アクセスしてみてください。

ホームページアドレス

各種サービス 令和8年6月30日現在

https://www.shinkin.co.jp/seki1534/

LINE
友達募集中です♪

Seki Shinkin Bank営業のご案内
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550
330
550
330
880
660
220

      無料
550

      無料
220
110
330
110
660
440
無料
220
110
550
330
無料
330
110
660
440
無料
220
110
550
330
110

      無料
無料
220
110
550
330

3,300
1,100
220
無料

1,100
3,300
1,100
1,100
1,100
3,300
1,320
1,320
110
無料

1,100
1,100+22/枚
550+22/枚
1,100

22
10,560
15,840
3,300
4,400
    無料
220
440

1,100
1,100
1,100
1,100
1,100

440

3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
他 行 宛
本 支 店 宛
他 行 宛
本 支 店 宛
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
金額にかかわらず
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
金額にかかわらず
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
金額にかかわらず
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
他 行 宛
本 支 店 宛
金額にかかわらず
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満
3 万 円 以 上
3 万 円 未 満

内　　　　訳 手数料（円）

振　
　
　
　
　
　
　
　
　

込

窓口振込

ファームバンキング
WEB-FBサービス

ホームバンキング
WEBバンキング

ATM振込
（現金）

ATM振込
（キャッシュカード）

為替自動
振込

本 支 店 宛

他 行 宛

給 与 振 込

本 支 店 宛

本 支 店 宛

同 一 店 宛

同 一 店 宛

他 行 宛

3営業日前（※1）

上記以外

他 行 宛
（電信・文書）

給
与
振
込

同 一 店 宛

本 支 店 宛

他 行 宛

同 一 店 宛

本 支 店 宛

他 行 宛

同 一 店 宛

本 支 店 宛

他 行 宛

同 一 店 宛

ファームバンキング
ホームバンキング
WEBバンキング（資金移動あり）
WEBバンキング（照会のみ）
せきしんWEB-FBサービス
登録式振込依頼書（ＯＣＲ）取扱手数料

FAXによるアンサー通知・照会
紙媒体取扱い

月　間
月　間
月　間
月　間
月　間

1件につき
月　間

エレクトロニック
バンキング

通帳・証書・カード等再発行（※2）
出資証券再発行
保護預り利用料（重要物件預り）
口座管理手数料（国債証券等の保護預り手数料）
未利用口座管理手数料
口座振替手数料
発行・更新（無期限ＩＣカードへの切替含む）手数料

その 他

再発行

ICキャッシュカード
窓口渡しの場合
ＣＯＭコピー等作成手数料
端末機等資料作成手数料

個
人
情
報
関
連

個人情報開示

各種調査手数料（上記以外）
※郵送する場合には、上記金額に郵送代実費を追加してお支払いただきます。

取引履歴照会等
作成

深さ100mm未満
深さ100mm以上
基本使用料
専用入金帳

複写機使用手数料 複写・帳票

代
金
取
立
関
係

貸 金 庫

夜間金庫

同　一　店　宛
本　支　店　宛
他　行　宛
個　別　取　立
送金・振込組戻料 
取立手形組戻料
取立手形店頭呈示料（※3）
不渡手形返却料（※3）

1件につき
１件につき
年　間
1人年間
年　額

１件につき

1回につき
1回につき
1回につき
1回につき

1枚につき
年　額
年　額
月　額

1冊（50枚）
1通につき
1通につき
1通につき
1通につき
1件につき
1件につき
1件につき
1枚につき

1枚につき

令和8年4月1日現在

2,200

550
1,100
1,650

550円追加
無料
220
550

1,100
550円追加

440
13,200
6,600
1,100
1,100
55,000
33,000
33,000
11,000

無料
無料

165,000
55,000
88,000
110,000
11,000
55,000
33,000
22,000
15,400
11,000
5,500
5,500

融

資

関

係

住
宅
ロ
ー
ン

残高証明書（仮払い払戻し証明書含む）
融資証明書（事業用）
融資証明書（農転）
その他証明書（上記以外の融資証明に関するもの）
主債務の履行状況に関する情報提供書

当座勘定払戻帳発行手数料

事業者カード発行
ローンカード発行

収益物件事務手数料（※5）

不動産新規設定（住宅ローン除く）

貸出後  3年以内
貸出後  5年以内
貸出後  7年以内
貸出後10年以内
貸出後15年以内
貸出後  15年超 

１件につき
しんきん保証
全国保証
住まいる

変更事務手数料
（融資に関する各種変更手続き）

固定金利選択手数料（※7）

1枚～500枚
501枚～1,000枚

1,001枚～
以降500枚ごと
1枚～500枚

501枚～1,000枚
1,001枚～2,000枚

2,001枚～
以降1,000枚ごと

１冊（50枚）

依頼書１通につき
依頼書１通につき
依頼書１通につき

１通につき
依頼書１通につき

１件につき
１件につき
１件につき

解除証書１通毎
１枚につき
１枚につき

1契約につき

窓口・渉外扱い

窓口・渉外扱い

事務取扱
手数料

全額繰上
返済手数料

 一部繰上返済手数料（※6）

　16,500円
複数契約の場合
最大33,000円

各
種
証
明
書

不
動
産
関
係

内　　　　訳 手数料（円）

紙
幣・硬
貨

両
替
手
数
料
（※4）
現
金
整
理
手
数
料

（
硬
貨
入
金
時
）

当
座
勘
定

払
戻
帳

不動産追加設定（住宅ローン除く）
不動産極度変更
不動産担保抹消（住宅ローン除く）

で

ん

さ

い

サ

ー

ビ

ス

基本手数料
入金手数料

残高証明書 定例発行
都度発行

PC取引 代行取引
記
録
請
求
等

書
面
に
よ
る
請
求

無料
220

1,100
1,100
1,100
1,100
2,200
2,200
3,300
3,300
3,300
5,500
5,500

記録（発生、譲渡、分割譲渡、保証）
変更記録（債権内容に係る場合）
支払等記録（口座間送金決済以外）
通常開示
支払不能通知の訂正・取消
変更記録
特例開示
支払不能情報照会

220
220
220
無料

特定記録機関変更記録

口座開設
手数料

11,000
5,500

3,300

107,800
107,800
330,000

口座管理手数料（2年目以降）

相続時口座照会手数料 1件につき 5.060

年間

標準
ビジネスマッチング

採用支援

預
金

後
見
支
援
口
座
登
録
法

口
座
管
理
法

企
業

支
援
関
係

基本手数料
成年被後見人が当金庫で年金受取の場合
後見支援預金作成後、その口座より引落しさせていただきます。

㈱みらいワークス『Skill Shift』
利用サポート料金（※8）

振込ご指定日の3営業日前までの明細持込みをいいます。
旧現物がない場合が対象となります。（通帳レスから有通帳への切替、パスワード失念による再発行を含む）
費用が上記金額を超えるときは、所要実費を申し受けます。
有料対象となるお取引
・高額通貨から低額通貨への両替、低額通貨から高額通貨への両替
・新券両替（ただし、新券両替をされる店舗でお取引のあるお客様は1日1回49枚まで無料）
・実質、両替の入出金
物件の全部または一部を収益を得ることを目的に賃貸に供する不動産取得（借換を含む）を資金使途
とした新規融資実行を対象とします。
一部商品につきましては、0円となるものがあります。詳細については窓口にてお問い合わせください。
当初借入時および固定期間満了後の変動金利への変更を除きます。
㈱みらいワークスに支払う利用手数料を含みます。詳細については窓口にてお問い合わせください。

（※1）
（※2）
（※3）
（※4）

（※5）

（※6）
（※7）
（※8）

（金額には消費税を含みます）

指定金融機関、収納代理金融機関以外の県税、
市町村税等の納付書（QRコード付納付書を除く）

1件あたり

手数料一覧 Seki Shinkin Bank
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歴　　史

有限責任関信用利用組合と名称変更

事務所を郷戸町（現本町４丁目）に移転

有限責任から保証責任に組織変更

専務理事山本春次郎第２代組合長に就任

市街地信用組合法による関信用組合と改組

練屋町（現本町２丁目）に本店事務所を新築移転

関信用組合、関市の市金庫となる

西出張所を西支店に昇格

信用金庫法に基づく関信用金庫に改組、改称

東支店開設

中小企業金融公庫の代理業務取扱開始

創立５０周年記念式典挙行

金山支店開設

預金１０億円達成

金山支店新築移転

本店新築

山本理事長が会長に就任、第3代理事長に専務理事石河準一が就任

預金１００億円達成

住宅金融公庫の代理業務取扱開始

長森支店開設　　

両替商業務開始

日銀歳入代理店となる

山王通支店開設

加茂野支店開設

第４代理事長に専務理事沼田正敏が就任

預金５００億円達成

創立７５周年記念式典挙行

三輪支店開設

「せきしん経済クラブ」発足

山田支店開設

せきしんリース株式会社設立

各務原支店開設

創立８０周年記念式典挙行

桜ヶ丘支店開設

預金１,０００億円達成

財団法人せきしん地域振興協力基金設立

美濃支店開設

「年金相談会」開始

預金１,５００億円達成

新本店落成式並びに創立９０周年記念式典挙行

現在地にて新本店営業開始

沼田理事長が会長に就任

第5代理事長に専務理事石木三郎が就任

「日曜相談会」開始

投資信託の窓口販売業務開始

経営相談室（現地域支援部）設置

保険商品の窓口販売業務開始

東海地区信用金庫協会主催のビジネスフェアに参加開始

岐阜工業高等専門学校との産学連携サポートシステムの開始

名古屋大学、名古屋工業大学との産学連携サポートシステムの開始

コンプライアンス統括室（現リスク統括部）設置

第6代理事長に常務理事加藤韶房が就任

創立１００周年を迎える

中部学院大学・同短期大学部との産学連携サポートシステムの開始

第1回「関信用金庫杯学童軟式野球大会」の開催

「経営相談会」開始

預金２,０００億円達成

第7代理事長に専務理事中島住雄が就任

せきしん「高齢者等見守り活動」の開始

本町支店新築

地域創生にかかる包括連携協定を下呂市と締結

関市と「地方創生を目的とした包括連携協力協定」の締結

尾西信用金庫と「地域活性化に向けた包括的連携協力に関する覚書」の締結

第8代理事長に常務理事櫻井広志が就任

第1回 「関信用金庫杯スポ少バレーボール大会」の開催

創立110周年を迎える

長森支店新築

市政功労者表彰受賞

加茂野支店新築

せきしんSDGsローン発売開始

東支店新築

預金3,000億円達成

みのかも支店開設

櫻井理事長が会長に就任

第9代理事長に常務理事石竹智範が就任

サンデーバンキング開催店舗を東支店に変更

金庫バッチ・名札の着用廃止、職員証にて代用

女性職員 制服に加えて私服の着用開始

有限責任関信用購買組合設立、事務所を高見町
（現本町７丁目）におく、初代組合長纐纈元三郎就任

明治41年  9月

昭和3年  6月

4年  3月

8年  4月

15年  6月

19年  7月

20年  1月

26年  5月

6月

27年  3月

28年  9月

31年  2月

32年11月

33年  4月

35年  5月

40年  5月

42年  3月

47年11月

　

48年  4月

51年  6月

52年  6月

53年11月

55年11月

57年12月

58年  5月

9月

10月

59年  3月

　11月

61年12月

62年12月

63年  5月

  9月

平成2年  3月

4年  7月

10月

5年10月

9年  6月

10年  9月

10月

11年  6月

  8月

12年  4月

15年  4月

8月

17年11月

12月

19年  4月

6月

20年  9月

11月

21年  4月

6月

10月

23年  6月

25年  6月

26年11月

２８年  ３月

２9年  1月

 6月

30年　8月

9月

令和元年10月

2年  6月

3年  9月

4年  5月

6年  3月

5月

6月

7年  4月

8年  ６月

当金庫の歩み Seki Shinkin Bank
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資
料
編

■預金の推移（単位：億円） ■貸出金の推移（単位：億円）

2,800

3,200

3,000

2,600

2,400

2,200

1,300

1,400

1,200

1,100

1,000
2021年度 2021年度 2022年度2022年度 2023年度 2024年度2023年度2024年度

3,104

2025年度

3,237

2,865 2,901
3,000 1,311

2025年度

1,383

1,223
1,243 1,257

経 常 収 益（ 千 円 ）

経 常 利 益（ 千 円 ）

当 期 純 利 益（ 千 円 ）

純 資 産 額（ 百 万 円 ）

総 資 産 額（ 百 万 円 ）

預金積金残高（百万円）

貸出金残高（百万円）

有価証券残高（百万円）

単体自己資本比率（%）

主要な経営指標の推移

2021年度

3,422,983

448,117

234,289

15,233

302,925

286,584

122,300

92,874

14.00

2022年度

3,509,559

335,079

224,519

13,256

304,410

290,151

124,307

86,080

14.40

2023年度

3,228,029

327,932

231,022

13,690

315,070

300,085

125,745

88,624

14.46

「単体自己資本比率」は、信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫がその保有する資産等に
照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式に基づき算出しています。なお、当金庫は国
内基準を採用しています。

（注）

会 員 数 （ 人 ）

出資総額（百万円 ）

出資総口数（千口）

会員数・出資総額・出資総口数・配当金

出資に対する配当金
（1口あたり（円））

2022年度

15,077

401

8,024

2

2021年度

15,268

400

8,019

2 

2023年度

14,969

402

8,053

3

2024年度

14,870

410

8,219

2

2025年度

14,680

427

8,551

2

職員数の内訳 （単位：人）

職 員

嘱 託 職 員

臨 時 職 員

合 計

男性 女性 合計

2025年度

111

4

3

118

74

5

24

103

185

9

27

221

男性 女性 合計

2021年度

126

2

4

132

82

5

16

103

208

7

20

235

男性 女性 合計

2022年度

121

2

4

127

79

5

18

102

200

7

22

229

男性 女性 合計

2023年度

118

1

2

121

80

4

20

104

198

5

22

225

男性 女性 合計

2024年度

110

3

3

116

80

4

20

104

190

7

23

220

2024年度

3,834,657

357,694

240,617

11,875

323,597

310,468

131,176

88,235

13.89

2025年度

4,406,420

608,558

407,875

11,009

336,324

323,707

138,362

91,368

13.57

主要な事業の状況 Seki Shinkin Bank
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（ 資 産 の 部 ）

現　 金

預 け 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

国 債

地 方 債

社 債

株 式

その他の証券

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

そ の 他 資 産

未決済為替貸

信金中金出資金

未 収 収 益

その他の資産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソフト ウェア

リ ー ス 資 産

その他の無形固定資産

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

(うち個別貸倒引当金)

資 産 の 部 合 計

1,516,730

96,009,945

2,025,907

10

91,368,182

16,419,180

10,910,617

23,734,670

493,980

39,809,733

138,362,881

365,731

5,609,151

123,207,533

9,180,465

2,223,101

 64,889

1,432,800

559,224

166,187

3,694,067

1,493,179

1,810,199

224,558

4,070

162,060

109,103

37,572

44,747

26,783

41,158

2,376,510

117,917

△ 1,520,789

（△ 1,365,642）

336,324,729

（ 負 債 の 部 ）

預 金 積 金

当 座 預 金

普 通 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

定 期 預 金

定 期 積 金

その他の預金

そ の 他 負 債

未決済為替借

未 払 費 用

給付補塡備金

未払法人税等

前 受 収 益

払 戻 未 済 金

払戻未済持分

リ ー ス 債 務

その他の負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

睡眠預金払戻損失引当金

偶発損失引当金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

債 務 保 証

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

出 資 金

普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

特 別 積 立 金

当期未処分剰余金

会 員 勘 定 合 計

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計 

323,707,928

12,992,076

125,926,265

397,632

893,371

171,073,990

9,966,534

2,458,058

1,345,764

120,677

674,655

13,858

68,968

47,173

4,250

902

295,874

119,403

14,868

41,200

3,134

36,423

ー

47,697

117,917

325,314,934

427,566

427,566

16,408,344

410,972

15,997,372

15,034,673

962,698

16,835,911

△ 5,454,696

△ 371,419

△ 5,826,116

11,009,794

336,324,729

（単位：千円） （単位：千円）■貸借対照表（資産） ■貸借対照表（負債及び純資産）

科　目 科　目
第82期

（　    　　）自 令和7年４月 １日
至 令和8年３月３１日

1,505,107

94,293,283

2,048,995

10

88,235,526

15,303,380

8,621,460

23,468,618

47,585

40,794,482

131,176,708

629,316

5,947,363

116,291,008

8,309,019

2,132,529

 78,433

1,432,800

386,336

234,960

3,771,830

1,570,736

1,810,199

204,088

ー

186,805

88,788

1,126

60,662

26,999

31,914

1,883,694

101,883

△ 1,672,490

（△ 1,480,641）

323,597,783

第81期
（　    　　）自 令和6年４月 １日

至 令和7年３月３１日

第82期
（　    　　）自 令和7年４月 １日

至 令和8年３月３１日

310,468,574

11,510,484

120,927,276

432,051

519,738

165,009,182

9,855,784

2,214,056

968,316

155,785

376,941

3,453

20,072

40,784

7,630

10

288,599

75,038

18,065

74,737

3,267

39,464

ー

47,697

101,883

311,722,006

410,972

410,972

16,016,488

402,663

15,613,824

14,834,673

779,151

16,427,460

△ 4,180,264

△ 371,419

△ 4,551,684

11,875,776

323,597,783

第81期
（　    　　）自 令和6年４月 １日

至 令和7年３月３１日
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資
料
編

※２０２６年６月２２日開催の第７５回通常総代会で報告を行った貸借対照表、損益計
算書及び承認を得た剰余金処分計算書は、信用金庫法第３８条の２第３項の規定
に基づき、五十鈴監査法人の監査を受けております。

石竹 智範

令和７年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書（以下、「財務諸表」という。）並びに財務諸表
作成に係る内部監査等について適正性・有効性等を確認
しております。

令和8年6月22日
関信用金庫　理事長

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

預 け 金 利 息

有価証券利息配当金

その他の受入利息

役務取引等収益

受入為替手数料

その他の役務収益

その他業務収益

外国為替売買益

国債等債券売却益

その他の業務収益

その他経常収益

貸倒引当金戻入益

償却債権取立益

株式等売却益

金銭の信託運用益

その他の経常収益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

給付補塡備金繰入額

その他の支払利息

役務取引等費用

支払為替手数料

その他支払手数料

その他の役務費用

その他業務費用

国債等債券売却損

国債等債券償還損

その他の業務費用

経 費

人 件 費

物 件 費

税 金

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

株式等売却損

その他の経常費用

4,406,420

3,590,644   

1,807,695   

532,170   

1,208,810   

41,966    

339,584    

138,382   

201,202   

376,297   

ー   

360,700   

15,597   

99,894   

61,730   

82   

34,321    

ー

3,760   

3,797,862

652,701   

640,350   

12,351   

ー

290,357   

62,951   

7,781   

219,624   

430,258   

301,011   

129,170   

77   

2,400,697   

1,519,167   

790,090   

91,440   

23,846   

ー

4,699   

19,146   

経 常 利 益

特 別 損 失

固定資産処分損

減 損 損 失

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

繰越金（当期首残高）

土地再評価差額金取崩額

当期未処分剰余金

608,558

30,459

30,459   

ー

578,098

160,021   

10,202   

170,223

407,875

554,823

ー

962,698

当期未処分剰余金

積立金取崩額

　　　 計

剰余金処分額

　普通出資に対する配当金

　利益準備金

　特別積立金

繰越金（当期末残高）

962,698,570  

ー

962,698,570  

233,293,766  

16,700,066  

（年4%の割合）

16,593,700     

200,000,000    

729,404,804  

科　目
第82期

（　    　　）自 令和7年４月 １日
至 令和8年３月３１日

779,151,069

ー

779,151,069

224,327,584

16,018,284

（年4%の割合）

8,309,300   

200,000,000  

554,823,485

第81期
（　    　　）自 令和6年４月 １日

至 令和7年３月３１日

（単位：円）■剰余金処分計算書

（単位：千円）（単位：千円）■損益計算書

科　目 科　目
第82期

（　    　　）自 令和7年４月 １日
至 令和8年３月３１日

第82期
（　    　　）自 令和7年４月 １日

至 令和8年３月３１日

3,834,657

2,936,413

1,621,773

251,897

1,026,598

36,143 

307,955 

120,772

187,182

560,241

ー   

527,622

32,618

30,047

ー

ー

23,537 

ー

6,510

3,476,963

233,184

230,047

3,136

ー

293,473

58,759

7,206

227,507

485,003

82,849

402,090

63

2,412,490

1,532,096

794,427

85,966

52,811

36,144

ー   

16,666

357,694

1,794

516

1,278

355,899

54,117

61,164

115,281

240,617

538,533

ー

779,151

第81期
（　    　　）自 令和6年４月 １日

至 令和7年３月３１日

第81期
（　    　　）自 令和6年４月 １日

至 令和7年３月３１日

財務諸表 Seki Shinkin Bank

31



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均
法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　８年～５０年
その他　　３年～５０年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期
間（５年）に基づいて償却しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によ
り償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損
失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資部が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っ
ております。
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成２７年３月２６日）に定め
る簡便法（直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資
産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①制度全体の積立状況に関する事項（令和７年３月３１日現在）

年金資産の額
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
差引額

　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和７年３月３１日現在）
０．１９９２％

　③補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１２７，３０６百万円及び別途積立金９５，４１５百万円であります。本制度におけ
る過去勤務債務の償却方法は期間１４年７カ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金３７
百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担
割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必
要と認める額を計上しております。
偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、５年間で均等償却を行っております。
会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるも
のは、次のとおりです。
　貸倒引当金　１，５２０百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務
者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を
及ぼす可能性があります。
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権はありません。
子会社等の株式又は出資金の総額　　　１９百万円
子会社等に対する金銭債務総額　　 　４２４百万円
有形固定資産の減価償却累計額　　 ３，６９５百万円
有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　２１百万円
信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債
（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）
によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有
価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　１，３４７百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　  　３，８８７百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　３０百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　 　　　２６４百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　  　５，５２９百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す
る債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

〈貸借対照表関係〉
1.
2.

3.

4.

5.

6.
7.

8.

9.

10.

11.
12.
13.

14.
15.
16.
17.
18.
19.

20.

21.

22.

23.
24.
25.

26.

１，７９６，８５５百万円
１，８２８，７４６百万円
△３１，８９０百万円

27.

　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危
険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形及び商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３６５百万円であります。
担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券 ６３２百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金 １４１百万円
　上記のほか、信金中央金庫との為替決済担保として定期預金１０，０００百万円、十六銀行との当座貸越契約の担保として定期預金１５０百万円、岐阜市水
道料受入の担保として定期預金１百万円、関市市税等受入の担保として現金６０百万円を差し入れております。
土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　平成１４年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法、及び第２条第３号に定める地方税法に基
づいて、奥行価格補正及び時点修正による補正等合理的な調整を行って算出しております。　　
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
　△６５７百万円
「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は５０百万円であります。
出資１口当たりの純資産額　　１，２８７円４９銭
金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
⑵金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクにも晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当金庫は、信用リスク管理要領に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるALM委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、資金運用部及びリスク統括部において、信用情報や
時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
　　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　市場リスク管理に関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定されたリスク管理に関する
　方針に基づき、ALM委員会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベース
　でALM委員会に報告しております。
(ⅱ)為替リスクの管理
　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
(ⅲ)価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用基準に従い行われております。
　このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。
(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内と
なるよう管理しております。
　当金庫のVaRは分散共分散法（保有期間1年、信頼区間９９．０％、観測期間５年）により算出しており、令和８年３月３１日現在で当金庫の市場リス
ク量（損失額の推計値）は全体で７，１８５百万円であります。
　なお、当金庫では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティングを実施し、VaR算出モデルの有効性を確認しております。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環
境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性
リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価等の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。
金融商品の時価等に関する事項
　令和８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参
照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
⑴預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
⑵有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価格又は公表されて
いる基準価額によっております。
　自金庫保証付私募債は、元利金の合計額を同様の私募債を新規に発行する際に使用する利率で割り引いた価格としております。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については２７.から２９.に記載しております。
⑶貸出金
　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定
　　に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定さ
　　れる利率で割り引いた価額
金融負債
⑴預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごと
に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用
いております。なお、残存期間が短期（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれており
ます。以下２９．まで同様であります。

当事業年度中に売却したその他有価証券

減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお
り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、①決算日の時価が、取得原価に比べ５０％以上下落している場合及び、②決算日の時価が、取得
原価に比べ３０％以上５０％未満下落している場合で、かつ、株式等については、決算日前１年間における当該株式等の平均時価が、取得原価に比べ３０％
以上下落している場合であります。
　なお、株式等については、決算日以前の過去１年間における時価が、１度でも取得原価まで回復したものについては、今後１年以内に回復する見込みが
あるものと判断しております。債券の場合、時価の下落が市場金利等の上昇に起因し、保有期間中に時価の下落が解消する見込みがあるときには、回復す
る見込みがあると判断しております。
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限
り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は４６，４６５百万円であります。このうち契約残
存期間が１年以内のものが１０，５９２百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融
資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
出資１口当たり当期純利益金額４８円６１銭
固定資産処分損には、山王通支店建替による損失２９，９１１千円を含んでおります。

以　　上

28.

29.

30.

３１.

３２．

１.
2.
3.

第82期決算の注記事項 Seki Shinkin Bank

32



資
料
編

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均
法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　８年～５０年
その他　　３年～５０年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期
間（５年）に基づいて償却しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によ
り償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損
失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資部が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っ
ております。
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成２７年３月２６日）に定め
る簡便法（直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資
産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①制度全体の積立状況に関する事項（令和７年３月３１日現在）

年金資産の額
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
差引額

　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和７年３月３１日現在）
０．１９９２％

　③補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１２７，３０６百万円及び別途積立金９５，４１５百万円であります。本制度におけ
る過去勤務債務の償却方法は期間１４年７カ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金３７
百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担
割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必
要と認める額を計上しております。
偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、５年間で均等償却を行っております。
会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるも
のは、次のとおりです。
　貸倒引当金　１，５２０百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務
者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を
及ぼす可能性があります。
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権はありません。
子会社等の株式又は出資金の総額　　　１９百万円
子会社等に対する金銭債務総額　　 　４２４百万円
有形固定資産の減価償却累計額　　 ３，６９５百万円
有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　２１百万円
信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債
（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）
によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有
価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　１，３４７百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　  　３，８８７百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　３０百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　 　　　２６４百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　  　５，５２９百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す
る債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
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　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危
険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形及び商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３６５百万円であります。
担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券 ６３２百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金 １４１百万円
　上記のほか、信金中央金庫との為替決済担保として定期預金１０，０００百万円、十六銀行との当座貸越契約の担保として定期預金１５０百万円、岐阜市水
道料受入の担保として定期預金１百万円、関市市税等受入の担保として現金６０百万円を差し入れております。
土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　平成１４年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法、及び第２条第３号に定める地方税法に基
づいて、奥行価格補正及び時点修正による補正等合理的な調整を行って算出しております。　　
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
　△６５７百万円
「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は５０百万円であります。
出資１口当たりの純資産額　　１，２８７円４９銭
金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
⑵金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクにも晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当金庫は、信用リスク管理要領に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるALM委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、資金運用部及びリスク統括部において、信用情報や
時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
　　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　市場リスク管理に関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定されたリスク管理に関する
　方針に基づき、ALM委員会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベース
　でALM委員会に報告しております。
(ⅱ)為替リスクの管理
　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
(ⅲ)価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用基準に従い行われております。
　このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。
(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内と
なるよう管理しております。
　当金庫のVaRは分散共分散法（保有期間1年、信頼区間９９．０％、観測期間５年）により算出しており、令和８年３月３１日現在で当金庫の市場リス
ク量（損失額の推計値）は全体で７，１８５百万円であります。
　なお、当金庫では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティングを実施し、VaR算出モデルの有効性を確認しております。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環
境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性
リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価等の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。
金融商品の時価等に関する事項
　令和８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参
照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
⑴預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
⑵有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価格又は公表されて
いる基準価額によっております。
　自金庫保証付私募債は、元利金の合計額を同様の私募債を新規に発行する際に使用する利率で割り引いた価格としております。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については２７.から２９.に記載しております。
⑶貸出金
　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定
　　に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定さ
　　れる利率で割り引いた価額
金融負債
⑴預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごと
に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用
いております。なお、残存期間が短期（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれており
ます。以下２９．まで同様であります。

当事業年度中に売却したその他有価証券

減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお
り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、①決算日の時価が、取得原価に比べ５０％以上下落している場合及び、②決算日の時価が、取得
原価に比べ３０％以上５０％未満下落している場合で、かつ、株式等については、決算日前１年間における当該株式等の平均時価が、取得原価に比べ３０％
以上下落している場合であります。
　なお、株式等については、決算日以前の過去１年間における時価が、１度でも取得原価まで回復したものについては、今後１年以内に回復する見込みが
あるものと判断しております。債券の場合、時価の下落が市場金利等の上昇に起因し、保有期間中に時価の下落が解消する見込みがあるときには、回復す
る見込みがあると判断しております。
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限
り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は４６，４６５百万円であります。このうち契約残
存期間が１年以内のものが１０，５９２百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融
資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
出資１口当たり当期純利益金額４８円６１銭
固定資産処分損には、山王通支店建替による損失２９，９１１千円を含んでおります。

以　　上
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均
法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　８年～５０年
その他　　３年～５０年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期
間（５年）に基づいて償却しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によ
り償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損
失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資部が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っ
ております。
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成２７年３月２６日）に定め
る簡便法（直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資
産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①制度全体の積立状況に関する事項（令和７年３月３１日現在）

年金資産の額
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
差引額

　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和７年３月３１日現在）
０．１９９２％

　③補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１２７，３０６百万円及び別途積立金９５，４１５百万円であります。本制度におけ
る過去勤務債務の償却方法は期間１４年７カ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金３７
百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担
割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必
要と認める額を計上しております。
偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、５年間で均等償却を行っております。
会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるも
のは、次のとおりです。
　貸倒引当金　１，５２０百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務
者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を
及ぼす可能性があります。
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権はありません。
子会社等の株式又は出資金の総額　　　１９百万円
子会社等に対する金銭債務総額　　 　４２４百万円
有形固定資産の減価償却累計額　　 ３，６９５百万円
有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　２１百万円
信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債
（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）
によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有
価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　１，３４７百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　  　３，８８７百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　３０百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　 　　　２６４百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　  　５，５２９百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す
る債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
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　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危
険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形及び商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３６５百万円であります。
担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券 ６３２百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金 １４１百万円
　上記のほか、信金中央金庫との為替決済担保として定期預金１０，０００百万円、十六銀行との当座貸越契約の担保として定期預金１５０百万円、岐阜市水
道料受入の担保として定期預金１百万円、関市市税等受入の担保として現金６０百万円を差し入れております。
土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　平成１４年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法、及び第２条第３号に定める地方税法に基
づいて、奥行価格補正及び時点修正による補正等合理的な調整を行って算出しております。　　
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
　△６５７百万円
「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は５０百万円であります。
出資１口当たりの純資産額　　１，２８７円４９銭
金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
⑵金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクにも晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当金庫は、信用リスク管理要領に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるALM委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、資金運用部及びリスク統括部において、信用情報や
時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
　　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　市場リスク管理に関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定されたリスク管理に関する
　方針に基づき、ALM委員会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベース
　でALM委員会に報告しております。
(ⅱ)為替リスクの管理
　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
(ⅲ)価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用基準に従い行われております。
　このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。
(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内と
なるよう管理しております。
　当金庫のVaRは分散共分散法（保有期間1年、信頼区間９９．０％、観測期間５年）により算出しており、令和８年３月３１日現在で当金庫の市場リス
ク量（損失額の推計値）は全体で７，１８５百万円であります。
　なお、当金庫では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティングを実施し、VaR算出モデルの有効性を確認しております。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環
境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性
リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価等の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。
金融商品の時価等に関する事項
　令和８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参
照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
⑴預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
⑵有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価格又は公表されて
いる基準価額によっております。
　自金庫保証付私募債は、元利金の合計額を同様の私募債を新規に発行する際に使用する利率で割り引いた価格としております。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については２７.から２９.に記載しております。
⑶貸出金
　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定
　　に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定さ
　　れる利率で割り引いた価額
金融負債
⑴預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごと
に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用
いております。なお、残存期間が短期（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれており
ます。以下２９．まで同様であります。

当事業年度中に売却したその他有価証券

減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお
り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、①決算日の時価が、取得原価に比べ５０％以上下落している場合及び、②決算日の時価が、取得
原価に比べ３０％以上５０％未満下落している場合で、かつ、株式等については、決算日前１年間における当該株式等の平均時価が、取得原価に比べ３０％
以上下落している場合であります。
　なお、株式等については、決算日以前の過去１年間における時価が、１度でも取得原価まで回復したものについては、今後１年以内に回復する見込みが
あるものと判断しております。債券の場合、時価の下落が市場金利等の上昇に起因し、保有期間中に時価の下落が解消する見込みがあるときには、回復す
る見込みがあると判断しております。
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限
り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は４６，４６５百万円であります。このうち契約残
存期間が１年以内のものが１０，５９２百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融
資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
出資１口当たり当期純利益金額４８円６１銭
固定資産処分損には、山王通支店建替による損失２９，９１１千円を含んでおります。

以　　上

28.

29.

30.

３１.

３２．

１.
2.
3.

貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

96,009

991
90,338
138,362
△1,520
136,842
324,182
323,707
323,707

93,349

896
90,338

133,486
318,071
323,649
323,649

△2,660

△94
－
　

△3,355
△6,110
△58
△58

（1）預け金
（2）有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券
（3）貸出金（※1）
　　貸倒引当金（※２）

（単位：百万円）

　　　金融資産計
（1）預金積金
　　　金融負債計

（※１）貸出金の時価は「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」であります。
（※２）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（※１）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に
対する債権等、償還予定額が見込めないもの、期間の
定めがないものは含めておりません。

（※１）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めており
ます。また、延滞・期流れ等のものは含めておりません。

（※１）子会社・子法人等株式、非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に
関する適用指針」（令和6年9月13日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（※２）組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第24-16項
に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

貸借対照表計上額
19
15

1,432
3

1,471

区　　分
子会社・子法人等株式(※１)
非上場株式(※１)
信金中央金庫出資金(※１)
組合出資金(※２)

（単位：百万円）

合　　計

（単位：百万円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

（1）預け金
（2）有価証券
　　満期保有目的の債券
　　その他有価証券のうち満期があるもの
（3）貸出金（※1）

合　　計

28,840

̶
35,455
46,699
110,994

8,000

200
21,811
29,366
59,378

5,000

1,200
33,845
28,917
68,963

54,169

̶
6,145
22,277
82,592

（注４）有利子負債の決算日後の返済予定額
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
257,049
257,049

66,485
66,485

0
0

81
81

（単位：百万円）

（1）預金積金（※1）
合　　計

種　　　類 貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額
債　　　券　　　

国　　　債
地　方　債
　社　　　債

そ　の　他　　　
小　　　計

債　　　券　　　
国　　　債
地　方　債
　社　　　債

そ　の　他　　　
小　　　計

－
－
－
－

199
199
591
－

591
－

200
791
991

－
－
－
－

213
213
514
－

514
－

168
683
896

－
－
－
－
13
13
△77
－

△77
－

△31
△108
△94

（単位：百万円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの

時価が貸借対照表計上額を超えないもの

満期保有目的の債券

合　　計

種　　　類 貸借対照表計上額 取 得 原 価 差　　　額
株　　　式　　　
債　　　券　　　

国　　　債
地　方　債
社　　　債

そ　の　他　　　
小　　　計

株　　　式　　　
債　　　券　　　

国　　　債
地　方　債
社　　　債

そ　の　他　　　
小　　　計

377
－
－
－
－

10,886
11,263

81
50,472
16,419
10,318
23,734
28,519
79,074
90,338

312
－
－
－
－

9,628
9,941
90

56,119
20,494
11,200
24,425
31,794
88,004
97,945

64
－
－
－
－

1,257
1,322
△8

△5,647
△4,075
△881
△690

△3,274
△8,929
△7,607

（単位：百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

その他有価証券

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合　　　計

Seki Shinkin Bank
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動
平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均
法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成２８年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　８年～５０年
その他　　３年～５０年

無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期
間（５年）に基づいて償却しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法によ
り償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。
外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　日本公認会計士協会　銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和４年４月１４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損
失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に融資部が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当を行っ
ております。
退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、企業会計基準適用指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（平成２７年３月２６日）に定め
る簡便法（直近の年金財政計算上の数理債務をもって退職給付債務とする方法）により、当事業年度末における必要額を計上しております。
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資
産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①制度全体の積立状況に関する事項（令和７年３月３１日現在）

年金資産の額
年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額
差引額

　②制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合（令和７年３月３１日現在）
０．１９９２％

　③補足説明
　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高１２７，３０６百万円及び別途積立金９５，４１５百万円であります。本制度におけ
る過去勤務債務の償却方法は期間１４年７カ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金３７
百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担
割合とは一致しません。

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると
認められる額を計上しております。
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必
要と認める額を計上しております。
偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上しております。
固定資産に係る控除対象外消費税等は「その他資産」に計上し、５年間で均等償却を行っております。
会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるも
のは、次のとおりです。
　貸倒引当金　１，５２０百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として７.に記載しております。
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務
者の収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を
及ぼす可能性があります。
理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権はありません。
子会社等の株式又は出資金の総額　　　１９百万円
子会社等に対する金銭債務総額　　 　４２４百万円
有形固定資産の減価償却累計額　　 ３，６９５百万円
有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　２１百万円
信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債
（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）
によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有
価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　１，３４７百万円
危険債権額　　　　　　　　　　　　　　  　３，８８７百万円
三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　３０百万円
貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　 　　　２６４百万円
合計額　　　　　　　　　　　　　　　　  　５，５２９百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対す
る債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りがで
きない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。

1.
2.

3.

4.

5.

6.
7.

8.

9.

10.

11.
12.
13.

14.
15.
16.
17.
18.
19.

20.

21.

22.

23.
24.
25.

26.

27.

　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危
険債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者
に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
手形割引は、業種別委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形及び商業手形は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３６５百万円であります。
担保に供している資産は次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券 ６３２百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金 １４１百万円
　上記のほか、信金中央金庫との為替決済担保として定期預金１０，０００百万円、十六銀行との当座貸越契約の担保として定期預金１５０百万円、岐阜市水
道料受入の担保として定期預金１百万円、関市市税等受入の担保として現金６０百万円を差し入れております。
土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　平成１４年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める地価公示法、及び第２条第３号に定める地方税法に基
づいて、奥行価格補正及び時点修正による補正等合理的な調整を行って算出しております。　　
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額
　△６５７百万円
「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当金庫の保証債務の額は５０百万円であります。
出資１口当たりの純資産額　　１，２８７円４９銭
金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）をしております。
⑵金融商品の内容及びそのリスク
　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
　また、変動金利の預金については、金利の変動リスクにも晒されております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当金庫は、信用リスク管理要領に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対
応など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか融資部により行われ、また、定期的に経営陣によるALM委員会や理事会を開催し、審議・報告を行っております。
さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、資金運用部及びリスク統括部において、信用情報や
時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
　　当金庫は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
　　市場リスク管理に関する規則及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、理事会において決定されたリスク管理に関する
　方針に基づき、ALM委員会において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　日常的にはリスク統括部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベース
　でALM委員会に報告しております。
(ⅱ)為替リスクの管理
　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
(ⅲ)価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、ALM委員会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用基準に従い行われております。
　このうち、資金運用部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リ
スクの軽減を図っております。
(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金」の市場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内と
なるよう管理しております。
　当金庫のVaRは分散共分散法（保有期間1年、信頼区間９９．０％、観測期間５年）により算出しており、令和８年３月３１日現在で当金庫の市場リス
ク量（損失額の推計値）は全体で７，１８５百万円であります。
　なお、当金庫では、モデルが算出するVaRと実際の損益を比較するバックテスティングを実施し、VaR算出モデルの有効性を確認しております。
ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環
境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

　③資金調達に係る流動性リスクの管理
当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性
リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価等の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、一部の金融商品については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額を開示しております。
金融商品の時価等に関する事項
　令和８年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参
照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
金融資産
⑴預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、
残存期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
⑵有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。投資信託は取引所の価格又は公表されて
いる基準価額によっております。
　自金庫保証付私募債は、元利金の合計額を同様の私募債を新規に発行する際に使用する利率で割り引いた価格としております。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については２７.から２９.に記載しております。
⑶貸出金
　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定
　　に計上している額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除した価額
②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定さ
　　れる利率で割り引いた価額
金融負債
⑴預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごと
に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用
いております。なお、残存期間が短期（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれており
ます。以下２９．まで同様であります。

当事業年度中に売却したその他有価証券

減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落してお
り、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、①決算日の時価が、取得原価に比べ５０％以上下落している場合及び、②決算日の時価が、取得
原価に比べ３０％以上５０％未満下落している場合で、かつ、株式等については、決算日前１年間における当該株式等の平均時価が、取得原価に比べ３０％
以上下落している場合であります。
　なお、株式等については、決算日以前の過去１年間における時価が、１度でも取得原価まで回復したものについては、今後１年以内に回復する見込みが
あるものと判断しております。債券の場合、時価の下落が市場金利等の上昇に起因し、保有期間中に時価の下落が解消する見込みがあるときには、回復す
る見込みがあると判断しております。
その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限
り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は４６，４６５百万円であります。このうち契約残
存期間が１年以内のものが１０，５９２百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を
与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実行申し込みを受けた融
資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求す
るほか、契約後も定期的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
出資１口当たり当期純利益金額４８円６１銭
固定資産処分損には、山王通支店建替による損失２９，９１１千円を含んでおります。

以　　上

28.

29.

30.

３１.

３２．

１.
2.
3.

〈損益計算書関連〉

繰延税金資産
　個別貸倒引当金
　退職給付引当金
　役員退職慰労引当金
　未払賞与
　減価償却費
　偶発損失引当金
　未収利息
　減損損失
　その他有価証券評価差額金
　その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

２９４百万円
４百万円
11百万円
４7百万円
１1百万円
１０百万円
2百万円
３７百万円

2，152百万円
25百万円

２，598百万円
△２21百万円
2，376百万円

̶
2，376百万円

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

国　　　債
社　　　債

　外 国 債 券
合　　　計

124
697
697
－

4,364
2,153
5,186

19
－
－
－

511
360
530

4
301
301
－

129
－

434

（単位：百万円）

株　　　式
債　　　券

そ　の　他

貸借対照表計上額 取得原価 差額 うち貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

うち貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

0その他の金銭の信託 0 0 0 －

（単位：百万円）

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」
「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないも
の」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
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総資金利鞘 （単位：％）

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

業務純益 （単位：千円）

業 務 純 益

実 質 業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

（注）総資産経常（当期純）利益率＝ 経常（当期純）利益
総資産（債務保証見返を除く）平均残高

×100

総資産利益率 （単位：％）

2025年度

1.10 

0.97 

0.13

2024年度

0.92 

0.86 

0.06 

0.18 

0.12 

2025年度

0.11 

0.07 

2024年度

総 資 産 経 常 利 益 率

総 資 産 当 期 純 利 益 率

業務粗利益及び業務粗利益率並びに資金運用収支、
役務取引等収支及びその他業務収支

資 金 運 用 収 支

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 収 支

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 業 務 費 用

業 務 粗 利 益

業 務 粗 利 益 率

（単位：千円）

（注）
資金運用勘定平均残高 ×100

業務粗利益　　

資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り

資 金 運 用 勘 定

貸   出   金

預 け 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

資 金 調 達 勘 定
預 金 積 金

平均残高（百万円） 利息（千円） 利回り（％）

うち

うち

(注)資金運用勘定は無利息預け金の平均残高 （2024年度141百万円、2025年度147百万円）を控除して表示してあります。

主要な業務の状況を示す指標

受取利息及び支払利息の増減

受 取 利 息

貸 出 金

預 け 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

支 払 利 息

預 金 積 金

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、按分計算しております。

（単位：千円）

562,336

129,071

279,635

△ 4

153,634

414,327

414,327

利率による増減残高による増減

85,942

56,852

638

△ 126

28,578

5,191

5,191

648,278

185,923

280,274

△ 128

182,213

419,518

419,518

純増減

2025年度

114,263

△ 28,257

116,374

△ 38

26,184

171,544

171,544

利率による増減残高による増減

72,706

31,467

9,384

△ 146

32,002

2,665

2,665

186,969

3,210

125,759

△ 183

58,187

174,209

174,209

純増減

2024年度

うち

うち

業務粗利益率=

コア業務純益
（投資信託売却損益除く）

2025年度

546,810

546,810

616,291

480,384

2024年度

344,706

395,407

352,725

280,646

1.業務純益＝業務収益ー（業務費用ー金銭の信託運用見合
費用）

　業務費用には、例えば人件費の内役員賞与等のような臨時
的な経費等を含まないこととしています。

　また、貸倒引当金繰入額が全体として繰入超過の場合、一般貸
倒引当金繰入額（または取崩額）を含みます。

2.実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額
　実質業務純益は、業務純益から、一般貸倒引当金繰入額の
影響を除いたものです。

3.コア業務純益＝実質業務純益ー国債等債券損益
　国債等債券損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還
益、国債等債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償
却を通算した損益です。

（注）

2024年度

2,703,229

2,936,413

233,184

14,481

307,955

293,473

75,237

560,241

485,003

2,792,948

0.88%

1.10

1.36

0.57

0.50

1.26

0.20
0.20

2025年度

323,989

132,549

92,200

2,036

95,770

311,784
311,784

2025年度 2025年度

3,590,644

1,807,695

532,170

10,380

1,208,810

652,701
652,701

0.92

1.26

0.27

0.50

1.10

0.07
0.07

2024年度

316,856

128,161

91,967

2,060

93,232

305,134
305,134

2024年度 2024年度

2,936,413

1,621,773

251,897

10,509

1,026,598

233,184
233,184

2025年度

2,937,942

3,590,644

652,701

49,226

339,584

290,357

△ 53,961

376,297

430,258

2,933,207

0.90%

営業の状況 Seki Shinkin Bank
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預金科目別残高 （単位：百万円）

（注）1.流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　　2.定期性預金＝定期預金＋定期積金
　　　　固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
　　　　変動金利定期預金：預入期間中に市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金
      3.その他＝別段預金＋納税準備預金＋非居住者円預金

預金科目別平均残高 （単位：百万円）

2025年度

132,592 

10,864 

120,762 

13,968 

399 

565 

107,759 

178,038 

168,584 

168,584 

－

9,453 

1,153 

1,058 

91 

3 

311,784 

－

311,784

2024年度

127,592 

8,785 

117,857 

13,845 

439 

509 

104,960 

176,435 

166,807 

166,807 

－

9,628 

1,106 

1,018 

86 

0 

305,134 

－

305,134 

流 動 性 預 金

当 座 預 金

普 通 預 金

　 決 済 性 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

　 有 利 息 預 金

定 期 性 預 金

定 期 預 金

　 固定金利定期預金

　 変動金利定期預金

定 期 積 金

そ の 他 預 金

別 段 預 金

納 税 準 備 預 金

非 居 住 者 円 預 金

預 金 積 金 合 計

譲 渡 性 預 金

合 計

うち

うち

うち

うち

流 動 性 預 金

当 座 預 金

普 通 預 金

　 決 済 性 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

　 有 利 息 預 金

定 期 性 預 金

定 期 預 金

　 固定金利定期預金

　 変動金利定期預金

定 期 積 金

そ の 他 預 金

別 段 預 金

納 税 準 備 預 金

非 居 住 者 円 預 金

預 金 積 金 合 計

譲 渡 性 預 金

合 計

うち

うち

うち

うち

預金に関する指標

（単位：百万円）貸出金科目別平均残高

貸 出 金

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

（注）残存期間1年以下の割引手形・手形貸付については、変動金利に含めています。

固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金残高 （単位：百万円）

132,549

539

5,235

118,972

7,803

2025年度

128,161

748

5,713

114,371

7,327

2024年度

138,362

48,471

89,891

2025年度

131,176

45,375

85,801

2024年度

貸 出 金

う ち 変 動 金 利

う ち 固 定 金 利

消費者ローン・住宅ローン残高   （単位：百万円）

消 費 者 ロ ー ン

住 宅 ロ ー ン

貸出金等に関する指標

2025年度

140,209 

12,992 

125,926 

16,452 

397 

893 

110,764 

181,040 

171,073 

171,073 

－

9,966 

2,458 

2,356 

96 

5 

323,707 

－

323,707 

2024年度

133,389 

11,510 

120,927 

13,593 

432 

519 

108,285 

174,864 

165,009 

165,009 

－

9,855 

2,214 

2,117 

94 

2 

310,468 

－

310,468 

3,603

32,145

2025年度

3,682

32,316

2024年度

預金の状況、貸出金の状況
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（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：先、百万円、％）貸出金業種別内訳

24,133

72

3

8

7,575

55

100

2,131

6,566

18,062

12,922

91

95

41

1,652

848

83

2,699

4,200

81,345

20,455

36,561

138,362

残高

507

8

1

1

397

13

8

48

286

23

223

4

14

3

129

80

11

75

165

1,996

9

5,172

7,177

17.44

0.05

0.00

0.00

5.47

0.03

0.07

1.54

4.74

13.05

9.33

0.06

0.06

0.02

1.19

0.61

0.05

1.95

3.03

58.79

14.78

26.42

100.00

23,446

69

4 

9 

7,608 

73 

48 

2,085

6,807 

17,095 

10,806 

72 

110 

41 

1,784 

773 

109 

2,276 

1,991

75,214 

19,132 

36,829 

131,176 

539 

9

1

1

415

16 

8 

43 

288 

22 

201

4 

16 

2 

133

76 

12 

73 

161

2,020

9 

5,372 

7,401

17.87 

0.05 

0.00 

0.01 

5.80 

0.06 

0.04

1.59

5.19

13.03

8.24 

0.05

0.08 

0.03

1.36

0.59

0.08

1.74

1.52 

57.34 

14.58 

28.08 

100.00 

構成比先数

2025年度2024年度

残高 構成比先数
業種区分

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気、ガス、熱供給、水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、郵 便 業

卸 売 業 、小 売 業

金 融 業 、保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教 育 、学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

そ の 他 サ ー ビ ス

小 計

地 方 公 共 団 体

個 人

合 計

貸出金の担保別内訳

2025年度

（単位：百万円）

2,056

ー

95

12,808

14,960

33,242

11,193

78,966

138,362

2,150

ー

112 

12,451

14,714 

33,108 

11,682

71,671

131,176

2024年度

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動 産

不 動 産

計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

債務保証見返の担保別内訳 （単位：百万円）

2025年度

ー

ー

ー

40

1

126

167

2024年度

ー

ー

ー

40

2

109

151

当 金 庫 預 金 積 金

不 動 産

計

信用保証協会・信用保険

保 証

信 用

合 計

（単位：百万円、％）貸出金使途別残高

設 備 資 金

運 転 資 金

合 計

58,143 

80,219

138,362 

42.02 

57.98  

100.00 

残　高 構成比

2025年度

56,070 

75,106

131,176 

42.74 

57.26 

100.00 

残　高 構成比

2024年度

預貸率 （単位：％）

2025年度

42.74

42.51

2024年度

42.25

42.00

期 末 預 貸 率

期 中 平 均 預 貸 率

×100
貸出金

預金積金＋譲渡性預金
（注）預貸率＝

Seki Shinkin Bank
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2025年度

（単位：千円）

778

2024年度

ー貸 出 金 償 却

（単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

合 計

期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
期末残高

140

191

1,512

1,480

1,653

1,672

191

154

1,480

1,365

1,672

1,520

0

0

17

89

17

89

140

191

1,495

1,391

1,636

1,583

191

154

1,480

1,365

1,672

1,520

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

貸倒引当金の内訳

貸出金償却の額

商品有価証券の種類別の平均残高

　該当する取引はありません。

（単位：百万円）有価証券の種類別の平均残高

有 価 証 券
国 債

地 方 債

社 債

株 式

外 国 証 券

投 資 信 託

その他の証券

95,770
19,000

10,136

24,443

260

30,447

11,472

9

93,232
17,469

7,993

23,961

52

31,365

12,381

8

2025年度2024年度

（単位：百万円）有価証券の残存期間別残高（時価）

国 債
地 方 債
社 債
株 式
外 国 証 券
投 資 信 託
その他の証券

1,594

ー

3,326

ー

997

301

0

996

495

8,819

ー

4,915

1,200

ー

ー

297

9,642

ー

5,207

3,141

ー

ー

1,086

896

ー

3,094

789

ー

2,972

8,439

ー

ー

2,962

696

3

10,856

514

1,050

ー

4,994

230

ー

ー

ー

ー

492

6,476

4,778

ー

16,419

10,833

23,734

492

28,649

11,138

3

100

998

5,171

ー

1,097

850

ー

ー

ー

6,739

ー 

2,675

1,125

6

ー

ー

8,850

ー

9,233

2,571

ー

ー

ー

1,349

ー

2,394

1,872

ー

1,862

7,623

ー

ー

2,493

535

3

13,341

ー

1,358

ー

5,808

469

ー

ー

ー

ー

47

6,297

3,356

ー

15,303

8,621

23,468

47

29,999

10,781

9

2025年度

1年以下 1年超3年以下

2025年度

3年超5年以下

2025年度

5年超7年以下

2025年度

7年超10年以下

2025年度

10年超

2025年度

期間の定めのないもの

2025年度

合計

預証率

2025年度

（単位：％）

28.22

30.71

28.42

30.55

2024年度

期 末 預 証 率

期 中 平 均 預 証 率

×100有価証券
預金積金＋譲渡性預金

（注）預証率＝

2025年度2024年度 2024年度 2024年度 2024年度 2024年度 2024年度 2024年度2024年度

有価証券に関する指標

貸倒引当金・貸出金償却の状況 Seki Shinkin Bank

有価証券の状況 Seki Shinkin Bank
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取得原価貸借対照表
計上額

その他の金銭の信託 （単位：百万円）

差　　額

2024年度

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

取得原価貸借対照表
計上額 差　　額

0 0 0 0 ̶0 0 0 0 ̶

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳です。

2025年度

金銭の信託

信用金庫法施行規則第102条第1項第5号に掲げる取引については該当ございません。

売買目的有価証券 該当する取引はありません。

有価証券の時価情報

（注）1.時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
      2.上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
      3.時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。　　

（注）1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
      2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
      3. 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。　　

差　　額貸借対照表
計上額 取得原価

2025年度2024年度

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計
合 計

差　　額貸借対照表
計上額 取得原価

貸借対照表計上額が
取得原価を
超えないもの

13
46,056
14,688
8,521
22,846
30,350
76,420
87,792

18
49,794
17,579
8,900
23,315
33,495
83,309
93,622

△ 4
△ 3,738
△ 2,891
△378
△ 468

△ 3,145
△ 6,889
△ 5,830

81
50,472
16,419
10,318
23,734
28,519
79,074
90,338

90
56,119
20,494
11,200
24,425
31,794
88,004
97,945

△ 8
△ 5,647
△ 4,075
△881
△ 690

△ 3,274
△ 8,929
△ 7,607

その他有価証券 （単位：百万円）

差　　額貸借対照表
計上額 時　　価

2025年度2024年度

債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計
合 計

差　　額貸借対照表
計上額 時　　価

時価が
貸借対照表計上額を
超えないもの

̶
̶
̶
̶

200
200
399

̶
̶
̶
̶

177
177
395

̶
̶
̶
̶

△ 22
△ 22
△ 4

591
̶

591
̶

200
791
991

514
̶

514
̶

168
683
896

△ 77
̶

△ 77
̶

△ 31
△ 108
△ 94

差　　額貸借対照表
計上額 時　　価

2025年度2024年度

債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

差　　額貸借対照表
計上額 時　　価

時価が
貸借対照表計上額を

超えるもの

̶
̶
̶
̶

199
199

̶
̶
̶
̶

218
218

̶
̶
̶
̶
18
18

̶
̶
̶
̶

199
199

̶
̶
̶
̶

213
213

̶
̶
̶
̶
13
13

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

差　　額貸借対照表
計上額 取得原価

2025年度2024年度

株 式
債 券
国 債
地 方 債
社 債

そ の 他
小 計

差　　額貸借対照表
計上額 取得原価

貸借対照表計上額が
取得原価を
超えるもの

0
1.337
615
100
622

10,034
11,372

0
1.335
613
100
621

8,977
10,312

0
1
1
0
0

1,057
1,059

337
̶
̶
̶
̶

10,886
11,263

312
̶
̶
̶
̶

9,628
9,941

64
̶
̶
̶
̶

1,257
1,322

時価情報 Seki Shinkin Bank

40



資
料
編

子 会 社・子 法 人 等 株 式
非 上 場 株 式
組 合 出 資 金
合 計

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券 （単位：百万円）

貸借対照表計上額

2025年度

19

15

3

38

2024年度

18

15

9

43

貸借対照表計上額

開示残高
（ａ）区　分

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

三月以上
延滞債権

貸出条件
緩和債権

小計（Ａ）

正常債権（Ｂ）

総与信残高
（Ａ）+（Ｂ）

保全額
（ｂ） 担保・保証等による

回収見込額（ｃ）
貸倒引当金
（ｄ）

保全率
（ｂ）/（ａ）

引当率
（ｄ）/（ａ-ｃ）

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

2024年度

2025年度

1,605

1,347

4,052

3,887

140

295

27

30

113

264

5,798

5,529

125,631

133,107

131,430

138,637

1,605

1,347

2,907

2,739

57

141

27

30

57

141

4,868

4,527

866

669

2,461

2,346

45

111

27

30

45

111

3,372

3,127

739

677

446

393

12

30

0

0

12

30

1,496

1,400

100.00

100.00

71.74

70.47

40.71

47.80

100.00

100.00

50.44

53.41

83.96

81.88

100.00

100.00

28.03

25.50

12.63

16.30

17.65

19.61

61.67

58.28

（単位：百万円、％）信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

不良債権の状況

１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及
びこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可
能性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。

３．「要管理債権」とは、信用金庫法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額です。
４．「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」
に該当しない貸出金です。

５．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。

６．「正常債権」（Ｂ）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の
債権です。

７．「担保・保証等による回収見込額」（ｃ）は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
８．「貸倒引当金」（ｄ）には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
９．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の
全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使
用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

（注）

時価情報 Seki Shinkin Bank

健全性の指標 Seki Shinkin Bank
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１．対象役員
　　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払う
　「基本報酬」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。
　（１）報酬体系の概要
　【基本報酬】
　　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当金庫の理事会において決定しております。また、各監事の基本報酬額
　につきましては、監事の協議により決定しております。
　【退職慰労金】
　　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　　ａ．決定方法　

　（２）令和7年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（注）１．対象役員に該当する理事は10名、監事は2名です（期中に退任した者を含む）。
２．上記の内訳は、「基本報酬」96百万円、「退職慰労金」10百万円となっております。
　なお、「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

　（３）その他
　　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影
　響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号）第2条第１項第３号、第4号及び第6号に
　該当する事項はありませんでした。

２．対象職員等
　　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報
　酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　　なお、令和7年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
2．「同等額」は 、令和7年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
3．令和7年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

　当金庫は、当金庫の保有する資産（貸出金及び貸出金に準ずる資産）を信用金庫法及び企業会計原則等の諸法規等に基づき自己査定を行い、その
自己査定結果により判断された信用リスクの程度に応じて適切な償却・引当を行っております。

区　　分
対象役員に対する報酬等

支払総額
107

（単位：百万円）

（注　Ｐ４5自己資本の充実の状況等について）
１．所要自己資本額＝リスク・アセット等×４％
２．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
３．「延滞等」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　③3か月以上限度額を超過した当座貸越であること
４．当金庫では、マーケット・リスクに関する事項は該当ありません。
５．当金庫は、標準的計測手法かつILMを「１」によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しております。
６．総所要自己資本額＝リスク・アセットの合計額（自己資本比率の分母の額）×４％

償却及び引当の方針

健全性の指標 Seki Shinkin Bank

報酬体系について Seki Shinkin Bank

当金庫の自己資本の充実の状況等について Seki Shinkin Bank
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■定性的な開示事項

　自己資本は、主にコア資本に係る基礎項目と同じく調整項目とで構成されています。令和7年度末の自己資本額のうち、当金庫が積み立てているもの以外のものは、基礎
項目では地域のお客さまからお預りしている出資金が該当します。

1.自己資本調達手段の概要

　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させてまいりました。自己資本比率は国内基準である4％を上回っており、経営の
健全性・安全性を充分保っていると評価しております。
　一方、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収益計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第一義的な施策として
考えております。尚、収益計画については、貸出金計画に基づいた利息収入や市場環境を踏まえた運用収益など、足元の状況を十分に踏まえた上で策定された極めて実現
性の高いものであります。

2.自己資本の充実度に関する評価方法の概要

　信用リスクとは、取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を受けるリスクのことをいいます。当金庫では、信用リスクを
当金庫が管理すべき最重要のリスクであるとの認識の上、与信業務の基本的な理念や手続き等を明示した「クレジットポリシー」を制定し、広く役職員に理解と遵守を促す
とともに、信用リスク管理を徹底しています。
　信用リスクの評価につきましては、当金庫では、信用格付制度を導入し厳格な自己査定を実施しております。また、信用リスクの計測にあたっては、与信金額、デフォルト率、
未保全率のデータを整備し、高度な計測モデルを用いてリスク量の計測を行っております。
　以上、一連の信用リスク管理の状況については、ALM委員会で協議検討を行うとともに、定期的にあるいは必要に応じて理事会、常勤理事会といった経営陣に対して報
告する態勢を整備しております。
　貸倒引当金については、「自己査定基準」及び「償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を基に算定するとともに、その結果に
ついては監査法人の監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

1. リスク管理の方針及び手続の概要

　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の4つの機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格格付機関の使分けは行っておりません。
　・R＆I　・JCR　・Moody’s　・S＆P

2. リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関

3.信用リスクに関する事項

　信用リスク削減手法とは、金庫が抱えている信用リスクを軽減化するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などが該当します。当金庫では、融資
の取上げに際し、資金使途、返済原資、財務内容、事業環境、経営者の資質など、さまざまな角度から可否の判断をしており、担保や保証による保全措置は、あくまでも補完
的な位置付けとして認識しております。したがって、担保又は保証に過度に依存しないような融資の取上げ姿勢に徹しております。ただし、与信審査の結果、担保又は保証が
必要な場合には、お客さまへの十分な説明とご理解をいただいた上で、ご契約いただくなど適切な取扱いに努めております。
　当金庫が扱う担保には、自金庫預金積金、有価証券、不動産等、保証には、人的担保、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等がありますが、その手続について
は、金庫が定める「融資事務取扱要領」等により、適切な事務取扱い及び適正な評価を行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証、外国為替取引に関して、お客さまが期限の利益を失われた場合には、当該与信取引の範囲において、預金相殺
を用いる場合があります。この際、信用リスク削減方策の一つとして、金庫が定める「融資事務取扱要領」や各種約定書等に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通
知や諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用している信用リスク削減手法には、預金相殺の他に適格担保としての自金庫預金積金があります。
　また、信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中に関しては、特に業種やエクスポージャーの種類に偏ることなく分散されております。

4.信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化取引を用いておりません。
3. 信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針

　当金庫は、標準的手法により証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額を算出しております。
4. 証券化エクスポージャーの信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称

　当金庫はオリジネーターとして証券化取引を取り扱っていないため、当金庫の子法人等（連結子法人等を除く）及び関連法人等は、当金庫が行った証券化取引に係る証券
化エクスポージャーを保有しておりません。

5. 信用金庫の子法人等（連結子法人等を除く）のうち、当該信用金庫が行った証券化取引（信用金庫が証券化目的導管体を用いて行った証券化取引を
　 含む）に係る証券化エクスポージャーを保有しているものの名称

　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、証券化エクスポージャーおよびその裏付資産に係る市場の状況等、当該証券化エクスポージャーに関す
るデューデリジェンスやモニタリングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的又は適時に入手可能であることを資金運用部資金運用課において事前に確認するとと
もに、当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、当該証券化商品に内包されるリスクおよび構造上の特性等の分析を行い、リスク統括部リスク管理
課の審査を経たうえで、理事長の決裁により最終決定することとしております。
　また、保有している証券化エクスポージャーについては、資金運用部資金運用課において当該証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る情報を信託銀行、証券会
社等から半期ごと及び適時に収集し、必要に応じて個別案件ごとに信用補完の十分性やスキーム維持の蓋然性等の検証を行うこととしております。

2. 自己資本比率告示第２４8条第1項第1号から第4号までに規定する体制の整備及びその運用状況の概要

　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先劣後構造の関係にある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部又は全部を第三者に移転する性
質を有する取引をいい、証券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをいいます。【また、再証券化取引とは、証券化取引のうち、原資産の一部又は全部
が証券化エクスポージャーである証券化取引をいい、再証券化エクスポージャーとはそのエクスポージャーをいいます。】
　当金庫が証券化取引【（再証券化取引を含む。以下本項において同じ。）】を行う場合には、有価証券投資の一環で投資家として証券化取引を行っております。
　当金庫が保有する証券化エクスポージャー【（再証券化エクスポージャーを含む。以下本項において同じ。）】については、信用リスク及び市場リスクが内包されておりますが、
「資金運用基準」で定める保有限度枠内で取り扱うとともに、投資対象を一定の信用力を有するものとするなど、適正な運用・管理を行っております。
　なお、当金庫は再証券化エクスポージャーを保有しておりません。

1. リスク管理の方針及びリスク特性の概要

6.証券化エクスポージャーに関する事項

　派生商品取引には、市場の変動により損失を受ける可能性のある市場リスクや、取引相手方が支払不能になることにより損失を受ける可能性のある信用リスクが内包さ
れております。
　当金庫における派生商品取引は、保有する投資信託の裏付資産の一部であり、有価証券にかかる投資方針の中で定めている投資枠内での取引に限定するとともに、その
リスク管理については、金庫で定める「市場リスク管理要領」に則り、適切に管理しております。
　また、長期決済期間取引はございません。

5.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要5.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要5.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要5.派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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　当金庫は標準的計測手法を採用しております。

　当金庫では、オペレーショナル・リスクを「内部プロセス・人・システムが不適切であることもしくは機能しないこと、または外生的事象が生起することから当金庫に生じる損
失にかかるリスク」と定義しています。当金庫は、オペレーショナル・リスクについて、事務リスク、システムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評リスクの各リ
スクを含む幅広いリスクと考え、管理態勢や管理方法に関するリスク管理の基本方針をそれぞれのリスクについて定め、確実にリスクを認識し、評価しております。
　リスクの計測に関しましては、標準的計測手法を採用しておりますが、これらリスクについては、ALM委員会におきまして協議・検討するとともに、定期的にあるいは必要
に応じて経営陣による理事会等において、報告する態勢を整備しております。

1. リスク管理の方針及び手続の概要

2. オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

7.オペレーショナル・リスクに関する事項

　上場株式、上場優先出資証券、株式投資信託にかかるリスクの認識については、時価評価及び最大予想損失額（VaR）によるリスク計測によって把握するとともに、当金
庫の抱える市場リスクの状況や、設定されたリスク限度枠、損失限度枠の遵守状況等を、定期的にALM委員会へ報告するとともに、ストレステストなど複合的なリスクの分
析を実施しております。
　一方、非上場株式、子会社・関連会社、政策投資株式、その他の出資金に関しましては、当金庫が定める「資金運用規程」及び「資金運用基準」などに基づいた適正な運用・
管理を行っております。また、リスクの状況については、定期的にあるいは必要に応じて経営陣へ報告を行うなど、適切なリスク管理に努めております。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に関する実務指針」に従った、適正な
処理を行っております。

8.出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要8.出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　当庫では、市場金利の変動が経営に与える影響の重大性を認識し、適切にリスクコントロールすることを基本方針としています。
　金利リスクは金庫の全ての金利感応資産・負債を対象に管理しております。通貨については、重要な金利リスクを有する日本円、米ドル、豪ドルを対象としています。
　金利リスクの計測は、ＩＲＲＢＢ（金利変動による経済変動の指標である⊿ＥＶＥ及び、期間収益変化の指標である⊿ＮＩＩ）、ＶａＲ（バリュー･アット･リスク）、ＢＰＶ（ベーシス･
　ポイント･バリュー）といった金利リスク指標を、リスク統括部が毎月末を基準日とし月次で計測し、有価証券等の売却により金利リスクの削減を行う方針としています。

1. リスク管理の方針及び手続きの概要

　（１）金利ショックに関する説明
当庫では、主としてＶａＲ（バリュー・アット・リスク）を用い、金利による時価変動リスクを算定しています。また、ストレステストの実施にあたり、過去のストレス事象発生
時や一定期間における金利上昇幅を参考に、金庫全体の金利リスクの影響を定期的に検証しています。

　（２）金利リスク計測の前提及びその意味
ＶａＲについては、「分散共分散法」を採用し、保有期間１年、観測期間5年、信頼区間９９%としており、リスク量が配賦資本の範囲内であるかについて、リスク統括部が
月次でＡＬＭ委員会に報告しています。

3. 金庫が、自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、収益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的開示の対象と
　 なる⊿ＥＶＥ及び⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項

　（１）開示告示に基づく定量的開示の対象となる⊿EVE 並びに金庫がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに関する事項
　　  ①流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　　  流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
　　  ②流動性預金に割りてられた最長の金利改定満期
　　　  流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は5年です。
　　  ③流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデル等）及びその前提
　　　  流動性預金への満期の割当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
　　  ④固定金利貸出の期限前返済や定期預金の早期解約に関する前提
　　　  固定金利貸出の期限前返済及び定期預金の早期解約については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
　　  ⑤複数の通貨の集計方法及びその前提
　　　  通貨別に算出した金利リスク値を合算しています。なお金利リスクの合算において、通貨間の相関等は考慮していません。
　　  ⑥スプレッドに関する前提
　　　 リスクフリーレートの金利ショック幅と割引金利の金利ショック幅を同一と見なしており、割引金利の相関やスプレッドは考慮していません。
　　  ⑦内部モデルの使用等、⊿EVE 及び⊿NIIに重大な影響を及ぼすその他の前提
　　　 該当事項はありません。
　　  ⑧前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　　 前事業年度末の開示からの変動はありません。
　　  ⑨計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　　 重要性テストの結果は42.630%と基準値（20%）を超えていますが、リスク顕在化後の自己資本比率は7.790%と国内基準の4%を超えています。

2. 金利リスクの算定手法の概要

9.金利リスクに関する事項

　証券化取引に関する金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識、その評価及び会計処理については、企業会計基準委員会「金融商品に関する会計基準」等に準拠し
ており、時価を把握することが極めて困難と認められる場合を除き、市場価格及びこれに準じるものとして合理的に算定された価格（ブローカー又は情報ベンダーから入手
する価格等）による評価を実施しております。

６． 証券化取引に関する会計方針

　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は、以下のとおりです。なお、証券化エクスポージャーの種類ごとに使用する適格格付機関を分
類はしておりません。
・Ｒ＆Ｉ　・ＪＣＲ　・Ｍｏｏｄｙ’ｓ　・Ｓ＆Ｐ

7． 証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称

Seki Shinkin Bank
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資
料
編

自己資本の充実度に関する事項
（単位：百万円）

2025年度 2025年度 2025年度 2025年度2024年度 2024年度 2024年度 2024年度
リスク・アセット等 所要自己資本額 リスク・アセット等 所要自己資本額

単体ベース 連結ベース

113,946 

103,326 

―
―
―
―
―

700 
60 
―
69 
13 

32,754 
―
―

24,439 
―

12,845 
0 

18,068 
9,718 
498 

7,851 
1 
―

1,699 
3,300 
228 
15 
594 
―
62 

8,480 
―

―

1,432
 

647

 
―

600
 

5,800 
―
―
―
―
―
―

10,602 

10,602 
―
―
―
―
―

―

―
10 

4,843 
3,228 
387 

118,789 

119,373 

106,363 

―
―
―
―
―

700 
60 
―
29 
10 

31,109 
3,986 

―
25,305 

―
12,505 
252 

22,269 
9,630 
1,125 
11,512 

0 
―

1,499 
3,652 
201 
12 
664 
―

573 
7,775 

―

―

1,432 

636 

―

―

5,707 
―
―
―
―
―
―

12,985 

12,985 
―
―
―
―
―

―

―
16 

4,761 
3,174 
380 

124,134 

4,557 

4,133
 

―
―
―
―
―
―
―
―
2 
0 

1,310 
―
―

977 
―

513 
0 

722 
388 
19 
314 
0 
―
67 
132 
9 
0 
23 
―
2 

339 
―

―

57
 

25 

―

24 

232 
―
―
―
―
―
―

424 

424 
―
―
―
―
―

―

―
0 

193 

4,751 

4,774 

4,254 

―
―
―
―
―
28 
2 
―
1 
0 

1,244 
159 
―

1,012 
―

500 
10 
890 
385 
45 
460 
0 
―
59 
146 
8 
0 
26 
―
22 
311 
―

―

57
 

25

 
―

―

228 
―
―
―
―
―
―

519
 

519 
―
―
―
―
―

―

―
0 

190 

4,965

115,012 

104,393 

―
―
―
―
―

700 
60 
―
69 
13 

32,754 
―
―

24,439 
―

12,845 
0 

18,068 
9,718 
498 

7,851 
1 
―

1,699 
3,300 
228 
15 
594 
―
62 

9,547 
―

―

1,432
 

657

 
―

600
 

6,857 
―
―
―
―
―
―

10,602 

10,602 
―
―
―
―
―

―

―
10 

5,017 
3,344 
401 

120,029 

120,564 

107,554
 

―
―
―
―
―

700 
60 
―
29 
10 

31,109 
3,986 

―
25,305 

―
12,505 
252 

22,269 
9,630 
1,125 
11,512 

0 
―

1,499 
3,652 
201 
12 
664 
―

573 
8,966 

―

―

1,432
 

642

 
―

―

6,891 
―
―
―
―
―
―

12,985 

12,985 
―
―
―
―
―

―

―
16 

4,955 
3,303 
396 

125,519 

4,600 

4,175 

―
―
―
―
―
―
―
―
2 
0 

1,310 
―
―

977 
―

513 
0 

722 
388 
19 
314 
0 
―
67 
132 
9 
0 
23 
―
2 

381 
―

―

57 

26 

―

24
 

274 
―
―
―
―
―
―

424 

424 
―
―
―
―
―

―

―
0 

200 

4,801 

4,822 

4,302
 

―
―
―
―
―
28 
2 
―
1 
0 

1,244 
―
―

1,012 
―

500 
10 
890 
385 
45 
460 
0 
―
59 
146 
8 
0 
26 
―
22 
358 
―

―

57
 

25

 
―

―

275 
―
―
―
―
―
―

519 

519 
―
―
―
―
―

―

―
0 

198 

5,020 

イ． 信用リスク・アセットの額の合計

ロ． オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額

ハ． リスク・アセットの合計額及び総所要自己資本額（イ＋ロ）   

現金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国際決済銀行等向け
我が国の地方公共団体向け 
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国際開発銀行向け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カバード・ボンド向け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不動産関連向け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取立未済手形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株式等
上記以外

証券化

再証券化

ルック･スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式(250%)
蓋然性方式(400%)
フォールバック方式(1250%)

第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

特定貸付債権向け

トランザクター向け

重要な出資のエクスポージャー

STC要件適用分 
短期STC要件適用分 
不良債権証券化適用分 
STC・不良債権証券化適用対象外分 

ＢＩ
ＢＩＣ

上記以外のエクスポージャー

自己居住用不動産等向け
賃貸用不動産向け
事業用不動産関連向け
その他不動産関連向け
ＡＤＣ向け

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部TLAC関連調達手段に
該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を
保有している他の金融機関等に係るその他外部
TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー

総株主等の議決権の百分の十を超える議決権を
保有していない他の金融機関等に係るその他外
部TLAC関連調達手段に係るエクスポージャー

信用金庫連合会の対象普通出資等であっ
てコア資本に係る調整項目の額に算入さ
れなかった部分に係るエクスポージャー

特定項目のうち調整項目に算入されな
い部分に係るエクスポージャー

①標準的手法が適用されるポートフォリオごとの
　エクスポ－ジャー

②証券化エクスポージャー

③リスク・ウエイトのみなし計算が適用される
　エクスポージャー

④未決済取引

⑥CVAリスク相当額を８％で除して得た額（簡便法）
⑦中央清算機関関連エクスポージャー

⑤他の金融機関等の対象資本等調達手段に係るエク
スポージャーに係る経過措置によりリスク・アセット
の額に算入されなかったものの額

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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単体ベース

2025年度項　　　　　　　　　　　　　　目

（単位：百万円）自己資本比率

■定量的な開示事項
自己資本の構成に関する事項

2024年度
コア資本に係る基礎項目　（1）
普通出資等又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
　  うち、出資金及び資本剰余金の額
　  うち、利益剰余金の額
　  うち、外部流出予定額（△）
　  うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　  うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　  うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額　（イ）
コア資本に係る調整項目　（２）
無形固定資産（モーケージ･サービシング･ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　  うち、のれんに係るものの額
　  うち、のれん及びモーゲージ･サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目係る１０パーセント基準超過額
　  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　  うち、モーゲージ･サービシング･ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 
　  うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る１５パーセント基準超過額    
　  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　  うち、モーゲージ･サービシング･ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　  うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額　（  （イ）－（ロ）  ）　（ハ）
リスク・アセット等　（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
　  うち、経過措置によりリスク･アセットの額に算入される額の合計額
　  　  うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
　  　  うち、上記以外に該当するものの額
マーケット・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額
フロア調整額
リスク・アセット等の額の合計額　(ニ)
自己資本比率
自己資本比率    (  (ハ）／（ニ)  )

16,411
410

16,016
16
―

191
191
―

ー

16,603

63
―
63
―
―
―
―
31
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
95

16,507

113,946

―

―
4,843

―
118,789

13.89％

16,819
427

16,408
16
ー

155
155
ー

ー

16,974

78
―
78
―
―
―
―
41
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

―
119

16,854

119,373

―

―
4,761

―
124,134

13.57%

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の
額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額の４５パーセントに相当する額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

Seki Shinkin Bank
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編

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に
照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。

　　 なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

連結ベース

2025年度項　　　　　　　　　　　　　　目

（単位：百万円）自己資本比率
2024年度

コア資本に係る基礎項目　（1）
普通出資等又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
　  うち、出資金及び資本剰余金の額
　  うち、利益剰余金の額
　  うち、外部流出予定額（△）
　  うち、上記以外に該当するものの額
コア資本に算入されるその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等
　  うち、為替換算調整勘定
　  うち、退職給付に係るものの額
コア資本に係る調整後非支配株主持分の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　  うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　  うち、適格引当金コア資本算入額　
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額　（イ）
コア資本に係る調整項目　（２）
無形固定資産（モーゲージ･サービシング･ライツに係るものを除く。）の額の合計額
　  うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む）の額
　  うち、のれん及びモーゲージ･サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
退職給付に係る資産の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る１０パーセント基準超過額
　  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　  うち、モーゲージ･サービシング･ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　  うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る１５％基準超過額
　  うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
　  うち、モーゲージ･サービシング･ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
　  うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額　（ロ）
自己資本
自己資本の額　（  （イ）－（ロ）  ）　（ハ）
リスク・アセット等　（３）
信用リスクア・セットの額の合計額
　  うち、経過措置によりリスク･アセットの額に算入される額の合計額
　  　  うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
　  　  うち、上記以外に該当するものの額
マーケット・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額
フロア調整額
リスク・アセット等の額の合計額　(ニ)
連結自己資本比率
連結自己資本比率　 (  (ハ）／（ニ)  )

16,425
410

16,031
17
△10
―
―

96
196
196
―

―

―
16,718

63
―
63
―
―
―
―
31
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
95

16,623

115,012

―

―
5,017

―
120,029

13.84%

16,837
427

16,428
17
△10
―
―

104
157
157
―

―

―
17,100

78
―
78
―
―
―
―
41
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

119

16,981

120,564

―

―
4,955

―
125,519

13.52%

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の
額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価格の差額の４５パーセントに相当する額の
うち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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単体ベース

（単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

三月以上
延滞
エクス
ポージャー

延滞
エクス
ポージャーデリバティブ

取引債　券

2024年度 2024年度 2024年度 2024年度 2024年度

（注） 1.オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
　　 2.「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　  ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　  ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　  ③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　 ３.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には現金等が含まれます。
　　 ４.ＣＶＡリスク及び中央清算期間関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　 ５.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

2025年度

56,712 

23,153 

79,865 

13,384 

－

－

－

750 

2,300 

900 

2,199 

3,000 

19,000 

－

－

－

－

200 

－

－

－

－

38,130 

－ 

－

79,865 

5,937 

15,312 

15,042 

5,473 

15,298 

22,801 

－

79,865 

202５年度

5,654

－

5,654

2,275

－

－

8

385

－

－

33

545

－

708

－

－

－

734

53

－

164

121

－

624

－

5,654

2025年度 2025年度 202５年度

303,578 

23,153 

326,731 

37,949 

77 

3 

8 

10,250 

2,496 

961 

5,069 

9,998 

135,170 

13,637 

91 

252 

41 

2,374 

1,511 

105 

3,029 

4,661 

58,605 

31,703 

8,607 

326,731 

80,551 

49,858 

35,768 

26,357 

37,133 

87,437 

9,623 

326,731 

139,666 

－

139,666 

24,286 

77 

3 

8 

9,485 

196 

8 

2,858 

6,965 

18,110 

13,637 

91 

252 

41 

2,174 

1,494 

105 

3,029 

4,658 

20,475 

31,703 

1 

139,666 

20,433 

9,931 

16,486 

12,884 

21,834 

57,635 

460 

139,666 

44 

－

44 

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

44 

44 

－

－

－

－

－

－

44 

44 

5,824

－

5,824

2,379

－

－

9

612

－

－

26

551

－

889

－

－

－

346

89

－

150

144

－

623

－

5,824

42 

－

42 

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

42 

42 

－

－

－

－

－

－

42 

42 

51,131 

24,258 

75,389 

11,098 

－

－

－

950 

2,100 

900 

2,802 

2,400 

18,400 

－

－

－

－

200 

－

－

－

－

36,539 

－ 

－ 

75,389 

7,378 

9,547 

17,731 

3,926 

12,402 

24,402 

－ 

75,389 

287,879 

24,258 

312,137 

34,585 

73 

4 

9 

10,476 

2,299 

959 

5,676 

9,672 

131,869 

11,555 

91 

278 

41 

2,520 

1,406 

133 

2,606 

2,413 

55,687 

31,763 

7,896 

312,137 

74,114 

48,583 

36,158 

24,079 

34,182 

86,466 

8,551 

312,137

132,344 

－

132,344 

23,479 

73 

4 

9 

9,526 

199 

10 

2,852 

7,272 

17,156 

11,555 

91 

278 

41 

2,320 

1,406 

133 

2,606 

2,410 

19,148 

31,763 

1 

132,344 

18,062 

7,687 

16,107 

13,152 

21,780 

55,064 

490 

132,344 

信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高〈地域別・業種別・残存期間別〉

国 内

国 外

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医 療 、 福 祉

その他のサービス業

国・地方公共団体等

個 人

そ の 他

業 種 別 合 計

1 年 以 下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超 　年以下

　 年 超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

10

10

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

Seki Shinkin Bank
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（単位：百万円）

エクスポージャー
区分

地域区分
業種区分
期間区分

信用リスクエクスポージャー期末残高

貸出金、コミットメント及び
その他のデリバティブ以外
のオフ・バランス取引

デリバティブ
取引債　券

56,712 

23,153 

79,865 

13,384 

－ 

－ 

－

750 

2,300 

900 

2,199 

3,000 

19,000 

－ 

－ 

－

－

200 

－ 

－ 

－

－

38,130 

－

－

79,865 

5,937 

15,312 

15,042 

5,473 

15,298 

22,801 

－

79,865 

321,541 

23,153 

344,694 

37,949 

77 

3 

8 

10,250 

2,496 

961 

5,069 

9,998 

135,170 

13,637 

91 

252 

41 

2,374 

1,511 

105 

3,029 

4,661 

58,605 

31,703 

8,727 

344,694 

80,551 

49,858 

35,768 

26,357 

37,133 

87,437 

9,743 

344,694 

139,666 

－

139,666 

24,286 

77 

3 

8 

9,485 

196 

8 

2,858 

6,965 

18,110 

13,637 

91 

252 

41 

2,174 

1,494 

105 

3,029 

4,658 

20,475 

31,703 

1 

139,666 

20,433 

9,931 

16,486 

12,884 

21,834 

57,635 

460 

139,666 

51,131 

24,258 

75,389 

11,098 

－ 

－ 

－

950 

2,100 

900 

2,802 

2,400 

18,400 

－ 

－ 

－

－ 

200 

－ 

－ 

－

－ 

36,539 

－

－

75,389 

7,378 

9,547 

17,731 

3,926 

12,402 

24,402 

－ 

75,389 

306,494 

24,258 

330,752 

34,585 

73 

4 

9 

10,476 

2,299 

959 

5,676 

9,672 

131,869 

11,555 

91 

278 

41 

2,520 

1,406 

133 

2,606 

2,413 

55,687 

31,763 

8,011 

330,752 

74,114 

48,583 

36,158 

24,079 

34,182 

86,466 

8,666 

330,752 

132,344 

－

132,344 

23,479 

73 

4 

9 

9,526 

199 

10 

2,852 

7,272 

17,156 

11,555 

91 

278 

41 

2,320 

1,406 

133 

2,606 

2,410 

19,148 

31,763 

1 

132,344 

18,062 

7,687 

16,107 

13,152 

21,780 

55,064 

490 

132,344 

5,654

－

5,654

2,275

－

－

8

385

－

－

33

545

－

708

－

－

－

734

53

－

164

121

－

624

－

5,654

44 

－

44 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

44 

44 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

44 

44 

5,824

－

5,824

2,379

－

－

9

612

－

－

26

551

－

889

－ 

－

－ 

346

89

－

150

144

－

623

－

5,824

42 

－

42 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

42 

42 

－ 

－ 

－

－ 

－ 

－

42 

42 

国 内

国 外

地 域 別 合 計

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医 療 、 福 祉

その他のサービス業

国・地方公共団体等

個 人

そ の 他

業 種 別 合 計

1 年 以 下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10　　年　　超

期間の定めのないもの

残存期間別合計

2024年度 2024年度 2024年度 2024年度 2024年度2025年度 2025年度2025年度 2025年度 2025年度

三月以上
延滞
エクス
ポージャー

延滞
エクス
ポージャー

（注） 1.オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除く。
　　 2.「延滞エクスポージャー」とは、次の事由が生じたエクスポージャーのことです。
　　　  ①金融再生法施行規則上の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」に該当すること
　　　  ②重大な経済的損失を伴う売却を行うこと
　　　  ③３か月以上限度額を超過した当座貸越であること
　　 ３.上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することや、業種区分に分類することが困難なエクスポージャーです。具体的には現金等が含まれます。
　　 ４.ＣＶＡリスク及び中央清算期間関連エクスポージャーは含まれておりません。
　　 ５.業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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単体ベース 連結ベース

単体ベース

連結ベース

1．当金庫は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しています。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しています。

（注）

（単位：百万円）
一般貸倒引当金、個別貸倒引当金期末残高及び期中の増減額

（単位：百万円）

（単位：百万円）

業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高等

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

　 合 計 　

2025年度

157

1,371

1,529

2025年度

191

1,480

1,672

2025年度

△ 36

△ 114

△ 151

2025年度

154

1,365

1,520

2025年度

196

1,489

1,685

2025年度

△ 39

△ 118

△ 156

196

1,489

1,685

140

1,512

1,653

50

△ 32

18

191

1,480

1,672

144

1,519

1,663

52

△ 30

22

期首残高 期中増減額 期末残高 期首残高 期中増減額 期末残高

期首残高
個別貸倒引当金
期中増減額 期末残高

貸出金償却

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
その他のサービス業
国・地方公共団体等
個 人
合 計

2024年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2025年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2025年度
782
－
－
0

149
－
－
6
71
－

308
－
－
－
38
2
－
69
11
－
39

1,480

2025年度
762
0
0
0
59
0
0
3
78
0

311
0
0
0
37
1
0
65
11
0
38

1,365

2025年度
△ 20

0
0
0

△ 90
0
0

△ 3
7
0
3
0
0
0

△ 1
△ 1
0

△ 4
0
0

△ 1
△ 115

2024年度
785
－
－
23
102
－
－
－
63
－

320
－
－
－
94
6
－
71
5
－
38

1,512

2024年度
782
－
－
0

149
－
－
6
71
－

308
－
－
－
38
2
－
69
11
－
39

1,480

2024年度
△ 3
0
0

△ 23
47
0
0
6
8
0

△ 12
0
0
0

△ 56
△ 4
0

△ 2
6
0
1

△ 32

期首残高
個別貸倒引当金
期中増減額 期末残高

貸出金償却

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気・ガス・熱供給・水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、郵 便 業
卸 売 業 、小 売 業
金 融 業 、保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
その他のサービス業
国・地方公共団体等
個 人
合 計

2024年度 2024年度 2024年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2024年度 2025年度2025年度
785
－
－
0

150
－
－
8
74
－

308
－
－
－
39
2
－
69
11
－
39

1,489

2025年度
764
0
0
0
59
0
0
3
80
0

311
0
0
0
37
1
0
65
11
0
38

1,371

2025年度
△ 21

0
0
0

△ 91
0
0

△ 5
6
0
3
0
0
0

△ 2
△ 1
0

△ 4
0
0

△ 1
△ 118

789
－
－
23
102
－
－
－
64
－

320
－
－
－
94
6
－
72
5
－
38

1,519

785
－
－
0

150
－
－
8
74
－

308
－
－
－
39
2
－
69
11
－
39

1,489

△ 4
0
0

△ 23
48
0
0
8
10
0

△ 12
0
0
0

△ 55
△ 4
0

△ 3
6
0
1

△ 30

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

2024年度2024年度 2024年度 2024年度 2024年度2024年度

Seki Shinkin Bank
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資
料
編

単体ベース
（単位：百万円）

オン・バランス資産項目
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後

オフ・バランス資産項目 オン・バランス資産項目 オフ・バランス資産項目 信用リスク・アセットの額
リスク・ウェイトの
加重平均値（％）

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（ ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（ 事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ）
（ そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

－
－
－
－
－

700
60
－
69
13

32,754
3
－

24,439
－

12,845
0

18,068
9,718
498

7,851
1
－

1,699
3,300
228
15
594
－
62

94,852

2024年度
0%
0%
0%
－
0%

100%
15%
－

10%
20%
26%
42%
－

64%
－

70%
44%
47%
31%
71%
119%
60%
－

100%
129%
42%
20%
6%
－

100%

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

939
－

8,135
19
－
－
－
－
－
－
－
68
－
－

147
－
－

1,505
23,170
4,558

－
28,148
700
400
－

698
65

128,248
9
－

37,923
－

17,328
－

38,178
30,903
696

6,575
2
－

1,699
2,561
536
78

9,764
－
62

1,505
23,170
4,558

－
28,148
700
400
－

698
65

128,248
9
－

41,070
－

20,117
－

39,379
31,747
706

6,922
2
－

1,699
2,680
537
78

9,899
－
62

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

108
－

848
1
－
－
－
－
－
－
－
6
－
－
50
－
－

単体ベース
（単位：百万円）

オン・バランス資産項目
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後

オフ・バランス資産項目 オン・バランス資産項目 オフ・バランス資産項目 信用リスク・アセットの額
リスク・ウェイトの
加重平均値（％）

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（ ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（ 事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ）
（ そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

－
－
－
－
－

700
60
－
29
10

31,109
3,986

－
25,305

－
12,505
252

22,269
9,630
1,125
11,512

0
－

1,499
3,652
201
12
664
－

573
98,595

2025年度
0%
0%
0%
－
0%

100%
15%
－

10%
20%
25%
39%
－

57%
－

70%
44%
54%
31%
92%
128%
60%
－

125%
133%
44%
20%
7%
－

130%

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

2,010
－

8,269
6,599

－
－
－
－
－
－
－
36
－
－

138
－
－

1,516
31,232
3,763

－
32,953
700
400
－

299
51

123,108
10,316

－
43,980

－
16,893

－
41,121
30,935
1,220
8,964

1
－

1,199
2,734
462
64

9,380
－

441

1,516
31,232
3,763

－
32,953
700
400
－

299
51

123,108
10,316

－
47,097

－
19,352

－
42,240
31,681
1,230
9,326

1
－

1,199
2,924
469
64

9,506
－

441

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

232
－

868
659
－
－
－
－
－
－
－
3
－
－
49
－
－

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごとの内訳

１．「ＣＣＦ」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
２．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランスの額と
オフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

（注）

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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連結ベース
（単位：百万円）

オン・バランス資産項目
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後

オフ・バランス資産項目 オン・バランス資産項目 オフ・バランス資産項目 信用リスク・アセットの額
リスク・ウェイトの
加重平均値（％）

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（ ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（ 事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ）
（ そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

－
－
－
－
－

700
60
－
69
13

32,754
3
－

24,439
－

12,845
0

18,068
9,718
498

7,851
1
－

1,699
3,300
228
15
594
－
62

94,852

2024年度
0%
0%
0%
－
0%

100%
15%
－

100%
20%
26%
42%
－

64%
－

71%
44%
47%
31%
71%
119%
60%
－

100%
129%
42%
200%
61%
－

100%

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

939
－

8,135
19
－
－
－
－
－
－
－
68
－
－

147
－
－

1,505
23,170
4,558

－
28,148
700
400
－

698
65

128,248
9
－

37,923
－

17,328
－

39,178
30,903
696

6,575
2
－

1,699
2,561
536
78

9,764
－
62

1,505
23,170
4,558

－
28,148
700
400
－

698
65

128,248
9
－

41,070
－

20,117
－

39,379
31,747
706

6,922
2
－

1,699
2,680
537
78

9,899
－
62

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

108
－

848
1
－
－
－
－
－
－
－
6
－
－
50
－
－

連結ベース
（単位：百万円）

オン・バランス資産項目
CCF・信用リスク削減効果適用前 CCF・信用リスク削減効果適用後

オフ・バランス資産項目 オン・バランス資産項目 オフ・バランス資産項目 信用リスク・アセットの額
リスク・ウェイトの
加重平均値（％）

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我 が 国 の 地 方 公 共 団 体 向 け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 向 け
我 が 国 の 政 府 関 係 機 関 向 け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ー ド ・ ボ ン ド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（ ト ラ ン ザ ク タ ー 向 け ）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（ 事 業 用 不 動 産 関 連 向 け ）
（ そ の 他 不 動 産 関 連 向 け ）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

－
－
－
－
－

700
60
－
29
10

31,109
3,986

－
25,305

－
12,505
252

22,269
9,630
1,125
11,512

0
－

1,499
3,652
201
12
664
－

573
98,595

2025年度
0%
0%
0%
－
0%

100%
15%
－

10%
20%
25%
39%
－

57%
－

70%
44%
54%
31%
92%
128%
60%
－

125%
133%
44%
20%
7%
－

130%

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

2,010
－

8,269
6,599

－
－
－
－
－
－
－
36
－
－

138
－
－

1,516
31,232
3,763

－
32,953
700
400
－

299
51

123,108
10,316

－
43,980

－
16,893

－
41,121
30,935
1,220
8,964

1
－

1,199
2,734
462
64

9,380
－

441

1,516
31,232
3,763

－
32,953
700
400
－

299
51

123,108
10,316

－
47,097

－
19,352

－
42,240
31,681
1,230
9,326

1
－

1,199
2,924
469
64

9,506
－

441

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
－
－

232
－

868
659
－
－
－
－
－
－
－
3
－
－
49
－
－

１．「ＣＣＦ」とは、オフ・バランス取引の与信相当額を計算する際に使用する掛目（％）のことです。
２．「リスク・ウェイトの加重平均値（％）」とは、信用リスク・アセットの額をＣＣＦ・信用リスク削減手法適用後エクスポージャーのオン・バランスの額と
オフ・バランスの額の合計額で除して算出した値のことです。

（注）

Seki Shinkin Bank
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資
料
編

単体ベース
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
0% 10% 25%20% 30% 31.25% 35% 37.5% 43.75% 45% 50% 56.25% 60%40%15% 62.5%

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2024年度
1,505
22,490
4,558

－
28,148

－
100
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

3,867
－
－

60,670

－
－
－
－
－
－
－
－

698
－
－
－
－
－
－
－
－

217
197
－
19
－
－
－
－
5
－

5,947
－
－

6,868

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
2
－
－
－
2
－
－
－
－
－
－
－
－
2

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

3,803
1,800

－
13,099

－
770
－

9,366
9,366

－
－
－
－
－

246
198
－
－
－
－

27,485

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
1
1
18
－
18
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
19

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

104
－

104
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

104

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
5
5
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
5

－
－
－
－
－
－

300
－
－
65

97,633
－
－

5,900
－

1,520
0

19,916
19,916

－
－
－
－
－
22
255
78
－
－
－

125,691

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,457
700
－
－
－
－
－

219
67
151
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,676

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

単体ベース
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
70% 75% 90%85% 93.75% 100% 105% 110% 130% 150% 250% 400% その他112.5%80% 合計

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2024年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,005
－
－
－
－
－
－

889
48
－

840
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,894

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,002
－
－

800
－

14,914
－

1,433
1,301
131
－
－
－
－
10
－
－
－
－
－

18,160

1,505
22,490
4,558

－
28,148
700
400
－

698
65

126,427
2,500

－
38,081

－
18,177

1
38,178
30,903
696

6,575
2
－

1,699
2,567
536
78

9,815
－
62

294,190

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
62
62

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,850
－
9

2,841
－
－

1,699
1,752

－
－
－
－
－

6,302

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
9
－
－
9
－
－
－
－
－
－
－
－
－
9

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,051
－
－

2,051
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,051

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

502
－
－
－
－
－
－

280
－

280
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

783

－
－
－
－
－

700
－
－
－
－
－
－
－

3,796
－

970
－
－
－
－
－
－
－
－

536
76
－
－
－
－

6,080

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

812
－
－

812
－
－
－
－
－
－
－
－
－

812

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,485
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,485

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,510
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,510

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

標準的手法が適用されるエクスポージャーのポートフォリオの区分ごと並びにリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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単体ベース
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
0% 10% 25%20% 30% 31.25% 35% 37.5% 43.75% 45% 50% 56.25% 60%40%15% 62.5%

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2025年度
1,516
30,636
3,763

－
32,953

－
100
－
－
－

1,003
－
－

2,000
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,783
－
－

74,758

－
－
－
－
－
－
－
－

299
－
－
－
－

940
－
－
－

169
153
－
16
－
－
－
－
4
－

6,646
－
－

8,059

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
17
－
16
－
1
－
－
－
－
－
－
－
－
17

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

3,604
1,600

－
12,298

－
640
－

9,144
9,144

－
－
－
－
－

210
174
－
－
－
－

26,073

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

483
483
188
－

188
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

672

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512
501
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
36
－
36
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
36

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
8
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8

－
－
－
－
－
－

300
－
－
51

91,103
801
－

9,087
－

1,604
176

20,276
20,276

－
－
－
－
－
24
211
64
－
－
－

122,724

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,664
5,909

－
－
－
－
－

246
57
188
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,910

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

単体ベース
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
70% 75% 90%85% 93.75% 100% 105% 110% 130% 150% 250% 400% その他112.5%80% 合計

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2025年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,005
1,504

－
－
－
－
－

743
44
－

698
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,748

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

501
－
－

600
－

13,545
－

1,358
1,248
109
－
－
－
－
23
－
－
－
－
－

16,028

1,516
30,636
3,763

－
32,953
700
400
－

299
51

121,704
10,316

－
43,512

－
17,762
659

41,121
30,935
1,220
8,964

1
－

1,199
2,738
462
64

9,430
－

441
308,760

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,003
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,003

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

441
441

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,300
－
－
－
－
－
－

5,669
－

364
5,304

－
－

1,199
2,088

－
－
－
－
－

10,257

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
33
－
－
33
－
－
－
－
－
－
－
－
－
33

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,032
－
－

2,032
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,032

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

317
－

317
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

317

－
－
－
－
－

700
－
－
－
－

501
－
－

4,307
－

1,487
－
－
－
－
－
－
－
－

391
71
－
－
－
－

7,459

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

878
－
－

878
－
－
－
－
－
－
－
－
－

878

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,280
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,280

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,504
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,504

Seki Shinkin Bank
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資
料
編

（単位：百万円）

連結ベース
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 25%20% 30% 31.25% 35% 37.5% 43.75% 45% 50% 56.25% 60%40%15% 62.5%

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2024年度
1,505
22,490
4,558

－
28,148

－
100
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

3,867
－
－

60,670

－
－
－
－
－
－
－
－

698
－
－
－
－
－
－
－
－

217
197
－
19
－
－
－
－
5
－

5,947
－
－

6,868

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
2
－
－
－
2
－
－
－
－
－
－
－
－
2

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

3,803
1,800

－
13,099

－
770
－

9,366
9,366

－
－
－
－
－

246
198
－
－
－
－

27,485

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
1
1
18
－
18
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
19

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

104
－

104
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

104

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
5
5
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
5

－
－
－
－
－
－

300
－
－
65

97,633
－
－

5,900
－

1,520
0

19,916
19,916

－
－
－
－
－
22
255
78
－
－
－

125,691

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,457
700
－
－
－
－
－

219
67
151
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,676

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

連結ベース
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
70% 75% 90%85% 93.75% 100% 105% 110% 130% 150% 250% 400% その他112.5%80% 合計

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2024年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,005
－
－
－
－
－
－

889
48
－

840
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,894

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,002
－
－

800
－

14,914
－

1,433
1,301
131
－
－
－
－
10
－
－
－
－
－

18,160

1,505
22,490
4,558

－
28,148
700
400
－

698
65

126,427
2,500

－
38,081

－
18,177

1
38,178
30,903
696

6,575
2
－

1,699
2,567
536
78

9,815
－
62

294,190

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
62
62

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,850
－
9

2,841
－
－

1,699
1,752

－
－
－
－
－

6,302

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
9
－
－
9
－
－
－
－
－
－
－
－
－
9

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,051
－
－

2,051
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,051

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

502
－
－
－
－
－
－

280
－

280
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

783

－
－
－
－
－

700
－
－
－
－
－
－
－

3,796
－

970
－
－
－
－
－
－
－
－

536
76
－
－
－
－

6,080

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

812
－
－

812
－
－
－
－
－
－
－
－
－

812

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,485
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,485

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,510
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,510

当金庫の自己資本の充実の状況等について
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（単位：百万円）

連結ベース
資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）

0% 10% 25%20% 30% 31.25% 35% 37.5% 43.75% 45% 50% 56.25% 60%40%15% 62.5%

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2025年度
1,516
30,636
3,763

－
32,953

－
100
－
－
－

1,003
－
－

2,000
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,783
－
－

74,758

－
－
－
－
－
－
－
－

299
－
－
－
－

940
－
－
－

169
153
－
16
－
－
－
－
4
－

6,646
－
－

8,059

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
17
－
16
－
1
－
－
－
－
－
－
－
－
17

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

3,604
1,600

－
12,298

－
640
－

9,144
9,144

－
－
－
－
－

210
174
－
－
－
－

26,073

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

483
483
188
－

188
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

672

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512
501
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

512

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
36
－
36
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
36

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8
8
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
8

－
－
－
－
－
－

300
－
－
51

91,103
801
－

9,087
－

1,604
176

20,276
20,276

－
－
－
－
－
24
211
64
－
－
－

122,724

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,664
5,909

－
－
－
－
－

246
57
188
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

18,910

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

連結ベース
（単位：百万円）

資産の額及び与信相当額の合計額（CCF・信用リスク削減効果適用後）
70% 75% 90%85% 93.75% 100% 105% 110% 130% 150% 250% 400% その他112.5%80% 合計

現 金
我が国の中央政府及び中央銀行向け
外国の中央政府及び中央銀行向け
国 際 決 済 銀 行 等 向 け
我が国の地方公共団体向け
外国の中央政府等以外の公共部門向け
国 際 開 発 銀 行 向 け
地方公共団体金融機構向け
我が国の政府関係機関向け
地 方 三 公 社 向 け
金融機関、第一種金融商品取引業者及び保険会社向け

カ バ ード・ボ ンド 向 け
法人等向け（特定貸付債権向けを含む。）

中堅中小企業等向け及び個人向け

不 動 産 関 連 向 け

劣後債権及びその他資本性証券等
延滞等向け（自己居住用不動産等向けを除く。）
自己居住用不動産等向けエクスポージャーに係る延滞
取 立 未 済 手 形
信用保証協会等による保証付
株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
株 式 等
合 計

（第一種金融商品取引業者及び保険会社向け）

（ 特 定 貸 付 債 権 向 け ）

（トランザクター向け）

（自己居住用不動産等向け）
（ 賃 貸 用 不 動 産 向 け ）
（事業用不動産関連向け）
（その他不動産関連向け）
（ Ａ Ｄ Ｃ 向 け ）

2025年度
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,005
1,504

－
－
－
－
－

743
44
－

698
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,748

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

501
－
－

600
－

13,545
－

1,358
1,248
109
－
－
－
－
23
－
－
－
－
－

16,028

1,516
30,636
3,763

－
32,953
700
400
－

299
51

121,704
10,316

－
43,512

－
17,762
659

41,121
30,935
1,220
8,964

1
－

1,199
2,738
462
64

9,430
－

441
308,760

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,003
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,003

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

441
441

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,300
－
－
－
－
－
－

5,669
－

364
5,304

－
－

1,199
2,088

－
－
－
－
－

10,257

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
33
－
－
33
－
－
－
－
－
－
－
－
－
33

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,032
－
－

2,032
－
－
－
－
－
－
－
－
－

2,032

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－

317
－

317
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

317

－
－
－
－
－

700
－
－
－
－

501
－
－

4,307
－

1,487
－
－
－
－
－
－
－
－

391
71
－
－
－
－

7,459

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

878
－
－

878
－
－
－
－
－
－
－
－
－

878

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,280
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

14,280

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,504
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

1,504
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リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

信用リスクに関する事項（証券化エクスポージャーを除く）

（単位：百万円、％）
リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

40%未満
40%～70％
75%
80%
85%

90%～100%
105%～130%

150%
250%
400%
1,250%
その他

2024年度
リスク・ウェイトの

区分

合　　計

214,278
31,068
20,626
2,510
16,646
7,833
3,382
6,661
62
－
－
－

303,069

2,313
20

5,915
－

819
163
－
57
－
－
－
－

9,290

11.62
10.00
11.17

－
12.56
15.49

－
10.00

－
－
－
－
－

214,018
30,914
18,160
2,510
14,485
6,893
3,345
6,302
62
－
－
－

296,692

資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）

CCFの加重平均値（％）
CCF・信用リスク削減効果適用前

オフ・バランス資産項目オン・バランス資産項目

単体ベース

（注）「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額
　を、CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

（単位：百万円、％）

40%未満
40%～70％
75%
80%
85%

90%～100%
105%～130%

150%
250%
400%
1,250%
その他

2025年度
リスク・ウェイトの

区分

合　　計

226,706
30,395
18,555
1,504
16,414
9,151
3,414
10,740
441
－
－
－

317,323

2,312
4,838
1,215

－
1,690
370
－
27
－
－
－
－

10,455

11.60
10.00
15.42

－
12.32
12.43

－
10.00

－
－
－
－
－

226,498
30,724
16,029
1,504
14,280
8,337
3,387
10,257
441
－
－
－

311,460

資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）

CCFの加重平均値（％）
CCF・信用リスク削減効果適用前

オフ・バランス資産項目オン・バランス資産項目

単体ベース

当金庫の自己資本の充実の状況等について

57



（注）「CCFの加重平均値（％）」とは、CCFを適用した後及び信用リスク削減手法の効果を勘案する前のオフ・バランス取引のエクスポージャーの額
　を、CCF・信用リスク削減手法適用前エクスポージャーのオフ・バランスの額に掲げる額で除して算出した値のことです。

（単位：百万円、％）

40%未満
40%～70％
75%
80%
85%

90%～100%
105%～130%

150%
250%
400%
1,250%
その他

2024年度
リスク・ウェイトの

区分

合　　計

214,278
31,068
20,626
2,510
16,646
7,833
3,382
6,661
62
－
－
－

303,069

2,313
20

5,915
－

819
163
－
57
－
－
－
－

9,290

11.62
10.00
11.17

－
12.56
15.49

－
10.00

－
－
－
－
－

214,018
30,914
18,160
2,510
14,485
6,893
3,345
6,302
62
－
－
－

296,692

資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）

CCFの加重平均値（％）
CCF・信用リスク削減効果適用前

オフ・バランス資産項目オン・バランス資産項目

連結ベース

（単位：百万円、％）

40%未満
40%～70％
75%
80%
85%

90%～100%
105%～130%

150%
250%
400%
1,250%
その他

2025年度
リスク・ウェイトの

区分

合　　計

226,706
30,395
18,555
1,504
16,414
9,151
3,414
10,740
441
－
－
－

317,323

2,312
4,838
1,215

－
1,690
370
－
27
－
－
－
－

10,455

11.60
10.00
15.42

－
12.32
12.43

－
10.00

－
－
－
－
－

226,498
30,724
16,029
1,504
14,280
8,337
3,387
10,257
441
－
－
－

311,460

資産の額及び与信相当額の合計額
（CCF・信用リスク削減効果適用後）

CCFの加重平均値（％）
CCF・信用リスク削減効果適用前

オフ・バランス資産項目オン・バランス資産項目

連結ベース

Seki Shinkin Bank
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当金庫の自己資本の充実の状況等について
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（単位：百万円）
与信相当額の算出に用いる方式

単体ベース 連結ベース

（ 1 ）派 生 商 品 取 引 合 計

（ 2 ）長 期 決 済 期 間 取 引
　 合 　 計 　

担保による信用リスク削
減手法の効果を勘案する
前 の 与 信 相 当 額

担保による信用リスク削
減手法の効果を勘案した
後 の 与 信 相 当 額

担保による信用リスク削
減手法の効果を勘案する
前 の 与 信 相 当 額

担保による信用リスク削
減手法の効果を勘案した
後 の 与 信 相 当 額

2024年度 2024年度 2024年度 2024年度

44

－

44

－

－

－

－

－

－

44

8

－

8

－

－

－

－

－

－

8

44

－

44

－

－

－

－

－

－

44

8

－

8

－

－

－

－

－

－

8

42

－

42

－

－

－

－

－

－

42

8

－

8

－

－

－

－

－

－

8

42

－

42

－

－

－

－

－

－

42

8

－

8

－

－

－

－

－

－

8

2025年度2025年度 2025年度 2025年度

　　　外国為替関連取引
　　　金利関連取引
　　　金関連取引
　　　株式関連取引
　　　貴金属（金を除く）関連取引
　　　その他コモディティ関連取引
　　　クレジット・デリバティブ

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦

（注）本欄の派生商品取引は投資信託の裏付資産の一部であるため、グロス再構築コストの額等を算定していません。

単体・連結とも、カレント・エクスポージャー方式

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（注）当金庫は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

信用リスク削減手法に関する事項

派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

連結ベース単体ベース
（単位：百万円）

適格金融
資産担保 保　　証 クレジット・

デリバティブ
信用リスク削減手法

ポートフォリオ

信用リスク削減手法が適用
されたエクスポージャー

適格金融
資産担保 保　　証 クレジット・

デリバティブ

2025年度2025年度 2025年度 2025年度 2025年度 2025年度

－－2,345 2,34531,401 31,401

2024年度2024年度 2024年度 2024年度 2024年度 2024年度

－－2,398 2,39831,225 31,225

証券化エクスポージャーに関する定期的な開示はございません。

証券化エクスポージャーに関する事項

金利リスクに関する事項

1
2
3
4
5
6
7

8

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
ステイープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

当期末
7,185

0
6,979

7,185

前期末

イ ロ
⊿EVE

当期末 前期末

ハ ニ
⊿NII

項
番

（単位：百万円）IRRBB 1：金利リスク

7,811
0

7,306

7,811

69
△ 71

69

93
△ 32

93
ヘ
前期末
16,507

ホ
当期末
16,854

（注）金利リスクの算定手法の概要は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

上場株式等
非上場株式等
合 計

2025年度
459  

1,471
1,930

2025年度
403  

1,471
1,874

貸借対照表計上額 時　　価
2025年度
459  

1,471
1,930

2024年度
18  

1,475
1,494

2024年度
13

1,475
1,489

2025年度
403  

1,471
1,874

2024年度
13

1,475
1,489

2024年度
18  

1,475
1,494

貸借対照表計上額 時　　価
区　分

売 却 益
売 却 損
償 却

2025年度
19
4
－

2025年度
19
4
－

－
－
－

－
－
－

2024年度2024年度

（単位：百万円）

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250%）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400%）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1,250%）を適用するエクスポージャー

2025年度2025年度
12,985

－
－
－
－

10,602
－
－
－
－

12,985
－
－
－
－

10,602
－
－
－
－

2024年度2024年度

2025年度2024年度 2025年度
評 価 損 益 56

－ －

△ 4 56
2024年度
△ 4

2025年度 2025年度
評 価 損 益

2024年度 2024年度
－ －

（注）1.貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
　　2.「リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」とした部分は含まれておりません。

（注）1.損益計算書における損益の額を記載しております。
　　2.「リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」とした部分は含まれておりません。

（注）「リスク・ウエイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー」とした部分は含まれておりません。

出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項

1.貸借対照表計上額及び時価

2.出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

3.貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

4.貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

単体ベース 連結ベース

単体ベース 連結ベース

5.リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

単体ベース 連結ベース

単体ベース 連結ベース

単体ベース 連結ベース
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2024年度 2025年度

97,629

2,025

0

91,365

138,362

3,306

3,694

1,493

1,810

224

4

162

109

37

44

26

41

2,379

117

△ 1,529

337,502

95,798

2,048

0

88,232

131,176

3,191

3,772

1,570

1,810

204

ー

187

88

1

60

27

31

1,887

101

△ 1,685

324,645

2024年度 2025年度

323,682

2,425

14

41

3

36

ー

47

117

326,368

427

16,428

△ 0

16,855

△ 5,454

△ 371

△ 5,826

104

11,134

337,502

310,350

2,022

18

74

3

39

ー

47

101

312,657

410

16,031

△ 0

16,442

△ 4,180

△ 371

△ 4,551

96

11,988

324,645

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 け 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

　その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

その他の無形固定資産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

繰 延 税 金 資 産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

連結貸借対照表
科　　　目 科　　　目

（単位：百万円）

（ 負 債 の 部 ）

預 金 積 金

そ の 他 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

睡眠預金払戻損失引当金

偶 発 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

債 務 保 証

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

出 　 資 　 金

利 益 剰 余 金

処 分 未 済 持 分

会 員 勘 定 合 計

その他有価証券評価差額金

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価・換 算 差 額 等 合 計

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

負債及び純資産の部合計

連結財務諸表

関 信用金庫 本 店 ほ か12 店 舗

子 会 社 1 社 せきしんリース（株）（リース業務）

子会社の状況

連結対象会社の概況

会 社 名
所 在 地
T 　 E 　 L
資 本 金

／せきしんリース株式会社
／関市弥生町3丁目3番3号
／（0575）24-6886
／20百万円

主 要 業 務 内 容
設 立 年 月 日
当 金 庫 議 決 権 比 率
子会社の議決権比率

／リース業務
／昭和62年12月7日
／35%
／  0%

連結対象子会社の主な事業の概要
　子会社であるせきしんリース㈱は、リース業務を通じて設備投資時の資金負担及び、減価償却計算の事務負担の軽減、設備の更新・技術革新に
対しても適切かつスピーディーな対応等、お客様の事業拡大に役立つことを考えております。リース業務におきましては、リース契約件数は前期比
１１件減少の１６９件、検収契約額は前期比２０８百万円増加の６４７百万円となりました。
　預金積金の期末残高は３２３，６８２百万円、貸出金の期末残高は１３８，３６２百万円となりました。また、連結総資産は３３７，５０２百万円、連結純資
産は１１，１３４百万円となりました。
　収益の状況は、連結経常利益は６２７，３７９千円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は４１２，２６２千円となりました。
　連結自己資本比率につきましては１３．５２％となりました。
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科　　　目
経常収益
資金運用収益
貸出金利息
預け金利息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

役務取引等収益
その他業務収益
その他経常収益
貸倒引当金戻入益
償却債権取立益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
給付補塡備金繰入額

役務取引等費用
その他業務費用
経　費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
その他の経常費用

経常利益
特別利益

固定資産処分益

連結損益計算書

科　　　目

利益剰余金期首残高
利益剰余金増加高

親会社株主に帰属する当期純利益
利益剰余金減少高

配当金
自己優先出資償却額

利益剰余金期末残高

2024年度
3,972,933

2,936,053

1,621,773

251,897

1,026,238

36,144

307,887

697,424

31,567

－

－

31,567

3,604,018

233,155

230,019

3,136

293,473

600,514

2,406,228

70,645

39,029

31,616

368,915

－

－

2025年度
4,555,947

3,590,284

1,807,695

532,170

1,208,450

41,967

339,349

519,582

106,730

65,907

82

40,741

3,928,567

652,575

640,223

12,351

290,357

552,912

2,393,872

38,849

－

38,849

627,379

－

－

2024年度

15,812,572
243,178
243,178

23,830
23,830

－

16,031,920

2025年度

16,031,920
412,262
412,262

16,018
16,018

－

16,428,164

連結剰余金計算書 （単位：千円）

科　　　目
特別損失

固定資産処分損
減損損失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益
非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

2024年度
1,794

516

1,278

367,120

57,981

59,116

250,022

6,844

243,178

2025年度
30,459
30,459

－

596,920
164,142
11,698
421,079
8,817

412,262

（単位：千円）

主要な経営指標等

連 結 経 常 収 益

連 結 経 常 利 益

親会社株主に帰属する当期純利益

連 結 純 資 産 額

連 結 総 資 産 額

連 結 自 己 資 本 比 率

（単位：百万円）

破綻更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

　 三 月 以 上 延 滞 債 権

　 貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

2025年度

1,351

3,893

295

30

264

5,540

1,609

4,068

150

27

123

5,829

2024年度

連結リスク管理債権 事業の種類別セグメント情報
連結会社は信用金庫業務以外に一部でリース
の事業を営んでおりますが、それらの事業の全
セグメントに占める割合が僅少であるため、事業
の種類別セグメント情報は記載しておりません。

2022年度

3,606

339

227

13,356

305,645

14.35%

2021年度

3,510

452

234

15,332

304,231

13.92%

（単位：百万円）

2023年度

3,338

334

231

13,794

316,362

14.40%

2024年度

3,972

368

243

11,988

324,645

13.84%

2025年度

4,555

627

412

11,134

337,502

13.52%
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開示項目一覧

●金庫の概況及び組織に関する事項
イ 事業の組織
ロ 理事及び監事の氏名及び役職名
ハ 事務所の名称及び所在地

●金庫の主要な事業の内容

●金庫の主要な事業に関する事項　
イ 直近の5事業年度における主要な事業の状況を示す指標

（1）経常収益　
（2）経常利益又は経常損失　
（3）当期純利益又は当期純損失　
（4）出資総額及び出資総口数　
（5）純資産額　
（6）総資産額　
（7）預金積金残高　
（8）貸出金残高　
（9）有価証券残高　
（10）単体自己資本比率　
（11）出資に対する配当金　
（12）職員数　

ロ 直近の2事業年度における事業の状況を示す指標
・主要な業務の状況を示す指標
（1）業務粗利益及び業務粗利益率並びに資金運用収支、
　　役務取引等収支及びその他業務収支
（2）業務純益
（3）総資金利鞘
（4）総資産利益率　
（5）資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、利回り
（6）受取利息及び支払利息の増減
・預金に関する指標
（1）流動性預金、定期性預金、譲渡性預金及び

その他の預金の平均残高
（2）固定金利定期預金、変動金利定期預金及び

その他の区分ごとの定期預金の残高　
・貸出金等に関する指標
（1）手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の

平均残高
（2）固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高
（3）担保の種類別の貸出金残高及び債務保証見返額
（4）使途別の貸出金残高
（5）業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
（6）預貸率の期末値及び期中平均値
・有価証券に関する指標
（1）商品有価証券の種類別の平均残高　
（2）有価証券の残存期間別残高　
（3）有価証券の種類別の平均残高　
（4）預証率の期末値及び期中平均値　

●金庫の事業の運営に関する事項
イ リスク管理の態勢
ロ 法令遵守の態勢
ハ 金融ADR制度への対応

●金庫の直近の2事業年度における財産の状況に関する事項
イ 貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書　
ロ 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額　

（1）破綻先債権に該当する貸出金
（2）延滞債権に該当する貸出金
（3）三月以上延滞債権に該当する貸出金
（4）貸出条件緩和債権に該当する貸出金

ハ 自己資本の充実の状況　
ニ 次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

（1）有価証券　
（2）金銭の信託　
（3）第102条第1項第5号に掲げる取引

ホ 貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額　
ヘ 貸出金償却の額　
ト 会計監査人の監査を受けている旨

連結ベースの項目

●金庫及びその子会社等の概況に関する事項
　　　イ 金庫及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成
　　　ロ 金庫の子会社等に関する事項
　　　　　　（1）名称　
　　　　　　（2）主たる営業所又は事業所の所在地　
　　　　　　（3）資本金又は出資金　
　　　　　　（4）事業の内容　
　　　　　　（5）設立年月日　
　　　　　　（6）当金庫が保有する子会社等の議決権の総株主又　
　　　　　　　   は総出資者の議決権に占める割合
　　　　　　（7）当金庫の上記（1）で規定する子会社等（以下当該子会

社等という。）以外の子会社等が保有する当該子会社等　
の議決権の総株主又は総出資者の議決権に占める割合

●金庫及びその子会社等の主要な事業に関する事項
　　　イ 直近の5連結会計年度における主要な事業の状況を示す指標
　　　　　　（1）経常収益　
　　　　　　（2）経常利益　
　　　　　　（3）当期純利益　
　　　　　　（4）純資産額　
　　　　　　（5）総資産額　
　　　　　　（6）連結自己資本比率　

●金庫及びその子会社等の直近の2連結会計年度における財産　
　の状況に関する事項
　　　イ 連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結剰余金計算書
　　　ロ 貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額　
　　　　　　（1）破綻先債権に該当する貸出金
　　　　　　（2）延滞債権に該当する貸出金
　　　　　　（3）三月以上延滞債権に該当する貸出金
　　　　　　（4）貸出条件緩和債権に該当する貸出金
　　　ハ 自己資本の充実の状況　
　　　ニ 

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第7条に基づく開示項目

●資産の査定の公表
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本誌は、信用金庫法第89条（銀行法第21条の準用）に基づいて作成した
ディスクロージャー資料（業務及び財産の状況に関する説明書類）です。
その開示項目は信用金庫法施行規則等に定められておりますが、その各
項目は以下のページに掲載しています。

単体ベースの項目〈信用金庫法施行規則第132条による開示項目〉

〈信用金庫法施行規則第133条による開示項目〉

…… 30～31

金庫及びその子法人等が2以上の異なる種類の事業を営ん
でいる場合の事業の種類ごとの区分に従い、当該区分に属
する経常収益の額、経常利益又は経常損失の額及び資産の
額として算出したもの（事業の種類別セグメント情報）
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関市イメージキャラクター
「関＊はもみん」

当金庫ではスマートフォンのアプリ「LINE」
において、LINE公式アカウントを開設いたし
ました。「友だち登録」していただいたお客
さまにキャンペーン情報や地域のイベント等
を提供いたします。公式アカウ
ントからIDまたは公式アカウン
トを検索するか右のQRコードを
読み込んでください。
(ID:duｍ4286b)

地元とともに

https://www.shinkin.co.jp/seki1534/




